
１．行政活動目標　〔459〕

２．補助指標　〔44〕

令和６年度行政活動目標等の一覧



【施策】 Ⅰ－１－①　感染症等健康危機への対応力強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

1 人
4,914

（R2年度実績値）
6,500

（R6年度）

2 -
93.7

（R2年度平均実績値）
101.9

(R6年度平均）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：5

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
健康危機対策に係る研修等開催数回
数

回
3

（R6年2月時点）
3

（R6年度）
健康危機対策に係る研修会等を開催した数

研修修了者数の社会目標は達成したが、引き続き
多数の県民の生命・健康を脅かす新型インフルエ
ンザ等の感染症、天然痘などの生物テロに対応す
るために研修を実施する必要があるため。
なお、サル痘等、臨時で開催の必要がある研修を
除き、平時に開催する研修数を目標とする。

１　健康危機対
策

2
新型インフルエンザ等の感染症対策
訓練等を実施した保健所数

 
2

（R5年2月時点）
14

（R6年度）
新型インフルエンザ等発生に備え患者移送訓練等
を実施した保健所の数

原則としてすべての保健所及び疾病対策課が実施
することを目標とする。

１　健康危機対
策

3 県観光サイトのセッション数 回
3,712,118

（R6年1月末時点）
4,430,000
（R6年度）

千葉県公式観光サイト「ちば観光ナビ」のページ訪
問（セッション）数

サイトリニューアル（R5年10月）からR6年1月までの
月平均セッション数を基に年間セッション数を推計
し、これを目標値とする。

再掲

２　生活様式や
社会経済情勢
の変化を踏ま
えた県内経済
の力強い回復

4
産学官による研究開発等の連携に関
する相談等支援件数

件
454

(R6年１月末時点）
600

（R6年度）
(公財)千葉県産業振興センターによる産学官等の
連携に関する相談等支援件数

ニーズ（過去4か年実績）や市場動向を勘案して設
定

再掲

２　生活様式や
社会経済情勢
の変化を踏ま
えた県内経済
の力強い回復

5
産業用地の確保に関する市町村への
支援件数

件
24

(R6年2月時点)
24

(R6年度)

産業用地の確保にあたり、候補地の選定や事業可
能性の検証等に関する市町村の相談に対する支
援件数

R5年度に産業用地の確保について、企業立地課に
対し相談等を行った市町村数を勘案し設定

再掲

２　生活様式や
社会経済情勢
の変化を踏ま
えた県内経済
の力強い回復

指標名

健康危機対策研修修了者数

地域別消費総合指数
家計調査の消費支出や商業販売統計等について、平成24年平均を基準に指数化・平均化して算出した
地域別消費総合指数の年間平均
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかった令和元年度の水準を目指すもの。

多数の県民の生命・健康を脅かす新型インフルエンザ等の感染症、天然痘などの生物テロに対応する
ため、医療・公衆衛生従事者を対象とした健康危機対策研修を修了した人の数

指標の解説
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【施策】 Ⅰ－１－②　災害から県民を守る「防災県」の確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

3 %
68.9

（R2年度実績値)
84.3

（R6年度)

4 市町村
12

（R2年度実績値）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：34

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
災害派遣医療チーム（DMAT）チーム
数

チーム
51

（R5年度実績値）
55

(R6年度)

災害発生の初期段階でいち早く被災地に駆けつけ
て急性期の医療活動を行う医療チーム（DMAT）の
チーム数

千葉県保健医療計画において、R11年度までに60
チームを目指すことを掲げており、段階的にチーム
数の増加を目指す。

１　令和元年房
総半島台風等
からの復旧・復
興

2
浄・給水場等の非常用自家発電設
備、燃料用タンクの整備（累計）

施設
3

(R5年度実績値)
20

(R6年度)
県営水道の対象施設(20施設)のうち、非常用自家
発電設備、燃料用タンクの整備を実施した施設数。

千葉県営水道中期経営計画における浄・給水場等
の非常用自家発電設備、燃料用タンクの整備の目
標値を基に設定する。

再掲

１　令和元年房
総半島台風等
からの復旧・復
興

3
市町村道等のインフラ施設周辺など
の森林整備面積

ha/年
39

（R2～R4年度実績値の
平均値）

40
（R6年度）

県が市町村等に対して助成している災害に強い森
づくり事業等によるインフラ施設周辺等の森林整備
の実施面積

インフラ施設管理者や所有者との事前調整等に時
間を要した年と、整備を進めた年で実績値に偏りが
あるため、現状値を過去3か年の平均値としたうえ
で、毎年40haの事業実施を目指す。

再掲

１　令和元年房
総半島台風等
からの復旧・復
興

4 耐震補強を完了した橋梁数（累計） 橋
225

(R5年度実績予定値)
（R6年2月時点）

226
(R6年度)

跨線橋や緊急輸送路など優先度の高い橋梁の耐
震補強実施数

Ｒ４年度末時点の対策完了数にR５年度完了予定
の橋梁数を加算し、目標値として設定する。

再掲

１　令和元年房
総半島台風等
からの復旧・復
興

5
工業用水道の浄・給水場等における
非常用自家発電設備、燃料用タンク
の整備（累計）

施設
16

（R5年度実績）
17

（R6年度）

工業用水道の対象施設（19施設）のうち、非常用自
家発電設備、燃料用タンクの整備を実施した施設
数。

千葉県工業用水道事業中期経営計画に掲げる目
標値を基に設定。

再掲

１　令和元年房
総半島台風等
からの復旧・復
興

6
非常用発電設備の整備に係る補助制
度活用による支援施設数

施設
国庫補助　3件
県費補助　2件
（R6年2月時点）

国庫補助　7件
県費補助　0件

（R6年度）

非常用発電設備の整備に係る国及び県の補助制
度の活用により支援を行った施設数

災害発生時において病院や避難所等の重要給水
施設への給水を確保し、水道水の安定供給を図る
ために、水道施設への非常用発電設備の整備が
必要であるため。

再掲

１　令和元年房
総半島台風等
からの復旧・復
興

市町村業務継続計画における重要6要素11項目の策
定状況

業務継続計画の中核となる重要6要素11項目（首長不在時の代行順位、備蓄、受援計画等）を同計画に
全て規定した市町村数

指標名 指標の解説

自主防災組織の活動カバー率
各市町村の全世帯数のうち、地域の防災活動を効果的に行うための組織である「自主防災組織」が活
動範囲とする地域の世帯割合
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【施策】 Ⅰ－１－②　災害から県民を守る「防災県」の確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

3 %
68.9

（R2年度実績値)
84.3

（R6年度)

4 市町村
12

（R2年度実績値）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：34

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

市町村業務継続計画における重要6要素11項目の策
定状況

業務継続計画の中核となる重要6要素11項目（首長不在時の代行順位、備蓄、受援計画等）を同計画に
全て規定した市町村数

指標名 指標の解説

自主防災組織の活動カバー率
各市町村の全世帯数のうち、地域の防災活動を効果的に行うための組織である「自主防災組織」が活
動範囲とする地域の世帯割合

7 災害時優先業務の点検 ％
100

(R5年度実績値)
100

(R6年度)

千葉県業務継続計画に基づき、災害発生時に利用
できる資源に制約がある状況下においても、各所
属が選定した優先して実施すべき応急復旧業務や
通常業務である災害時優先業務を点検した所属の
割合

県庁内の危機管理体制を強化するために、全所属
が災害時優先業務を日頃から点検する必要がある
ため。

２　防災連携体
制の充実強化

8 危機管理研修の参加人数 人
453

(R5年度実績値)
452

(R6年度)
危機意識の醸成や危機対応能力の向上を目的とし
た危機管理研修会に参加した県職員数

県庁内の危機管理体制を強化するために、全所属
の危機管理担当者の参加を目指す必要があるた
め。

２　防災連携体
制の充実強化

9
市町村幹部職員に向けた危機管理に
関する研修の参加団体数

市町村数
47

（R5年度実績値）
54

(R6年度)

災害危機管理対応能力の向上を目的とした研修会
である、千葉県防災・危機管理トップセミナーの参
加市町村数

県や市町村、ライフライン事業者等が密接に連携
し、一体となって県民を災害から守る体制を確立す
るために、全市町村が危機管理に関する研修に参
加することを目指す必要があるため。

２　防災連携体
制の充実強化

10 県が行う防災訓練実施数 件
93

（R4年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

県庁各部局において実施した防災訓練の件数

災害から県民を守る「防災県」の確立を実現するた
め、日ごろから災害時の連絡体制や対応手順につ
いて、関係機関を含めて訓練を実施することによ
り、防災連携体制を強化する必要があるため。

２　防災連携体
制の充実強化

11 市町村が行う防災訓練実施数 件
222

（R4年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

市町村において実施した防災訓練の件数

災害から県民を守る「防災県」の確立を実現するた
め、日ごろから住民や関係機関を含めて訓練を実
施することにより、地域防災力を向上させる必要が
あるため。

２　防災連携体
制の充実強化

12
チーム員に対するフォローアップ研修
実施回数

回 0
3

(R6年度)
フォローアップ研修の実施回数

令和５年度までに登録済のチーム員に対して、復
習や新たな知識を得るための機会が必要なため。

２　防災連携体
制の充実強化
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【施策】 Ⅰ－１－②　災害から県民を守る「防災県」の確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

3 %
68.9

（R2年度実績値)
84.3

（R6年度)

4 市町村
12

（R2年度実績値）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：34

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

市町村業務継続計画における重要6要素11項目の策
定状況

業務継続計画の中核となる重要6要素11項目（首長不在時の代行順位、備蓄、受援計画等）を同計画に
全て規定した市町村数

指標名 指標の解説

自主防災組織の活動カバー率
各市町村の全世帯数のうち、地域の防災活動を効果的に行うための組織である「自主防災組織」が活
動範囲とする地域の世帯割合

13
災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の
隊員登録者数

人
182

(R6年1月末時点)
200

(R6年度)

災害発生時、被災地域において精神保健医療活動
に関する支援を行う災害派遣精神医療チーム
（DPAT）を養成・整備する

養成研修と技能維持研修を年度毎に実施し、令和
6年度までに、隊員登録者数200人を目指す。

（最低限、二次保健医療圏域毎に４チーム（人口が
多い千葉・東葛北部・東葛南部は各６チーム）、計
42チーム（各チーム４名程度））

２　防災連携体
制の充実強化

14
災害派遣医療チーム（DMAT）チーム
数

チーム
51

（R5年度実績値）
55

(R6年度)

災害発生の初期段階でいち早く被災地に駆けつけ
て急性期の医療活動を行う医療チーム（DMAT）の
チーム数

千葉県保健医療計画において、R11年度までに60
チームを目指すことを掲げており、段階的にチーム
数の増加を目指す。

２　防災連携体
制の充実強化

15
防災研修センターにおける自主防災
組織対象の研修の受講者及び受講
率

人(受講者
数)

%(受講率)

207人
52.3%

（R6年1月末時点）

増加を
目指します
（R6年度）

防災研修センター事業により実施する研修のうち、
自主防災組織を対象とする研修の受講者数及び定
員に対する受講率

高齢化などにより自主防災組織等の活動が低迷し
ていることから、自主防災組織活動を支援する研修
の受講者数及び受講率の増加を目指す。

３　自助・共助
の取組強化

16
避難行動要支援者名簿に基づく個別
避難計画の作成市町村数

市町村
41

（R5年10月末時点）
47

（R6年度）
個別避難計画を作成した市町村数

市町村の作成が努力義務化された個別避難計画
について、避難行動要支援者の全部または一部に
ついて計画を作成した市町村の増加を目指す。

３　自助・共助
の取組強化

17
自主防災組織による防災訓練の実施
回数

回
698

（R3年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

自主防災組織が行う防災訓練の実施回数
市町村と連携して、自主防災組織の結成及び活動
に対する支援を行うことで、防災訓練の実施数の
増加を目指す。

３　自助・共助
の取組強化

18
災害時外国人サポーター養成講座を
開催した市町村数

市町村
2

（R5年度実績値）
3

（R6年度）
災害時外国人サポーター養成講座を開催した市町
村数

目指す姿を実現するために、県内各地での開催を
目指しており、過年度の実績を考慮して設定した。

本籍
３　自助・共助
の取組強化

4 ページ



【施策】 Ⅰ－１－②　災害から県民を守る「防災県」の確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

3 %
68.9

（R2年度実績値)
84.3

（R6年度)

4 市町村
12

（R2年度実績値）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：34

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

市町村業務継続計画における重要6要素11項目の策
定状況

業務継続計画の中核となる重要6要素11項目（首長不在時の代行順位、備蓄、受援計画等）を同計画に
全て規定した市町村数

指標名 指標の解説

自主防災組織の活動カバー率
各市町村の全世帯数のうち、地域の防災活動を効果的に行うための組織である「自主防災組織」が活
動範囲とする地域の世帯割合

19
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震
防災対策推進計画の策定市町村数

市町村
2

(R6年2月末時点）
27

(R6年度）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推
進地域の市町村のうち、推進計画を策定している
市町村数

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推
進地域に指定された市町村（県内27市町村）の努
力義務となった推進計画について、計画を策定した
市町村の増加を目指す。

４　津波避難・
液状化対策の
推進

20
南海トラフ地震防災対策推進計画の
策定市町村数

市町村
15

(R6年2月末時点）
18

(R6年度）
南海トラフ地震防災対策推進地域の市町村のう
ち、推進計画を策定している市町村数

南海トラフ地震防災対策推進地域に指定された市
町村(県内18市町村）の努力義務である推進計画
について、計画を策定した市町村の増加を目指す。

４　津波避難・
液状化対策の
推進

21
市町村消防施設・設備等の補助団体
数

団体
43

（R5年度実績値）
45

（R6年度）

消防ポンプ自動車や消防団拠点施設など、市町村
消防施設・設備等の整備に対して補助した市町村・
消防本部の数

消防防災車両や救急自動車などの整備が早急に
進むことを目指し、できるだけ多くの市町村で整備
が行われることを目標とし、過去３年間の平均値
（43）や最高値（46）を考慮し算定。

５　消防・救急
救助体制の充
実強化

22
県内大学生等を対象とした消防防災
研修会・交流会実施回数

回
1

（R5年度実績値）
1

（R6年度）
県が実施する県内大学生等を対象とした研修会・
交流会の実施回数

県民の消防団への加入促進のため、大学等の数
が多い千葉・市原地域において、大学生等の消防
防災意識高揚に係る研修会と消防団員との交流会
を開催し消防団入団へ繋げる。

５　消防・救急
救助体制の充
実強化

23
県内大学生等を対象とした一日入団
体験実施回数

回
1

（R5年度実績値）
1

（R6年度）
県が実施する県内大学生等を対象に県消防学校
で実施する、消防団活動体験会の実施回数

県民の消防団への加入促進のため、大学等の数
が多い千葉・市原地域において、消防活動に関心
のある学生向けの体験会を開催し消防団入団へ繋
げる。

５　消防・救急
救助体制の充
実強化

24
女性や子育て世代を対象とした消防
防災講座実施回数

回
12

（R5年度実績値）
10

（R6年度）
県が実施する女性や、小学生以下の児童及びその
親を対象とする消防防災講座の実施回数

女性など幅広い住民の消防団参画を促すため、女
性消防団員が不足する10地域において、消防防災
意識高揚のための講座を開催する。

５　消防・救急
救助体制の充
実強化
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【施策】 Ⅰ－１－②　災害から県民を守る「防災県」の確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

3 %
68.9

（R2年度実績値)
84.3

（R6年度)

4 市町村
12

（R2年度実績値）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：34

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

市町村業務継続計画における重要6要素11項目の策
定状況

業務継続計画の中核となる重要6要素11項目（首長不在時の代行順位、備蓄、受援計画等）を同計画に
全て規定した市町村数

指標名 指標の解説

自主防災組織の活動カバー率
各市町村の全世帯数のうち、地域の防災活動を効果的に行うための組織である「自主防災組織」が活
動範囲とする地域の世帯割合

25
県内高校における「消防防災活動に
関する出前講座」実施回数

回
4

（R5年度実績値）
5

（R6年度）
県が県内高校で実施する、消防団活動等に関する
出前授業の実施学校数

将来の担い手として期待できる高校生へ消防団活
動の理解を促進するため、令和4年度以上の6校の
実施を目指す。

５　消防・救急
救助体制の充
実強化

26
SNS等を活用した消防団員制度の広
報、SNS広告表示数

回
6,427,177

（R5年度実績値）
4,000,000
（R6年度）

県が実施する若年層向けのSNS広告表示数
消防団のイメージアップ及び勧誘を目的とし、若年
層向けのSNS広告を行うことで、消防団の理解促
進と消防団への入団に繋げる。

５　消防・救急
救助体制の充
実強化

27
消防団加入促進リーフレットの作成部
数

部
40,000

（R5年度実績値）
40,000

（R6年度）
県が作成する、消防団加入促進リーフレットの作成
部数

消防団のイメージアップ及び勧誘を目的とし、消防
団の活動概要や県内の状況を紹介することで、消
防団の理解促進と消防団への入団に繋げる。

５　消防・救急
救助体制の充
実強化

28
石油コンビナート等防災訓練の実施
数

回
3

（R5年度実績値）
3

（R6年度）
県が実施する石油コンビナート区域内の大規模災
害等を想定した訓練の実施回数

千葉県石油コンビナート等防災計画において、訓
練の実施を掲げており、迅速かつ的確な防災活動
体制を確保するため、目的別に３つの訓練を実施
する。

本籍
６　石油コンビ
ナート防災対策
の推進

29
石油コンビナート事業所等への立入
調査件数

件
16

（R5年度実績値見込）
15

（R6年度）
石油コンビナート区域内の特定事業所及び共同防
災組織を対象とした立入調査件数

千葉県石油コンビナート等防災計画及び立入調査
実施要領に基づき、全特定事業所と共同防災組織
の立入調査を実施する計画を掲げており、R6年度
は15件の立入調査を目指す。

６　石油コンビ
ナート防災対策
の推進

30
高圧ガス保安法に基づく認定検査実
施者への立入検査件数

件
13

（R5年度実績）
13

(R6年度)

県が高圧ガス保安法に基づく認定検査実施者に対
し立入検査等を実施する件数
※認定完成実施者：高圧ガス製造施設について、
自ら完成検査や保安検査を実施できると国から認
定された事業者

高圧ガスの保安の確保を通じて、災害から県民を
守る「防災県」を確立するため、県内にある13の認
定検査実施者への立入検査、認定更新調査を実
施する。

６　石油コンビ
ナート防災対策
の推進
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【施策】 Ⅰ－１－②　災害から県民を守る「防災県」の確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

3 %
68.9

（R2年度実績値)
84.3

（R6年度)

4 市町村
12

（R2年度実績値）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：34

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

市町村業務継続計画における重要6要素11項目の策
定状況

業務継続計画の中核となる重要6要素11項目（首長不在時の代行順位、備蓄、受援計画等）を同計画に
全て規定した市町村数

指標名 指標の解説

自主防災組織の活動カバー率
各市町村の全世帯数のうち、地域の防災活動を効果的に行うための組織である「自主防災組織」が活
動範囲とする地域の世帯割合

31
高圧ガス事故を想定した訓練の実施
回数

回
1

（R5年度実績値）
2

(R6年度)
県が実施する高圧ガス事故を想定した訓練の実施
回数

災害から県民を守る「防災県」を確立するため、高
圧ガス事故発生時において適切な防災活動が行え
るよう、輸送中の事故を想定した訓練及び毒性ガス
の漏えいを想定した訓練を実施する。

本籍
６　石油コンビ
ナート防災対策
の推進

32
石油コンビナート等防災訓練の実施
数

回
3

（R5年度実績値）
3

（R6年度）
県が実施する石油コンビナート区域内の大規模災
害等を想定した訓練の実施回数

千葉県石油コンビナート等防災計画において、訓
練の実施を掲げており、迅速かつ的確な防災活動
体制を確保するため、目的別に３つの訓練を実施
する。

再掲
７　事業者によ
る防災対策の
推進

33
高圧ガス事故を想定した訓練の実施
回数

回
1

（R5年度実績値）
2

(R6年度)
県が実施する高圧ガス事故を想定した訓練の実施
回数

災害から県民を守る「防災県」を確立するため、高
圧ガス事故発生時において適切な防災活動が行え
るよう、輸送中の事故を想定した訓練及び毒性ガス
の漏えいを想定した訓練を実施する。

再掲
７　事業者によ
る防災対策の
推進

34
チャレンジ企業支援センター事業にお
ける事業継続計画（BCP）セミナーの
受講者数

人
18

（R5年実績値）
20

（R6年度）

（公財）千葉県産業振興センターが実施するチャレ
ンジ企業支援センター事業において行う事業継続
計画（BCP）セミナーの受講者数

直近3年間（Ｒ3年度～R5年度）の年間受講者数の
平均値

７　事業者によ
る防災対策の
推進
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【施策】 Ⅰ－２－①　災害に強いまちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

5 %
96.7

（R2年度実績値）
100

(R6年度）

6 ㎢
843

（R2年度実績値）
1,020

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：26

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
非常用発電設備の整備に係る補助制
度活用による支援施設数

施設
国庫補助　3件
県費補助　2件
（R6年2月時点）

国庫補助　7件
県費補助　0件

（R6年度）

非常用発電設備の整備に係る国及び県の補助制
度の活用により支援を行った施設数

災害発生時において病院や避難所等の重要給水
施設への給水を確保し、水道水の安定供給を図る
ために、水道施設への非常用発電設備の整備が
必要であるため。

再掲
１　災害に強い
社会資本の整
備

2 地籍調査の着手又は再開市町村数 市町村
2

(R5年度実績値）
2

(R6年度）
国土調査法に基づき、市町村等が実施主体となっ
て行う地籍調査を、着手又は再開する市町村数

地籍調査の進捗を図るためには、地籍調査を実施
する市町村数を増やすことが有効であることから地
籍調査の未着手又は休止中の市町村について、
R5年度と同数の2市町村の着手又は再開を目指
す。

本籍
１　災害に強い
社会資本の整
備

3 耐震補強を完了した橋梁数（累計） 橋
225

(R5年度実績予定値)
（R6年2月時点）

226
(R6年度）

跨線橋や緊急輸送路など優先度の高い橋梁の耐
震補強実施数

Ｒ４年度末時点の対策完了数にR５年度完了予定
の橋梁数を加算し、目標値として設定する。

本籍
１　災害に強い
社会資本の整
備

4
急傾斜地崩壊危険区域の対策完了
数（累計）

箇所
535

（R5年度実績値）
対策の進捗を図ります

（R6年度）
豪雨などによる土砂災害を防止する急傾斜地崩壊
危険区域の対策完了数（累計）

土砂災害防止施設の推進を目指し目標を設定
１　災害に強い
社会資本の整
備

5 耐震強化岸壁の整備数 バース
7

（R5年度実績値）
8バース目の整備促進

（R6年度）
港湾計画に基づき整備が進められている、耐震性
が強化された岸壁（バース）の整備数

早期完成に向けて、8バース目の事業促進を目標
値とした。

１　災害に強い
社会資本の整
備

6
市町村及び組合施行等の土地区画
整理事業の整備面積

ha
1,453

（R5年度実績値）
1,484

（R6年度）
市町村及び組合施行等の土地区画整理事業の整
備面積

R6年度の宅地及び道路等公共施設の整備予定面
積が31haであることから、これを目標値として設定
した。

再掲
１　災害に強い
社会資本の整
備

地籍調査面積
一筆ごとの土地の所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行う調査を実施し
た面積

指標名 指標の解説

防災拠点となる公共施設等の耐震化率
災害応急対策実施拠点（庁舎や消防署等）、避難所（学校施設等）、医療救護施設（病院等）、社会福祉
施設等の耐震化率
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【施策】 Ⅰ－２－①　災害に強いまちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

5 %
96.7

（R2年度実績値）
100

(R6年度）

6 ㎢
843

（R2年度実績値）
1,020

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：26

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

地籍調査面積
一筆ごとの土地の所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行う調査を実施し
た面積

指標名 指標の解説

防災拠点となる公共施設等の耐震化率
災害応急対策実施拠点（庁舎や消防署等）、避難所（学校施設等）、医療救護施設（病院等）、社会福祉
施設等の耐震化率

7
市町村及び組合施行等の市街地再
開発事業の地区数

地区
3

（R5年度実績値）
4

（R6年度）
市町村及び組合施行等の市街地再開発事業の地
区数

R6年度の認可予定が1地区あることから、これを目
標値として設定した。

再掲
１　災害に強い
社会資本の整
備

8
県立都市公園の供用開始面積（累
計）

ha
477.3

(R5年度実績値）
478.5

（R6年度）
災害時の避難場所としても機能する県立都市公園
の整備を推進

引き続き災害時の避難場所等としても機能する県
立都市公園の整備を推進していくこととして設定

再掲
１　災害に強い
社会資本の整
備

9
流域下水道施設の地震時における耐
震化率

％
42

（R4年度実績）
46

（R6年度）

流域下水道における処理場・ポンプ場の施設（管理
棟・水処理施設等）のうち、地震時にも機能が確保
（耐震化）できている割合

社会資本総合整備計画において、R７年度までに
流域下水道施設の機能確保率を４８％まで上昇さ
せる目標を設定しておりＲ６年度は４６％を目指す
必要があるため。（対象施設：２２７施設）

１　災害に強い
社会資本の整
備

10
水道施設の耐震化率
（取水場・浄水場・給水場）

%
99.1

(R5年度実績値)
99.5

(R6年度)
施設全体のうち、耐震化工事を実施した施設の
割合。

企業局の中期経営計画に掲げる目標値を設定 本籍
１　災害に強い
社会資本の整
備

11
浄・給水場等の非常用自家発電設
備、燃料用タンクの整備（累計）

施設
3

(R5年度実績値)
20

(R6年度)
県営水道の対象施設(20施設)のうち、非常用自家
発電設備、燃料用タンクの整備を実施した施設数。

千葉県営水道中期経営計画における浄・給水場等
の非常用自家発電設備、燃料用タンクの整備の目
標値を基に設定する。

再掲
１　災害に強い
社会資本の整
備

12 管路の耐震化率 ％
26.9

（R4年度実績値）
29.0

（R6年度）
管路総延長のうち、耐震適合管の延長の割合を示
すもの

千葉県営水道中期経営計画に掲げる目標値を設
定

再掲
１　災害に強い
社会資本の整
備

9 ページ



【施策】 Ⅰ－２－①　災害に強いまちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

5 %
96.7

（R2年度実績値）
100

(R6年度）

6 ㎢
843

（R2年度実績値）
1,020

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：26

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

地籍調査面積
一筆ごとの土地の所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行う調査を実施し
た面積

指標名 指標の解説

防災拠点となる公共施設等の耐震化率
災害応急対策実施拠点（庁舎や消防署等）、避難所（学校施設等）、医療救護施設（病院等）、社会福祉
施設等の耐震化率

13 管路の耐震化延長 km
0.45

（R5年実績値）
1.52

（R6年度）
工業用水道の本年度に更新・耐震化工事を行った
管路延長

千葉県工業用水道事業中期経営計画における管
路の更新・耐震化延長の目標値を基に設定。

再掲
１　災害に強い
社会資本の整
備

14 合同庁舎の耐震化済み棟数 棟
6

（R5年度実績値）

長寿命化計画に基づく合同庁
舎の施設整備により、耐震化

を進める。（R6年度）

合同庁舎（地域振興事務所を含む庁舎）の耐震化
済みの棟数

県有建物長寿命化計画に基づく建物整備により、
着実に合同庁舎の整備を進めていく。

２　建築物・宅
地の災害対策
の推進

15 私立学校校舎等の耐震化 ％
90.7

（R5.4.1）
向上を目指します

（R6年度）
私立学校校舎のうち、耐震性能を有する棟数の割
合

私立学校の校舎等の一層の耐震化を目指す
２　建築物・宅
地の災害対策
の推進

16 被災宅地危険度判定士の登録者数 人
1982

（R5年度実績値）
2002

(R6年度)
県が実施する被災宅地危険度判定士の登録者数

発災時における宅地の被災状況（危険度）を的確
に把握し、２次災害を防止することを目的に、被災
宅地危険度判定士を要請する必要がある。Ｒ５年
度末時点では約2千人が登録しており、関東近県と
比較しても登録者数は確保できているが、今後は
自治体職員の退職等による減少も想定されること
を踏まえ、判定実施体制を維持するため、約1％増
（２０人増）を目標値に定める。

２　建築物・宅
地の災害対策
の推進

17
既存建築物耐震診断・改修講習会の
年間受講者数

人
93

（R5年実績値）
100

（R6年度）
既存建築物耐震診断・改修講習会の年間受講者
数

耐震化の担い手である建築技術者等の技術力向
上のため、R6年度も引き続き講習会を開催する。
R3年度にWEB講習に変更したことから、例年の実
績よりも多い100名/年と見込み設定

２　建築物・宅
地の災害対策
の推進

18
被災建築物応急危険度判定士（登録
者数）

人
4,023

（R4年度実績値）
4,000

（R6年度）

「千葉県被災建築物応急危険度判定士」の登録者
数（応急危険度判定士は5年更新となっているが、
更新の意向把握を行った上で、更新を行った判定
士数）

実際に判定活動を行う意向のある判定士の登録者
数4,000人を目標とし設定

２　建築物・宅
地の災害対策
の推進
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【施策】 Ⅰ－２－①　災害に強いまちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

5 %
96.7

（R2年度実績値）
100

(R6年度）

6 ㎢
843

（R2年度実績値）
1,020

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：26

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

地籍調査面積
一筆ごとの土地の所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行う調査を実施し
た面積

指標名 指標の解説

防災拠点となる公共施設等の耐震化率
災害応急対策実施拠点（庁舎や消防署等）、避難所（学校施設等）、医療救護施設（病院等）、社会福祉
施設等の耐震化率

19 警察施設等の耐震化率 -

全棟数233棟
新耐震基準189棟

旧耐震のうち耐震性有30棟
旧耐震のうち耐震化済13棟

耐震化率　99.6％
（R5年度実績値）

計画的な整備に努めます
（R6年度）

防災拠点となる警察施設の耐震化
警察施設の整備にあたっては、耐震性の確保及び
浸水対策を図ることで災害警備活動の拠点として
の機能強化を図る。

２　建築物・宅
地の災害対策
の推進

20
農業者が集まる場における収入保険
の周知回数

回
71

（令和6年1月時点）
100

(R6年度)
会議・研修会など、農業者が集まる場において収
入保険の周知を行った回数

R5年度実績以上の目標値を設定
３　農林水産業
における災害
対策等の推進

21
家畜伝染病に対する自衛防疫集団の
数

集団
１5

（R5年実績値）
16

（R6年度）
家畜伝染病の侵入及びまん延防止対策に取組む
集団数

現状15集団を1集団増加させ、16集団とする。
３　農林水産業
における災害
対策等の推進

22
湛水被害等のリスクを軽減する対策
を講じた面積

ha
5,418

(R5年度実績値)
5,532

（R6年度）

洪水時に農地や住宅地等の湛水被害を軽減する
排水施設の整備や長寿命化対策を行った地区の
面積

千葉県国土強靭化地域計画における工事計画等
を踏まえて、令和6年度の目標値を設定する。

３　農林水産業
における災害
対策等の推進

23
ハザードマップ等を作成した防災重点
農業用ため池の割合

％
90

(R5年度実績値)
99

（R6年度）

ハザードマップの作成など、迅速かつ安全に避難
するための対策を実施した防災重点農業用ため池
の割合

国の土地改良長期計画においてR7年度までにハ
ザードマップ等ソフト対策を実施した防災重点農業
用ため池の割合を10割としていることを踏まえ、令
和6年度の目標値を設定する。

３　農林水産業
における災害
対策等の推進

24
市町村道等のインフラ施設周辺など
の森林整備面積

ha/年
39

（R2～R4年度実績値の
平均値）

40
（R6年度）

県が市町村等に対して助成している災害に強い森
づくり事業等によるインフラ施設周辺等の森林整備
の実施面積

インフラ施設管理者や所有者との事前調整等に時
間を要した年と、整備を進めた年で実績値に偏りが
あるため、現状値を過去3か年の平均値としたうえ
で、毎年40haの事業実施を目指す。

本籍
３　農林水産業
における災害
対策等の推進
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【施策】 Ⅰ－２－①　災害に強いまちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

5 %
96.7

（R2年度実績値）
100

(R6年度）

6 ㎢
843

（R2年度実績値）
1,020

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：26

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

地籍調査面積
一筆ごとの土地の所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行う調査を実施し
た面積

指標名 指標の解説

防災拠点となる公共施設等の耐震化率
災害応急対策実施拠点（庁舎や消防署等）、避難所（学校施設等）、医療救護施設（病院等）、社会福祉
施設等の耐震化率

25 海岸県有保安林の整備面積（累計） ha
211

（R4年度実績値）
243

（R6年度）
県が実施する海岸防災林造成事業等による海岸
県有保安林の整備面積

海岸県有保安林整備計画に基づき、令和11年の完
成を目標として、現状値から32haの増を目指す。

３　農林水産業
における災害
対策等の推進

26 海岸保全施設整備延長（累積） ｍ
1,947

（R5年実績値）
1,998

（R6年度）
海岸保全施設として、漁港漁村に防潮堤を整備す
ることで、漁港漁村背後集落の生命財産を守る。

現在、事業を実施している漁港漁村に整備している
海岸保全施設（防潮堤）の整備延長とする。

３　農林水産業
における災害
対策等の推進
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【施策】 Ⅰ－３－①　犯罪の起こりにくい社会づくりと被害者等支援の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

7 件
34,685

(R2年実績値)
31,000
(R6年)

8 団体
3,037

(R2年実績値)
3,070
(R6年)

9 ％
49.3

（R2年実績値）
減少を目指します

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
地域防犯力の向上に関する交流大会
の参加者数

人
116

（R5年度実績値）
120

（R6年度）
地域防犯力の向上に関する交流大会の参加者数

自主防犯団体数の増加を実現するために、R4年度
から再開した本大会の参加者数前年比増を目指
す。

１　自主防犯意
識の向上と防
犯対策の推進

2
「電話ｄｅ詐欺」撲滅対策としてのテレ
ビ・ラジオＣＭの回数

回
227

（R5年度実績値）
220

（R6年度）
県事業において実施する「電話de詐欺」撲滅対策と
してのテレビ・ラジオＣＭ回数

依然として後を絶たない「電話ｄｅ詐欺」の撲滅対策
として、テレビ120回、ラジオ100回を目標とする。

１　自主防犯意
識の向上と防
犯対策の推進

3
「電話ｄｅ詐欺」撲滅対策としてのはが
きによる啓発の取組状況

％
79.7

（R5年度実績値）
80

（R6年度）

県事業において実施する「電話de詐欺」撲滅対策と
してのはがきによる啓発に取り組む県内小学校数
の割合

依然として後を絶たない「電話de詐欺」の撲滅対策
として、多くの学校に取組んでもらえることを目指
す。

１　自主防犯意
識の向上と防
犯対策の推進

4 よくし隊「あおぼーし」の効果的な運用 回
防犯講話　437

キャンペーン　59
（Ｒ5年実績値）

効果的な運用に
努めます
（R6年）

犯罪情勢や各種要望に応じ、よくし隊「あおぼーし」
を防犯講話や護身術の指導、街頭キャンペーンな
どにおいて効果的に運用する。

女性や子どもの防犯意識を高め、被害を未然に防
ぐことを目的として、防犯講話や護身術の指導、街
頭キャンペーンなどの活動を効果的に推進すること
により、「自分の身は自分で守る。」という自主防犯
意識の醸成を図る。

１　自主防犯意
識の向上と防
犯対策の推進

5 ちば安全・安心メールの登録人数 人
100,948

（Ｒ5年実績値）

増加を
目指します

（R6年）
ちば安全・安心メールに登録している人数

ちば安全・安心メールの登録者を増やし、タイム
リーに犯罪発生情報などを提供することによって、
県民の自主防犯活動の促進を図るとともに、犯罪
被害の未然防止に役立ててもらうほか、被疑者に
関する情報提供を呼び掛ける。

１　自主防犯意
識の向上と防
犯対策の推進

刑法犯検挙者中の再犯者率 本県警察において検挙した刑法犯のうち、再犯者の割合

指標名 指標の解説

刑法犯認知件数
道路上の交通事故に係る業務上（重）過失致死傷を除いた「刑法」に規定する罪や「爆発物取締罰則」
等に規定する罪のうち、警察において発生を認知した事件の数

自主防犯団体の数 地域で防犯ボランティアに取り組む自主防犯団体の団体数
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【施策】 Ⅰ－３－①　犯罪の起こりにくい社会づくりと被害者等支援の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

7 件
34,685

(R2年実績値)
31,000
(R6年)

8 団体
3,037

(R2年実績値)
3,070
(R6年)

9 ％
49.3

（R2年実績値）
減少を目指します

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

刑法犯検挙者中の再犯者率 本県警察において検挙した刑法犯のうち、再犯者の割合

指標名 指標の解説

刑法犯認知件数
道路上の交通事故に係る業務上（重）過失致死傷を除いた「刑法」に規定する罪や「爆発物取締罰則」
等に規定する罪のうち、警察において発生を認知した事件の数

自主防犯団体の数 地域で防犯ボランティアに取り組む自主防犯団体の団体数

6 移動交番車の効果的な活用 －
効果的な活用に努めています

（R5年度実績）

効果的な運用に
努めます
（R6年度）

移動交番車を地域の実情や要望に応じて効果的に
活用する。

交番設置要望地域、事件・事故多発地域等におけ
る移動交番車の開設のほか、機動力を生かし、防
犯ボランティア等と連携した見守り活動や地域住民
の防犯意識向上のための情報発信活動等を地域
の実情に応じて弾力的かつ効果的に行う。

１　自主防犯意
識の向上と防
犯対策の推進

7 繁華街・歓楽街総合対策の推進 -

客引きやスカウト行為等の迷
惑行為、風俗関係事犯等は
依然として後を絶たない状況

にあります
（R5年）

繁華街・歓楽街
総合対策の推進に努めます

（R6年）

繁華街・歓楽街での悪質な客引き、スカウト等に対
する総合的対策を推進します。

厳正な取締りを行うなど、県民の安全・安心の確保
に向けた取組を推進し、環境浄化を図る。

１　自主防犯意
識の向上と防
犯対策の推進

8 犯罪の検挙 －

重要犯罪検挙件数
409件

重要窃盗犯検挙件数
1,663件

（R5年実績）

犯罪の徹底検挙に努めます
（R6年）

犯罪の徹底検挙に努める。
安全安心を実感できるくらしの実現のため、犯罪の
徹底検挙に努める。

２　犯罪の徹底
検挙と犯罪組
織の壊滅

9
暴力団の弱体化及び壊滅に向けた取
組

－

暴力団勢力数は、減少傾向
にありますが、暴力団が関与
する事件等は、多様化してい

ます
（R5年）

暴力団の弱体化
及び壊滅に向けた総合対策

を推進します
　（R6年）

暴力団に対する取締りや暴力団排除活動、保護対
策など総合的な対策を推進し、暴力団の弱体化・
壊滅を図る。

暴力団の弱体化及び壊滅を図るため、暴力団犯罪
の取締りを徹底するとともに、暴力団排除の気運を
維持・向上させるため、県民、事業者等に対する広
報活動や的確な助言・指導を実施するほか、適切
な保護対策を推進する。

２　犯罪の徹底
検挙と犯罪組
織の壊滅

10 ネット安全教室の積極的な開催 回
667

（R5年実績値）

積極的な
ネット安全教室の
開催に努めます

（R6年）

児童・教職員等に対するネット安全教室の開催回
数

サイバー空間の脅威の情勢等を踏まえて、県民が
サイバー犯罪の被害者とならないための「ネット安
全教育」を開催することで、サイバー空間の安全の
確保を目指す。

３　サイバー空
間に対する総
合対策の推進
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【施策】 Ⅰ－３－①　犯罪の起こりにくい社会づくりと被害者等支援の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

7 件
34,685

(R2年実績値)
31,000
(R6年)

8 団体
3,037

(R2年実績値)
3,070
(R6年)

9 ％
49.3

（R2年実績値）
減少を目指します

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

刑法犯検挙者中の再犯者率 本県警察において検挙した刑法犯のうち、再犯者の割合

指標名 指標の解説

刑法犯認知件数
道路上の交通事故に係る業務上（重）過失致死傷を除いた「刑法」に規定する罪や「爆発物取締罰則」
等に規定する罪のうち、警察において発生を認知した事件の数

自主防犯団体の数 地域で防犯ボランティアに取り組む自主防犯団体の団体数

11
サイバー攻撃を想定した訓練及び研
修の実施

回
訓練　7
研修　17
（R5年度）

事業者との訓練、研修を継続
的に実施し、サイバー攻撃対

策を推進します
（R6年度）

重要インフラ事業者等との、サイバー攻撃を想定し
た訓練や事業者を対象にしたサイバーセキュリティ
に関する研修を実施した回数

社会生活等に影響を及ぼす重要インフラ事業者等
との訓練や研修を実施し、被害の未然防止と被害
拡大防止を図る。

３　サイバー空
間に対する総
合対策の推進

12
「テロ対策ネットワーク・ＣＨＩＢＡ」の活
動の推進と、官民一体となったテロ対
処訓練の実施

－

訓練：67回
（テロ、ゲリラの発生はありま

せんでした。）
（Ｒ5年度実績）

テロ、ゲリラの
未然防止に
努めます
(R6年度）

テロ、ゲリラの未然防止
安全安心を実現できるくらしを実現するため、官民
一体となったテロ対策を推進し、テロ、ゲリラの未然
防止に努める。

４　テロの未然
防止

13 警察活動を支える人的基盤の強化 人

警察官　10,880
警察官以外の職員　1,226

非常勤職員　631
（R5年度実績値見込）

警察活動を支える人的基盤
の強化に努めます

（R6年度）

事態対処能力の向上や体制の充実による人的基
盤の強化により、警察基盤の強化を図る。

依然として、本県警察官一人当たりの負担が重い
状況であり、めまぐるしく変化する社会情勢の中に
おいて、新たな治安課題へ的確に対応する必要が
ある。

５　警察基盤の
整備

14 各種教養や実戦に即した訓練の推進 －

多様かつ広範な警察業務に
対応するため各種教養や

実戦に即した訓練を
推進しました

（R5年度実績見込）

多様かつ広範な警察業務に
対応するため各種教養や実
戦に即した訓練を継続して推

進します
（R6年度）

各種教養や実戦に即した訓練の推進により、全警
察官の現場執行力の強化を図る。

多様かつ広範な警察業務に対応するための各種
教養 ・や実戦に即した訓練により現場執行力の強
化を図る。

５　警察基盤の
整備

15
警察署、交番、駐在所の計画的な整
備

-

建替設計:3交番・3駐在所
建替工事:2警察署・4交番・1

駐在所
ﾘﾌｫｰﾑ工事:1交番・1駐在所

(R5年実績値)

計画的な整備に
努めます
（R6年度）

老朽化及び狭隘化した警察施設を千葉県県有建
物長寿命化計画に基づき整備する。

防犯活動の拠点である警察署及び地域生活の安
全を守るセンター機能を有する交番、駐在所の整
備を行うことで治安維持体制の強化を図っていく。

５　警察基盤の
整備
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【施策】 Ⅰ－３－①　犯罪の起こりにくい社会づくりと被害者等支援の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

7 件
34,685

(R2年実績値)
31,000
(R6年)

8 団体
3,037

(R2年実績値)
3,070
(R6年)

9 ％
49.3

（R2年実績値）
減少を目指します

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

刑法犯検挙者中の再犯者率 本県警察において検挙した刑法犯のうち、再犯者の割合

指標名 指標の解説

刑法犯認知件数
道路上の交通事故に係る業務上（重）過失致死傷を除いた「刑法」に規定する罪や「爆発物取締罰則」
等に規定する罪のうち、警察において発生を認知した事件の数

自主防犯団体の数 地域で防犯ボランティアに取り組む自主防犯団体の団体数

16
若者のためのDV予防セミナー（デート
DV講座）開催数

回
57

(R6年1月時点実績値)
65

（R6年度）
県内高等学校等において若者を対象に実施する
DV予防セミナーの開催回数

千葉県のDV基本計画（第5次）において、掲げる目
標値とした。

６　ＤＶ・ストー
カー防止と被害
者支援の充実

17
DV被害者支援に関する研修の受講
者数

人
1,623

（R6年1月時点実績値）
1,500

(R6年度）
県が主催する被害者支援に関する研修の受講者
数

研修事業の効率化を図り、参加を呼びかける努力
目標として、R5年度の参加人数を踏まえ目標値とし
た。

６　ＤＶ・ストー
カー防止と被害
者支援の充実

18 携帯用緊急通報装置の貸出人数 人
175

（R5年実績値）

被害者等に適時適切に貸出
し、保護対策を推進します

（R6年）
携帯用緊急通報装置を貸出した人数

携帯用緊急通報装置の貸出しについては、ストー
カーやDVの被害者のみならず、被害者の家族等に
対しても適時適切な貸出しを行い、保護対策を推
進する。

６　ＤＶ・ストー
カー防止と被害
者支援の充実

19
犯罪被害者週間啓発キャンペーン参
加者数

人
450

（R5年度実績値）
500

（R6年度）
犯罪被害者週間に実施するフォーラムと生命のメッ
セージ展の参加者数

社会全体で犯罪被害者等を支える意識の醸成を図
るため、R6年度はR4年度より参加人数の増加を目
指す。

７　犯罪被害者
等の支援の充
実

20
犯罪被害者遺族等の講演会の開催
数

回
3

（R6年1月末実績値）

計画的な開催に
努めます
（R6年度）

中学・高校・大学等において犯罪被害者遺族等に
よる講演会の開催数

講演者の負担軽減や感染症等の影響を考慮し、計
画的に開催する。

７　犯罪被害者
等の支援の充
実
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【施策】 Ⅰ－３－①　犯罪の起こりにくい社会づくりと被害者等支援の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

7 件
34,685

(R2年実績値)
31,000
(R6年)

8 団体
3,037

(R2年実績値)
3,070
(R6年)

9 ％
49.3

（R2年実績値）
減少を目指します

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

刑法犯検挙者中の再犯者率 本県警察において検挙した刑法犯のうち、再犯者の割合

指標名 指標の解説

刑法犯認知件数
道路上の交通事故に係る業務上（重）過失致死傷を除いた「刑法」に規定する罪や「爆発物取締罰則」
等に規定する罪のうち、警察において発生を認知した事件の数

自主防犯団体の数 地域で防犯ボランティアに取り組む自主防犯団体の団体数

21 再犯防止に係る相談支援の実施件数 件
29

（R6年2月時点実績値）
30

(R6年度)
矯正施設からの支援依頼に基づき、矯正施設内で
の面談等を実施した件数

昨年度実績を勘案した。
８　再犯防止対
策
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【施策】 Ⅰ－３－②　交通安全立県ちばの確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

10 人
121

（R3年実績値）
110

（R6年）

11 人
1,512

（R3年実績値）
1,300

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
四季の交通安全運動等に合わせた広
報啓発の実施回数

回
7

（R5年度実績値）
7

（R6年度）
四季の交通安全運動ほかの、期間を定めて行う活
動に合わせた広報啓発の実施回数

「四季の交通安全運動」（計4回）、「九都県市一斉
自転車マナーアップ強化月間」（5月）、「シートベル
トとチャイルドシート着用推進強化月間」（6月）、「駅
前放置自転車クリーンキャンペーン」（10～11月）に
合わせて実施することで目標値を設定

１　県民総参加
でつくる交通安
全の推進

2 交通安全推進隊の研修会実施回数 回
16

（R5年度実績値）
16

（R6年度）
交通安全条例に基づき県が整備する交通安全推
進隊の研修会実施回数

くらし安全推進課と各地域振興事務所が、隊の数
等に応じてそれぞれ研修会を1～3回実施すること
で目標値を設定

１　県民総参加
でつくる交通安
全の推進

3 ○
横断歩道上における歩行者の交通事
故死傷者数

人
874

(R5年実績値）

減少を
目指します

(R6年)
横断歩道上における歩行者の交通事故死傷者数

交通事故による死者数・負傷者数は、交通情勢に
左右されやすく、年毎の定量的な目標設定が困難
があることから、前年と比べて減少することを目指
す。

１　県民総参加
でつくる交通安
全の推進

4
関係機関・団体等と連携した横断歩
道の安全対策の推進

－

街頭指導や取締り、関係機
関・団体と連携した、運転者

に対する横断歩道における歩
行者の優先義務及び歩行者
に対する横断歩道の安全利
用についての周知（ゼブラ・ス

トップ活動）を推進しました
（R5年実績）

街頭指導や取締り、関係機
関・団体と連携したゼブラ・ス
トップ活動を強力に推進しま

す
（R6年）

横断歩道上の事故が後を絶たない現状を踏まえ、
街頭指導や取締り、関係機関・団体等と連携したゼ
ブラ・ストップ活動等の横断歩道の安全対策を推進
する。

街頭指導や取締り、関係機関・団体と連携したゼブ
ラ・ストップ活動を推進し、横断歩道上の交通事故
を減少させる。

１　県民総参加
でつくる交通安
全の推進

5
交通安全運動を始めとする交通安全
対策や県警ホームページ等を活用し
た交通安全意識の高揚

－
交通事故防止に向けた広報

啓発を実施しました
(R5年実績）

交通事故防止に向けた広報
啓発を実施します

(R6年）

関係機関・団体と連携し、横断幕による四季の交通
安全運動の広報のほか、県警ホームページや県警
公式SNSを活用した広報啓発を推進する。

四季の交通安全運動を広報し、交通安全意識の高
揚を図るとともに、県警ホームページ等により、交
通事故発生状況等に応じた交通安全情報を発信
し、交通事故防止を呼び掛ける。

１　県民総参加
でつくる交通安
全の推進

指標名 指標の解説

交通事故24時間死者数 道路上の交通事故の被害により、24時間以内に死亡した人の人数

交通事故重傷者数 道路上の交通事故によって負傷し、1か月（30日）以上の治療を要する人の人数。
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【施策】 Ⅰ－３－②　交通安全立県ちばの確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

10 人
121

（R3年実績値）
110

（R6年）

11 人
1,512

（R3年実績値）
1,300

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

交通事故24時間死者数 道路上の交通事故の被害により、24時間以内に死亡した人の人数

交通事故重傷者数 道路上の交通事故によって負傷し、1か月（30日）以上の治療を要する人の人数。

6 ○ 高齢者の交通事故死傷者数 人
2,742

(R5年実績値）

減少を
目指します

(R6年)
高齢者（65歳以上）の交通事故死傷者数

交通事故による死者数・負傷者数は、交通情勢に
左右されやすく、年毎の定量的な目標設定が困難
があることから、前年と比べて減少することを目指
す。

２　高齢者の交
通事故防止対
策の推進

7 シルバーネットワーク登録者数 人
127

（R5年実績値）
130

（R6年）
シルバーネットワーク登録者数

地域における交通安全の担い手となる高齢者の養
成研修を修了した方及び継続的に登録更新する意
欲のある方をシルバーネットワークの登録者として
毎年度更新しており、R5年登録者数から目標値を
設定。

２　高齢者の交
通事故防止対
策の推進

8
交通事故分析に基づく高齢者の関係
する交通事故の特徴等を踏まえた交
通安全教育の推進

人
368,469

（R5年実績値）
前年よりも増加を目指します

（R6年）

戸別訪問や高齢者が集まる場所等において、交通
安全教育を実施し、地域の実情に応じた高齢者の
関係する交通事故防止の広報啓発を積極的に推
進する。

地域の実情に応じて、関係機関と連携しながら高
齢者に交通安全教育を受ける機会を増やし、前年
よりも増加を目指すとする。

２　高齢者の交
通事故防止対
策の推進

9 ○ 自転車が関係する交通事故死傷者数 人
3,249

(R5年実績値）

減少を
目指します

(R6年)
自転車が関係する交通事故の死傷者数

交通事故による死者数・負傷者数は、交通情勢に
左右されやすく、年毎の定量的な目標設定が困難
があることから、前年と比べて減少することを目指
す。

３　自転車安全
利用の推進

10
スケアード・ストレイト自転車交通安全
教室の実施回数

回
14

（R5年度実績値）
14

(R6年度)
スタントマンによるリアルな事故再現を行う交通安
全教室の実施回数

中学校で5回、高校で9回実施することで目標値を
設定

３　自転車安全
利用の推進

11 高齢者向け出前講座の実施回数 回
76

（R6年1月末時点）
80

（R6年度）

高齢者を対象とした、自転車の安全利用や自転車
保険・乗車用ヘルメット着用の重要性を伝える出前
講座の実施回数

R5年度の実施回数（R6年1月末時点）から目標値を
設定

３　自転車安全
利用の推進
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【施策】 Ⅰ－３－②　交通安全立県ちばの確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

10 人
121

（R3年実績値）
110

（R6年）

11 人
1,512

（R3年実績値）
1,300

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

交通事故24時間死者数 道路上の交通事故の被害により、24時間以内に死亡した人の人数

交通事故重傷者数 道路上の交通事故によって負傷し、1か月（30日）以上の治療を要する人の人数。

12

関係機関・団体等と連携した、自転車
利用者のルールの徹底とマナーの向
上を図るための効果的な自転車対策
の推進

-

関係機関･団体等と連携し､自
転車利用者に対し､ﾙｰﾙの徹
底とﾏﾅｰの向上を推進しまし

た
(R5年実績）

関係機関･団体等と連携し､自
転車利用者に向けたﾙｰﾙの
徹底とﾏﾅｰの向上を図るため
の対策を推進します (R6年）

ルールを守らない又は悪質なマナーが原因となる
事故が後を絶たない現状を踏まえ、関係機関・団
体等と連携し、自転車利用者に向けて、ルールの
徹底とマナーを向上させるための効果的な自転車
対策を推進する。

関係機関・団体等と連携し、自転車利用時のルー
ルの徹底とマナーの向上を図るための効果的な自
転車対策を推進する。

３　自転車安全
利用の推進

13 ○
飲酒運転が関係する交通事故死傷者
数

人
163

（R5年実績値）

減少を
目指します

(R6年)
飲酒運転が関係する交通事故の死傷者数

交通事故による死者数・負傷者数は、交通情勢に
左右されやすく、年毎の定量的な目標設定が困難
があることから、前年と比べて減少することを目指
す。

４　悪質・危険
な運転者対策
の強化

14
飲酒運転根絶宣言事業所及び飲酒
運転根絶宣言店の数

事業所・店
3,005

（R6年2月末実績値）
5,600

（R6年度）
飲酒運転根絶宣言事務所及び飲酒運転根絶店と
して、県に登録した事業所及び飲食店の数（累計）

令和5年度末に策定する予定である千葉県飲酒運
転根絶計画の目標と整合させるため、現状値に
2,600を加算した数値を目標値に設定

４　悪質・危険
な運転者対策
の強化

15
交通事故抑止に資する効果的な交通
指導取締りによる交通の安全と秩序
の維持

-

交通事故の発生状況の分析
等を踏まえた交通指導取締り

を推進しました。
（R5年実績）

交通事故発生状況の分析、
県民から寄せられる要望等を
踏まえ、交通事故抑止に資す
る効果的な交通指導取締りを

推進します。
（R6年）

交通の安全と秩序の維持のため、効果的な場所・
時間帯を選定し、悪質・危険な違反に重点指向した
交通指導取締りを推進します。

交通事故の発生状況等を踏まえ、飲酒運転や通学
路等における速度違反等の悪質・危険な違反や、
重大事故に直結する歩行者等妨害等違反、信号無
視などの交差点関連違反、道路交通上の迷惑性
が高い放置駐車違反の取締りを推進します。また、
自転車や特定小型原動機付自転車等の小型モビ
リティ利用者の法令遵守と安全通行の確保に向
け、指導取締りを推進します。

本籍
４　悪質・危険
な運転者対策
の強化

16 交通安全教育推進員の派遣回数 回
53

（R6年1月末実績値）
60

（R6年度）
地域や事業所等からの要望により交通安全教育推
進員を派遣した回数

R5年度の派遣回数（R6年1月末実績値）から目標
値を設定

５　交通安全教
育の充実
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【施策】 Ⅰ－３－②　交通安全立県ちばの確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

10 人
121

（R3年実績値）
110

（R6年）

11 人
1,512

（R3年実績値）
1,300

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

交通事故24時間死者数 道路上の交通事故の被害により、24時間以内に死亡した人の人数

交通事故重傷者数 道路上の交通事故によって負傷し、1か月（30日）以上の治療を要する人の人数。

17
幼児交通安全教育セミナーの参加人
数

人
160

（R5年度実績値）
160

（R6年度）
幼児教育指導者を対象とした講習会の参加人数 R5年度の実施値から目標値を設定

５　交通安全教
育の充実

18 ○
児童生徒の登下校時における交通事
故死傷者数

人
583

（R5年実績値）

死亡者をなくし、負傷者は減
少を目指します。

（R6年）

県内において発生した小学生・中学生・高校生の登
下校中の交通事故死傷者数（県警資料から算出）

第3期千葉県教育振興基本計画の進捗管理の指
標に設定されており、児童生徒の死亡者数は0を目
標とするが、交通事故が頻繁に発生し、根絶までは
至らない現状を踏まえると、負傷者数は前年度と比
較して減少を目指していくことが目標値として適切
である。社会目標を達成するために設定。

５　交通安全教
育の充実

19 交通安全教育の効果的な実施 回
8,527

（R5年実績値）

　効果的な交通安全教育を実
施します
（R6年）

学校や地域、事業所等に対して交通安全講話等を
実施するなど、発達段階や年齢層に応じた交通安
全教育を推進する。

発達段階や年齢層に応じて、歩行や自転車・二輪
車・自動車乗車中の交通事故を防止するために交
通安全教育を実施する。

５　交通安全教
育の充実

20
交通事故多発地点における共同現地
診断の実施回数

回
38

（R5年度実績値）
38

（R6年度）
道路管理者、交通管理者などと共同で現地診断を
実施する回数

成田国際空港警察署を除く38警察署において実施
することで目標値を設定

６　交通安全環
境の整備

21
交通の安全と円滑に資する交通安全
施設の整備

－

生活道路や通学路における
交通安全対策、災害対策や
自動運転等新たなニーズへ

の対応を推進しています
（R5年実績）

交通の安全と円滑に資する交
通安全施設整備を推進します

（R6年）

道路管理者が行う各種交通安全施設整備（道路改
良等）と連携して、警察が行う交通安全施設（信号
機、各種交通規制に基づく道路標識等）整備を推
進する。

交通の安全と円滑に資する交通安全施設整備を推
進するため、必要なものを整備しつつ、必要性の低
下したものを廃止する。

６　交通安全環
境の整備

22 歩道等の整備延長（累計） km
-

（R6年6月頃集計予定)

-
(R6年6月頃確定の現状値より

策定)
歩道や自転車歩行者道の整備延長

安全・安心な歩行空間を確保するために、R5年度
の歩道整備予定延長を加算し、目標値として設定
する。

６　交通安全環
境の整備
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【施策】 Ⅰ－３－②　交通安全立県ちばの確立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

10 人
121

（R3年実績値）
110

（R6年）

11 人
1,512

（R3年実績値）
1,300

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

交通事故24時間死者数 道路上の交通事故の被害により、24時間以内に死亡した人の人数

交通事故重傷者数 道路上の交通事故によって負傷し、1か月（30日）以上の治療を要する人の人数。

23
交通事故抑止に資する効果的な交通
指導取締りによる交通の安全と秩序
の維持

－

交通事故の発生状況の分析
等を踏まえた交通指導取締り

を推進しました。
（R5年実績）

交通事故発生状況の分析、
県民から寄せられる要望等を
踏まえ、交通事故抑止に資す
る効果的な交通指導取締りを

推進します。
（R6年）

交通の安全と秩序の維持のため、効果的な場所・
時間帯を選定し、悪質・危険な違反に重点指向した
交通指導取締りを推進します。

交通事故の発生状況等を踏まえ、飲酒運転や通学
路等における速度違反等の悪質・危険な違反や、
重大事故に直結する歩行者等妨害等違反、信号無
視などの交差点関連違反、道路交通上の迷惑性
が高い放置駐車違反の取締りを推進します。また、
自転車や特定小型原動機付自転車等の小型モビ
リティ利用者の法令遵守と安全通行の確保に向
け、指導取締りを推進します。

再掲
７　交通指導取
締りの強化

24
適正かつ緻密な交通事故事件捜査の
推進

－
危険運転致死傷罪等の重大

事故の立件に努めました
（R5年実績）

 客観的証拠に基づく適正か
つ緻密な捜査を推進します

(R6年）
迅速・的確な初動捜査を推進する

交通事故事件の捜査を推進するに当たり、客観的
証拠に基づく適正かつ緻密な捜査を推進し、検挙
率の向上に努める。

８　適正かつ緻
密な交通事故
事件捜査の推
進
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【施策】 Ⅰ－３－③　消費生活の安定と向上

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

12 ％
16.3

（R元年度実績値）
20.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：11

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
市町村における消費生活相談窓口の
開設日数（週平均）

日
3.20

(R5年度実績値)
3.5

(R6年度)
県内市町村における消費生活相談窓口が開設され
ている週平均日数

県内市町村の消費生活相談体制の維持・充実を図
るため、R5年度を上回る週平均日数を目指す。

１　相談・支援
体制の充実

2
消費生活相談員等のレベルアップ研
修の受講者数

人
109

（R5年度実績値）
110

（R6年度）

県及び市町村の消費生活相談員等を対象とした消
費生活相談に必要な知識や相談処理技法等に関
する講座の受講者数

消費生活相談員の資質向上を図るため、R5年度と
同程度の受講者数を目指す。

１　相談・支援
体制の充実

3 高齢者等見守り講座の受講者数 人
33

（R5年度実績値）
30

(R6年度)

民生委員や訪問介護従事者等を対象とした、高齢
者被害の現状や気づきのポイント等に関する講座
の受講者数

地域の見守りによる高齢者被害防止を図るため、
R5年度と同程度の受講者数を目指す。

１　相談・支援
体制の充実

4
消費者教育コーディネーター育成講
座の受講者数

人
188

（R5年度実績値）
200

（R6年度）
一般県民を対象とした消費者教育に関する講座等
の受講者数

地域において消費者教育を推進する人材を養成す
るためR5年度を上回る受講者数を目指す。

２　ライフステー
ジに応じた学習
機会の確保と
消費者教育の
推進

5
消費者教育に関する研修を受講した
教職員数

人
73

（R5年度実績値）
110

（R6年度）
学校における教員を対象とした消費者教育に関す
る講座の受講者数

教員に対する消費者教育の推進を図るためR5年
度を上回る受講者数を目指す。

２　ライフステー
ジに応じた学習
機会の確保と
消費者教育の
推進

6

「特定商取引に関する法律」、「不当
景品類及び不当表示防止法」及び
「千葉県消費生活の安定及び向上に
関する条例」に基づき行った事業者指
導・行政処分件数

件
45

（R6年2月末時点）
適正に実施します

(R6年度)

県内の消費生活センター等に寄せられる苦情相談
や県民からの通報を基に、事業者に対して行政指
導、行政処分を行う。

不当な取引行為をしている事業者等に対して、随
時必要な行政指導、行政処分を行う。

３　悪質事業者
対策の強化

指標名 指標の解説

消費者トラブルにあったときの相談窓口の認知度
県政に関する世論調査において、「あなたは、消費者トラブルなどの相談窓口であり、出前講座等も実
施している県の消費者センターや市町村の消費生活センターを知っていますか」の質問に対し、「名前も
業務内容も知っている」と回答した県民の割合
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【施策】 Ⅰ－３－③　消費生活の安定と向上

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

12 ％
16.3

（R元年度実績値）
20.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：11

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

消費者トラブルにあったときの相談窓口の認知度
県政に関する世論調査において、「あなたは、消費者トラブルなどの相談窓口であり、出前講座等も実
施している県の消費者センターや市町村の消費生活センターを知っていますか」の質問に対し、「名前も
業務内容も知っている」と回答した県民の割合

7 ヤミ金融事犯対策の推進  事件人
126事件
126人

(R5年実績値）

検挙活動の推進
(R6年)

ヤミ金融事犯に対する取締り件数
被害の拡大防止を図るため、ヤミ金融事犯に対す
る積極的な検挙活動を推進

３　悪質事業者
対策の強化

8 悪質商法事犯対策の推進  事件人
16事件
34人

(R5年実績値）

検挙活動の推進
(R6年)

悪質商法事犯に対する取締り件数
被害の拡大防止を図るため、悪質商法事犯に対す
る積極的な検挙活動を推進

３　悪質事業者
対策の強化

9 違反食品件数 件

規格基準違反 0件
不適正表示 70件

（※品質事項を除く）
（R4年度実績値）

減少を目指します
(R6年度）

食品等営業施設への監視及び食品等の検査など
によって判明した違反食品の件数

食の安全・安心の確保のため、食品等営業施設へ
の監視指導やHACCPに沿った衛生管理の適切な
実施について指導・助言を行うこと により、県内で
製造、生産又は流通する食品の規格基準違反や
不適正表示等の違反食品を減少させる。

本籍
４　食の安全と
消費者の信頼
確保

10
食品表示法に基づく玄米・精米の適
正表示率

％
61

(令和5年12月実績)
100

(R6年度）
食品表示法に基づく玄米・精米の表示の適正割合 法遵守の観点から、１００％を目標数値とする。 本籍

４　食の安全と
消費者の信頼
確保

11
市場における衛生管理マニュアルの
整備数

件
5

（R5年度実績値）
7

（R6年度）
産地卸売市場開設者である漁協が整備した、市場
の衛生管理マニュアルの整備数

漁港施設の整備を行い、併せて衛生管理強化を図
ることとしている7か所について、R7年度までのマ
ニュアル整備を目指している。進捗が順調なことか
ら目標を前倒しし、R6年度に新たに2市場を追加し
て7か所での整備を目指す。（整備済：銚子第1、東
安房、天羽、勝浦、船形の5市場、追加予定：銚子
第3、大原）

再掲
４　食の安全と
消費者の信頼
確保
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【施策】 Ⅱ－１－①　産業の振興と企業立地の促進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

13 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

14 件
62

(H29年～R2年平均）
180

（R4年～R6年合計）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
コンビナート競争力強化に係る関連会
議等の開催件数（累計）

回
12

（R5年度実績)
13

（R6年度）

国、県、市、立地企業、有識者等で構成する「京葉
臨海コンビナート カーボンニュートラル推進協議
会」等の開催件数（累計）

ニーズ（例年の実績（１回）等）から設定
１　京葉臨海コ
ンビナートの競
争力強化

2 管路の耐震化延長 km
0.45

（R5年実績値）
1.52

（R6年度）
工業用水道の本年度に更新・耐震化工事を行った
管路延長

千葉県工業用水道事業中期経営計画における管
路の更新・耐震化延長の目標値を基に設定。

本籍
１　京葉臨海コ
ンビナートの競
争力強化

3
デジタル技術の活用に向けたセミ
ナー等の開催回数（累計）

回
69

(R5年度実績値)
74

（R6年度）
デジタル技術（IoT等）の活用に向けたセミナーや実
習の開催回数（累計）

ニーズ（前年度実績等）や市場動向を勘案して設定
２　新産業の振
興

4
デジタル技術の活用・実践に向けた
伴走型研修の参加企業数（累計）

社
68

（R5年度実績値）
102

（R6年度）
デジタル技術の活用・実践に向けた伴走型研修の
参加企業数（累計）

ニーズ（前年度実績等）や市場動向を勘案して設定
２　新産業の振
興

5 医療機器等の共同開発件数（累計） 件
85

(R5年3月末時点)
105

（R6年度）
県内中小企業等による医療機器等の共同開発件
数（累計）

ニーズ（前年度実績等）や市場動向を勘案して設定 本籍
２　新産業の振
興

6
海洋再生可能エネルギー、水素エネ
ルギー等の関連施策等の情報提供
回数

回
8

（R6年2月末時点）
10

（R6年度）

海洋再生可能エネルギー、水素エネルギー等の導
入促進に向けて、県が、市町村、関連企業、漁業
関係者等を対象に実施する、国の政策動向や技術
動向等に関する講演会、地域勉強会等の情報提供
の実施回数

令和6年度におけるニーズや市場動向を勘案して
設定。

本籍
３　再生可能エ
ネルギー産業
等の振興

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内への企業立地件数
各年1～12 月の製造業等、研究所及び物流施設等の本県への立地件数
（1,000 ㎡以上）
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【施策】 Ⅱ－１－①　産業の振興と企業立地の促進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

13 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

14 件
62

(H29年～R2年平均）
180

（R4年～R6年合計）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内への企業立地件数
各年1～12 月の製造業等、研究所及び物流施設等の本県への立地件数
（1,000 ㎡以上）

7
洋上風力関連産業への県内企業の
参入促進に向けたセミナーや商談会
の開催件数

回
5

（R6年2月末時点）
5

（R6年度）
洋上風力関連産業への県内企業の参入促進に向
けて、県が実施するセミナー、商談会の開催件数

令和6年度におけるニーズや市場動向を勘案して
設定。

本籍
３　再生可能エ
ネルギー産業
等の振興

8
農商工連携及び地域資源活用による
新商品開発助成事業の交付決定件
数(累計)

件
28

(R6年2月時点)
34

(R6年度)

「ちば農商工連携事業支援基金」及び「地域資源活
用開発助成」により助成を行う。農商工連携による
新商品等開発の交付決定件数(累計)

基金運用益やニーズ(前年度実績等)を勘案して設
定

本籍

４　豊富な地域
資源を生かした
地域経済の活
性化

9
マッチングイベント及び地域連携コー
ディネーター等によるマッチング件数

件
115

（R6年1月時点）
150

（R6年度）
マッチングイベント及び地域連携コーディネーター
等によるマッチング件数

商談会の開催回数や開催規模等を勘案して設定 本籍

４　豊富な地域
資源を生かした
地域経済の活
性化

10
産学官による研究開発等の連携に関
する相談等支援件数

件
454

(R6年1月末時点）
600

（R6年度）
(公財)千葉県産業振興センターによる産学官等の
連携に関する相談等支援件数（年度毎）

ニーズ（過去4か年実績）や市場動向を勘案して設
定

５　産学官連携
やベンチャー企
業の育成によ
るイノベーショ
ンの促進

11
ちば新事業創出ネットワークの参加団
体数（累計）

社
711

(R6年1月末時点）
716

(R6年度）
ちば新事業創出ネットワークの参加団体数（累計）

ニーズ（過去4か年実績）や市場動向を勘案して設
定

５　産学官連携
やベンチャー企
業の育成によ
るイノベーショ
ンの促進

12 医療機器等の共同開発件数（累計） 件
85

(R5年3月末時点)
105

（R6年度）
県内中小企業等による医療機器等の共同開発件
数（累計）

ニーズ（前年度実績等）や市場動向を勘案して設定 再掲

５　産学官連携
やベンチャー企
業の育成によ
るイノベーショ
ンの促進
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【施策】 Ⅱ－１－①　産業の振興と企業立地の促進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

13 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

14 件
62

(H29年～R2年平均）
180

（R4年～R6年合計）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内への企業立地件数
各年1～12 月の製造業等、研究所及び物流施設等の本県への立地件数
（1,000 ㎡以上）

13
県産業支援技術研究所等による中小
企業等への技術相談等支援件数

件
1,700

(R6年1月末時点）
1,650

(R6年度）
県産業支援技術研究所等による中小企業等への
技術相談等支援件数（年度毎）

ニーズ（過去4か年実績の年平均）や市場動向を勘
案して設定

６　産業を支え
る技術の高度
化

14 企業訪問件数 件
590

(R6年1月末時点)
600

(R6年度)
誘致活動の一環で行った企業訪問件数

新規開拓に加え、進行中の案件のフォロー及び立
地済み企業の需要開拓にも注力することとし、過去
3年度（R2～R4年度）実績の年度平均件数と同程
度を設定。

本籍

７　地域の特性
に応じた戦略的
な企業誘致の
推進

15
産業用地の確保に関する市町村への
支援件数

件
24

(R6年2月末時点)
24

(R6年度)

産業用地の確保にあたり、候補地の選定や事業可
能性の検証等に関する市町村の相談に対する支
援件数

R5年度に産業用地の確保について、企業立地課に
対し相談等を行った市町村数を勘案し設定

本籍

７　地域の特性
に応じた戦略的
な企業誘致の
推進

16
企業と空き公共施設等を有する市町
村とのマッチング件数

件
127

（R6年1月末時点）
100

(R6年度)

空き公共施設等への企業進出を支援するにあた
り、セミナー等を通して創出される企業と空き公共
施設等を保有する市町村とのマッチング件数(年度
毎)

アンケート等を通して発掘される進出可能性企業、
セミナー、企業訪問の中で創出されたマッチング件
数を参照し設定。

本籍

７　地域の特性
に応じた戦略的
な企業誘致の
推進

17 海外販路拡大に係る支援件数 件
15

（R5年3月末時点）
15

（R6年度）

海外展開を図る中小企業・小規模事業者に対する
専門家派遣、海外取引に繋がる国内・海外展示会
での出展支援の件数

直近3か年の支援件数の平均値を目標値として設
定

８　県内企業の
海外取引・輸出
の促進

18 海外ビジネスセミナーの参加人数 人
734

(R6年1月末時点）
1350

（R6年度）

中小企業・小規模事業者を対象として開催する、貿
易実務講座や海外ビジネス塾、その他各種セミ
ナーなどの参加者延べ人数

近年のセミナー開催実績の平均参加人数を目指し
て目標値を設定

８　県内企業の
海外取引・輸出
の促進
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【施策】 Ⅱ－１－①　産業の振興と企業立地の促進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

13 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

14 件
62

(H29年～R2年平均）
180

（R4年～R6年合計）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：19

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内への企業立地件数
各年1～12 月の製造業等、研究所及び物流施設等の本県への立地件数
（1,000 ㎡以上）

19 幕張メッセ来場者 万人
414

（R4年度実績値）
470

（R6年度）
国際展示場、国際会議場、イベントホールを含む幕
張メッセ施設全体の来場者数

近年の幕張メッセ来場者数の実績等を勘案して目
標値を設定

９　ＭＩＣＥの誘
致促進と幕張
メッセの競争力
強化
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【施策】 Ⅱ－１－②　中小企業・小規模事業者の経営基盤強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

再掲 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

15 円
12兆2,183億
（R元年実績）

増加を目指します
（R6年）

16 ％
6.0

（H28年度～R2年度平均）
増加を目指します

（R4年度～R6年度平均）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：16

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
チャレンジ企業支援センター事業にお
ける窓口相談数

人
3,662

（R6年1月末時点）
3,644

（R6年度）

（公財）千葉県産業振興センターが実施する、幅広
い経営相談を受け付けるチャレンジ企業支援セン
ター事業における窓口相談数

過去3年間（令和2年度から令和4年度）の平均値を
勘案して設定。

１　中小企業・
小規模事業者
の経営力の向
上

2
チャレンジ企業支援センター事業にお
いて実施する専門家派遣企業数

社
95

（R6年1月末時点）
74

（R6年度）

（公財）千葉県産業振興センターが実施する、幅広
い経営相談を受け付けるチャレンジ企業支援セン
ター事業における専門家派遣数

過去3年間（令和2年度から令和4年度）の平均値を
勘案して設定。

１　中小企業・
小規模事業者
の経営力の向
上

3 経営革新計画承認件数 件
36

（R6年1月末時点）
73

（R6年度）

事業者が、新事業活動に挑戦することにより経営
力の向上を目指すために作成する経営革新計画
の承認件数

過去3年間（令和2年度から令和4年度）の平均値を
勘案して設定。

１　中小企業・
小規模事業者
の経営力の向
上

4
中小企業振興資金の創業資金融資
件数

件
2,970

（R5年12月時点）
3,400

（R6年度）
制度融資のうち、創業者又は創業後５年未満の中
小企業者を対象とした創業資金の融資件数

過去4年間の平均上昇率を勘案して設定
２　資金調達の
円滑化

5 販路に関する相談件数 件
188

（R6年1月末時点）
240

（R6年度）
(公財)千葉県産業振興センターによる販路に関す
る相談件数（年度毎）

近年の実績の平均や市場動向を勘案して設定
３　販路開拓の
促進

有雇用事業所数による開業率
雇用保険事業年報における、当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数を前年度末の適用事業
所数で除した割合

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内年間商品販売額 卸売業又は小売業において、一定の場所（一区画）を占める事業所における有体商品の販売額
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【施策】 Ⅱ－１－②　中小企業・小規模事業者の経営基盤強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

再掲 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

15 円
12兆2,183億
（R元年実績）

増加を目指します
（R6年）

16 ％
6.0

（H28年度～R2年度平均）
増加を目指します

（R4年度～R6年度平均）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：16

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

有雇用事業所数による開業率
雇用保険事業年報における、当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数を前年度末の適用事業
所数で除した割合

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内年間商品販売額 卸売業又は小売業において、一定の場所（一区画）を占める事業所における有体商品の販売額

6
千葉ものづくり認定製品認定件数（累
計）

件
186

（R4年度実績値）
196

（R6年度）

中小企業が開発・製造する優れた製品や独創的な
製品を千葉ものづくり認定製品として認定する件数
（累計）

ニーズ（R4実績6件等）や市場動向を勘
案して設定

３　販路開拓の
促進

7 受注取引の紹介あっせん件数 件
364

（R6年1月時点）
500

（R6年度）
（公財）千葉県産業振興センターによる下請取引
あっせん件数

近年の実績の平均や、専門指導員の増員による発
注案件の開拓数増加を見込んで設定

３　販路開拓の
促進

8
チャレンジ企業支援センター事業にお
ける創業に関する相談件数

件
373

（R6年1月末時点）
302

（R6年度）

（公財）千葉県産業振興センターが実施する、幅広
い経営相談を受け付けるチャレンジ企業支援セン
ター事業における創業に関する相談数

過去3年間（令和2年度から令和4年度）の平均値を
勘案して設定。

４　起業・創業
の促進

9
ちば起業支援事業における起業家大
交流会の参加者数

人
490

（R5年度実績値）
550

（R6年度）
県が実施する起業家イベントの参加者数

過去3年間（令和3年度から令和5年度）の平均値を
勘案して設定。

４　起業・創業
の促進

10
ジョブカフェちばを採用活動に利用し
た企業数

社
772

（R5年12月末時点）
941

（R6年度）

採用活動に利用した企業数＝サービス利用企業数
＋企業情報登録企業数
※サービス利用企業数は、ジョブカフェちばの交流
イベント、定着支援セミナー等を利用した企業数
※企業情報登録企業数は、ジョブカフェちばに求人
票を出した企業数

R2年度～R4年度のジョブカフェちばを採用活動に
利用した企業数の年度平均から増加を目指す。

再掲
５　中小企業等
の人材確保・育
成支援
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【施策】 Ⅱ－１－②　中小企業・小規模事業者の経営基盤強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

再掲 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

15 円
12兆2,183億
（R元年実績）

増加を目指します
（R6年）

16 ％
6.0

（H28年度～R2年度平均）
増加を目指します

（R4年度～R6年度平均）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：16

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

有雇用事業所数による開業率
雇用保険事業年報における、当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数を前年度末の適用事業
所数で除した割合

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内年間商品販売額 卸売業又は小売業において、一定の場所（一区画）を占める事業所における有体商品の販売額

11
県内中小企業等における「プロフェッ
ショナル人材」の成約件数

件
94

（R6年1月末時点）
85

（R6年度）
県内中小企業等における「プロフェッショナル人材」
の成約件数

県内中小企業の経営状況及びR5年度の実績見込
を勘案して設定（デジタル田園都市国家構想交付
金事業のR5年度～R9年度のKPIである正規採用件
数と副業・兼業等採用件数の合計）

本籍
５　中小企業等
の人材確保・育
成支援

12
県立テクノスクールにおける在職者訓
練（ちば企業人スキルアップセミナー）
事業の受講者数

人
196

（R4年度実績値）
200

（R6年度）

主に中小企業の在職者を対象として、技能・知識の
スキルアップや資格取得を支援するスキルアップセ
ミナーの受講者数

過去3年の実績（平均166人）を踏まえ、目標値を設
定した。

再掲
５　中小企業等
の人材確保・育
成支援

13 障害者雇用率達成企業の割合 ％
52.6

(R5年度実績値)
増加を目指します

(R6年度)
障害者の法定雇用率を達成している県内企業の割
合

令和6年4月から段階的に法定雇用率が引き上げら
れる。法定雇用率は5年毎に設定されるため、今後
も引上げが想定されることから増加を目指す。

再掲
５　中小企業等
の人材確保・育
成支援

14
千葉県事業承継・引継ぎ支援セン
ターにおける相談件数

件
687

（R6年1月末時点）
571

（R6年度）
千葉県事業承継・引継ぎ支援センターにおける、事
業承継に関する相談件数

過去3年間（令和2年度から令和4年度）の平均値を
勘案して設定。

６　事業承継支
援

15 商店街若手リーダーの養成数（累計） 人
424

（R5年度実績値）
440

（R6年度）
商店街若手リーダー養成講座の累計修了者数 過去5年間の平均値を勘案して設定

７　商店街の活
性化支援
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【施策】 Ⅱ－１－②　中小企業・小規模事業者の経営基盤強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

再掲 円
12兆5,183億

（R元年実績値)
増加を目指します

（R6年）

15 円
12兆2,183億
（R元年実績）

増加を目指します
（R6年）

16 ％
6.0

（H28年度～R2年度平均）
増加を目指します

（R4年度～R6年度平均）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：16

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

有雇用事業所数による開業率
雇用保険事業年報における、当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数を前年度末の適用事業
所数で除した割合

指標名 指標の解説

県内製造品出荷額等
従業員4 人以上の事業所における、1 年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及び製造
工程から出たくず・廃物の出荷額とその他収入額の合計

県内年間商品販売額 卸売業又は小売業において、一定の場所（一区画）を占める事業所における有体商品の販売額

16
地域商業活性化コーディネーター派
遣回数

回
28

（R6年1月末実績値）
40

（R6年度）
商店街の活性化に係る専門家の商店街等への派
遣回数

過去5年間の平均値を勘案して設定
７　商店街の活
性化支援
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【施策】 Ⅱ－１－③　雇用対策と人材の育成・確保

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

17 ％
2.7

（R2年実績値）
減少を目指します

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1

若年者の就労支援施設（ジョブカフェ
ちば）において、新規登録した求職者
に対する正規雇用として就職した者の
割合

％
29.6

（R5年12月時点）
57.8

(R6年度)
ジョブカフェちばに新規登録した求職者に対する、
正規雇用として就職が決定した者の割合

R2年度～R4年度のジョブカフェちばにおいて、新規
登録した求職者に対する正規雇用として就職した
者の割合の年度平均から増加を目指す。

本籍
１　雇用の促進
と多様な就労
の支援

2

女性・中高年齢者の就労支援施設
（千葉県ジョブサポートセンター）にお
いて、新規登録した求職者に対する
就職者の割合

％
22.3

(R6年1月時点)
28.2

(R6年度)
千葉県ジョブサポートセンターに新規登録した求職
者に対する、就職が決定した者の割合

R2年度～R4年度の千葉県ジョブサポートセンター
において、新規登録した求職者に対する就職者の
割合の年度平均から増加を目指す。

本籍
１　雇用の促進
と多様な就労
の支援

3
働きづらさを抱える人を対象にした就
労支援モデル事業により就労体験若
しくは就労受入につながった人数

人
40

(R5年9月末時点）
90

(R6年度)

県が実施する働きづらさを抱える人を対象にした就
労支援モデル事業によって、就労体験若しくは就労
受入につながった人数

R5年度（4月～9月の6ヶ月）の実績40名より12か月
で80名の利用が見込まれるが、様々な働きづらさ
を抱える方も含め、多様な人材の活躍を図るため、
これを上回る90名を目標とした。

再掲
１　雇用の促進
と多様な就労
の支援

4 障害者雇用率達成企業の割合 ％
52.6

(R5度実績値)
増加を目指します

(R6年度)
障害者の法定雇用率を達成している県内企業の割合

令和6年4月から段階的に法定雇用率が引き上げら
れる。法定雇用率は5年毎に設定されるため、今後
も引上げが想定されることから増加を目指す。

本籍
１　雇用の促進
と多様な就労
の支援

5
離職者等再就職訓練事業における就
職率

％
72.8

（令和4年度実績）
75

（R6年度）
離職者等再就職訓練の修了生等の就職率 国の目標値（75％）以上を目指す。

２　産業界の
ニーズに応える
人材育成

6 県立テクノスクール校の就職率 ％
87.3

（R4年度実績）
86.9

（R6年度）
県立テクノスクールの就職退校も含めた訓練生
の就職率

第11次千葉県職業能力開発計画において定めた
R3(86.9％)の水準以上とする目標値を設定した。

２　産業界の
ニーズに応える
人材育成

指標名 指標の解説

完全失業率 労働力人口（就業者及び完全失業者）に占める完全失業者の割合
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【施策】 Ⅱ－１－③　雇用対策と人材の育成・確保

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

17 ％
2.7

（R2年実績値）
減少を目指します

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

完全失業率 労働力人口（就業者及び完全失業者）に占める完全失業者の割合

7
県立テクノスクールにおける在職者訓
練（ちば企業人スキルアップセミナー）
事業の受講者数

人
196

（R4年度実績値）
200

（R6年度）

主に中小企業の在職者を対象として、技能・知識の
スキルアップや資格取得を支援するスキルアップセ
ミナーの受講者数

過去3年の実績（平均166人）を踏まえ、目標値を設
定した。

本籍
２　産業界の
ニーズに応える
人材育成

8
技能検定受検者の申請者数（随時実
施分を除く）

人
2,536

（令和5年度暫定値）
増加を

目指します

働くうえで身に付ける、または必要とされる技能の
習得レベルを評価する国家検定制度である技能検
定受検者の申請者数（随時実施分を除く）

令和5年度は令和4年度と比較して、受検者数に大
きな変動はないが、目標として現状値からの増加を
目指す。

２　産業界の
ニーズに応える
人材育成

9
アドバイザーを活用して働き方改革の
推進に取り組んだ企業数（累計）

社
216

（R6年1月末時点）
261

（R6年度）
アドバイザー派遣事業を活用して働き方改革の推
進やテレワークの導入に取り組んだ企業総数

前年度の企業からの応募状況及びR6年度の事業
予定等を勘案して目標値を設定

本籍

３　多様な働き
方の実現に向
けた環境の整
備

10
“社員いきいき！元気な会社”宣言企
業登録事業所数（累計）

社
995

（R6年1月末時点）
1020

（R6年度）

仕事と生活の両立支援や誰もが働きやすい職場環
境づくりに取り組み、本制度に登録した事業所の総
数

過去の実績（増加数）等を踏まえて目標値を設定 本籍

３　多様な働き
方の実現に向
けた環境の整
備
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【施策】 Ⅱ－１－④　成田空港の更なる機能強化と空港を活用した県経済の活性化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

18 万人
325

（R2年度実績値）
4,000

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
空港周辺民家の空気調和機器更新
台数（累計）

台
6,399

（R4年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

空港周辺における航空機騒音による障害の防止又
は軽減を図るため、関係市町が行う防音住宅空気
調和機器更新工事事業で設置された冷暖房機の
台数（関係市町が負担した金額の1/2を県が補助し
ている。）

成田空港では、平成30年3月の四者協議会で合意
された更なる機能強化策の実施に伴い、今後、航
空旅客数の増加が見込まれる。そこで、空港と周
辺地域との共生を図り、引き続き、騒音対策事業な
どの環境対策を実施する必要がある。

１　成田空港周
辺地域の環境
対策・地域共生
策の推進

2
成田国際空港周辺地域整備計画進
捗状況

％
91.5

(R4年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

成田国際空港周辺地域整備計画に掲げた事業の
進捗率

空港周辺地域の都市化、関連企業の進出等に対
処して、周辺地域の積極的な地域振興を図る必要
があるため。

２　成田空港周
辺地域の振興

3
ランドオペレーターとの商談会への参
加事業者数

事業者
43

（R4年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

ランドオペレーター（在外旅行会社からの依頼によ
り、日本国内の宿泊施設・交通・食事・入場施設等
の地上手配を専門に扱う事業者）と県内の観光・宿
泊・交通事業者、市町村との商談会への参加事業
者数

直近の開催である令和4年度の商談会への参加者
数をもとに設定。

３　成田空港を
活用した県経
済の活性化

4 各種SNSアカウントのフォロワー数 人
125,722

（R5年12月末時点）
131,000

（R6年度）

(公社)千葉県観光物産協会が運営している各種
SNSアカウント（英語FB・IG、繁体字FB・IG）のフォロ
ワー数

各種SNSアカウントのフォロワー数の月平均増加率
（R5年4月から12月まで）を基にR6年度末のフォロ
ワー数を推計し、これを目標値とする。

再掲
３　成田空港を
活用した県経
済の活性化

5
輸出に取り組む生産者団体・事業者
数

団体等
92

（R4年実績値）
104

（R6年）
県と連携しながら輸出に取り組む生産者団体・事業
者の数

現状の輸出に取り組む生産者団体・事業者の増加
数（4団体／年：2016～2020年における暦年比較の
増加平均）を基に設定。

再掲
３　成田空港を
活用した県経
済の活性化

6 企業訪問件数（年度毎） 件
590

(R6年1月末時点)
600

(R6年度)
誘致活動の一環で行った企業訪問件数

新規開拓に加え、進行中の案件のフォロー及び立
地済み企業の需要開拓にも注力することとし、過去
3年度（R2～R4年度）実績の年度平均件数と同程
度を設定。

再掲
３　成田空港を
活用した県経
済の活性化

指標名 指標の解説

成田空港の航空旅客数
成田空港における国際旅客数と国内旅客数の合計（通過客を含む）
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかった令和元年度の水準を目指すもの
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【施策】 Ⅱ－１－④　成田空港の更なる機能強化と空港を活用した県経済の活性化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

18 万人
325

（R2年度実績値）
4,000

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

成田空港の航空旅客数
成田空港における国際旅客数と国内旅客数の合計（通過客を含む）
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかった令和元年度の水準を目指すもの

7
産業用地の確保に関する市町村への
支援件数（年度毎）

件
24

(R6年2月時点)
24

(R6年度)

産業用地の確保にあたり、候補地の選定や事業可
能性の検証等に関する市町村の相談に対する支
援件数

R5年度に産業用地の確保について、企業立地課に
対し相談等を行った市町村数を勘案し設定

再掲
３　成田空港を
活用した県経
済の活性化

8
企業と空き公共施設等を有する市町
村とのマッチング件数(年度毎)

件
127

（R6年1月時点）
100

(R6年度)

空き公共施設等への企業進出を支援するにあた
り、セミナー等を通して創出される企業と空き公共
施設等を保有する市町村とのマッチング件数(年度
毎)

アンケート等を通して発掘される進出可能性企業、
セミナー、企業訪問の中で創出されたマッチング件
数を参照し設定。

再掲
３　成田空港を
活用した県経
済の活性化

9
高規格道路・直轄国道の供用(改良)
延長

km
整備促進

（R6年2月末時点）
整備促進
（R6年度）

高規格道路（県事業除く）及び直轄国道のバイパス
整備や現道拡幅などが完成し、供用した道路の延
長

幹線道路ネットワークの整備は、半島性を克服し、
県内を広く活性化するうえで大変重要であるため、
整備促進を図る。

再掲
４　成田空港へ
の交通アクセス
の強化

10 国道・県道の供用(改良)延長 km
27.3

（R6年2月末時点）
8.1

（R6年度）
県管理の国道・県道のバイパス整備や現道拡幅な
どが完成し、供用した道路の延長

幹線道路から県内各地域へアクセスする道路の整
備は、半島性を克服し、県内を広く活性化するうえ
で大変重要であるため、整備推進を図る。

再掲
４　成田空港へ
の交通アクセス
の強化
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【施策】 Ⅱ－１－⑤　観光立県の推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

19 円
7,931億
（R2年）

1兆4,950億
（R6年）

20 千人
8,997

（R2年）
20,100
（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
観光地魅力アップ整備事業等整備箇
所数

箇所
18

（R5年度実績見込み）
20

（R6年度）
県内全域における観光地魅力アップ整備事業によ
るトイレ、駐車場、観光案内板等の整備箇所数

令和5年時点で19件の要望があがっており、そこに
新規掘り起こし1件を追加し20件の整備を目指す。

１　魅力ある観
光地づくり

2
期間限定アンテナショップ購入者数
（一日当たり）

人
660

（R5年度実績値）
700

（R6年度）
大阪で開催する期間限定アンテナショップの一日当
たり購入者数

令和4年度から大阪で期間限定アンテナショップを
開催しているところ、実績の良かった令和4年度の
数値(670)から5％程度の増加を目指す。

２　観光産業の
競争力強化

3 県観光サイトのセッション数 回
3,712,118

（R6年1月末時点）
4,430,000
（R6年度）

千葉県公式観光サイト「ちば観光ナビ」のページ訪
問（セッション）数

サイトリニューアル（R5年10月）からR6年1月までの
月平均セッション数を基に年間セッション数を推計
し、これを目標値とする。

３　国内観光プ
ロモーションの
展開

4 観光商談会参加者数 人
458

（R5年度）
458

（R6年度）
県内観光事業者と現地旅行会社による観光商談会
の参加者数

R5年度実績以上の参加者数を目指す。
３　国内観光プ
ロモーションの
展開

5 農泊に取り組む地域数 地域
21

（R5年度）
22

（R6年度）

地域単位で農泊に取り組む地域の数
（国の「農山漁村振興交付金（農泊推進）」に取組
む地域の数）

R3年度に6地域を候補地域とした調査を実施してお
り、うち4地域が農泊に取り組むことを目指す。1地
域／年の増加を目指す。

再掲
３　国内観光プ
ロモーションの
展開

6 各種SNSアカウントのフォロワー数 人
125,722

（R5年12月末時点）
131,000

（R6年度）

(公社)千葉県観光物産協会が運営している各種
SNSカウント（英語FB・IG、繁体字FB・IG）のフォロ
ワー数

各種SNSアカウントのフォロワー数の月平均増加率
（R5年4月から12月まで）を基にR6年度末のフォロ
ワー数を推計し、これを目標値とする。

４　インバウンド
の推進

指標名 指標の解説

観光総消費額
本県を訪れた観光入込客の県内での消費の総額（観光入込客数(実人数)と観光消費額単価を掛け合
わせることで算出）
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかったR元年の水準を目指すもの

宿泊客数
観光客の利用が大半を占めると推察される県内宿泊施設の宿泊客数
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかったR元年の水準を目指すもの
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【施策】 Ⅱ－１－⑤　観光立県の推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

19 円
7,931億
（R2年）

1兆4,950億
（R6年）

20 千人
8,997

（R2年）
20,100
（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

観光総消費額
本県を訪れた観光入込客の県内での消費の総額（観光入込客数(実人数)と観光消費額単価を掛け合
わせることで算出）
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかったR元年の水準を目指すもの

宿泊客数
観光客の利用が大半を占めると推察される県内宿泊施設の宿泊客数
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかったR元年の水準を目指すもの

7
輸出に取り組む生産者団体・事業者
数

団体等
92

（R4年実績値）
104

（R6年）
県と連携しながら輸出に取り組む生産者団体・事業
者の数

現状の輸出に取り組む生産者団体・事業者の増加
数（4団体／年：2016～2020年における暦年比較の
増加平均）を基に設定。

再掲
４　インバウンド
の推進
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【施策】 Ⅱ－２－①　次世代を担う人材の育成・確保

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

21 人
314

（R2年度）
450

（R4年度～6年度平均）

22 経営体
8.7

（平成30年度～R2年度平均）
10

（R4年度～6年度平均）

23 人
30

（R2年度）
35

（R4年度～6年度平均）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：5

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
専門家派遣による支援を実施した農
業経営体数

経営体
52

(R5年4月時点)
50

(R6年度)
法人化等に向けて、中小企業診断士等の専門家を
派遣して個別支援を実施した経営体数

過去3年間での派遣実績の平均として、年50経営
体の支援を目指す。

１　農林漁業者
の経営力の向
上

2 浜の活力再生プランの策定地区数 地区
13

（R6年2月時点）
13

（R6年度）

浜の活力再生プランは、漁業者等の所得向上のた
めの取組について定める計画で、新規漁業者の参
入促進につながる。

R7年度までに13地区の策定を目指しており、現状
で目標を達成しているが、R5年度に実施期間が満
了する4地区（銚子、勝浦、鋸南町保田、富津）のう
ち、銚子地区を除く3地区はR6年3月までに現浜プ
ラン更新の予定がないことから、今後策定地区数
が減少する見込みである。R6年度はR5年度にプラ
ンが満了した地区のプランを再度策定することを目
指す。

１　農林漁業者
の経営力の向
上

3
県が年間・長期で実施するセミナー・
研修の受講修了者数

人
397

(R5年4月時点)
375

(R6年度)
就農・定着支援に向けて県が年間・長期で実施す
るセミナー・研修の受講修了者数

直近3年間で最も修了者数が多かったR3年度と同
等程度で、R7年度までに累計1,500人の受講修了
者数を目指す。

２　農林水産業
を支える人材の
確保・育成・定
着

4
地域の就農支援体制作りに係る研修
会等の開催件数

件
3

（R5年4月時点）
2

(R6年度)

新規就農者を確保するために必要な地域における
就農支援体制づくりに向けて、県で開催する研修
会等の回数

新規就農者の確保に向けて地域における就農支
援体制づくりを進めるため、現状、年間1件の開催
件数を2倍の2件とする。

本籍

２　農林水産業
を支える人材の
確保・育成・定
着

5
地域の実情に合わせた就業モデル地
区数（漁業）

地区
2

（R5年度実績値）
5

（R6年度）
市町や漁協、船団等が連携し、地域の実情に合わ
せた就業モデルづくりに取り組む地区数

R7年度までに4地区でのモデルづくりを目指してお
り、R4年度に磯根漁業就業モデルを、R5年度はノリ
養殖業就業モデル（大佐和地区）を構築した。R6年
度はこれまでモデルづくりが進まなかった船団モデ
ルに加え、新たに小型漁船漁業就業モデルとノリ
養殖業就業モデル（新富津地区）に取り組む。

２　農林水産業
を支える人材の
確保・育成・定
着

新規漁業就業者数 新規に漁業に就業した人の数

指標名 指標の解説

新規就農者数 新規に就農した人の数

県の事業を活用し新たに法人化を行った農業経営体
数

専門家派遣等の県事業を活用し、法人化を行った農業経営体数
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【施策】 Ⅱ－２－②　農林水産業の成長力の強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

24 円
3,852億
（R2年）

4,370億
（R6年）

25 円
476億

（R元年）
567億

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：3 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 スマート農業機器等の導入件数 件
944

(R5年4月時点)
1,260

（R6年度）
農業事務所が農家への聞取り調査により把握した
スマート農業機器の件数

過去5年間における年間導入件数は約150件であ
り、これを維持していく。

１　スマート農
林水産業の加
速化

2
漁獲報告システムによりＩＣＴを活用し
て水揚情報を送信する漁業協同組合
の割合

％
65

（R5年度実績値）
70

（R6年度）

漁獲報告システムによりＩＣＴを活用して水揚情報を
送信する漁業協同組合の割合
※漁獲報告システム･･･生産現場での漁獲情報等
を電子化し、収集・提供できるシステム

漁獲報告システム対応のための販売システム改修
について、R7年度末までに県内23漁協のうち80％
での実施を目指しており、R5年度末までの15漁協
に加え、R6年度は新たに2漁協を追加し、県内70％
の漁協での実施を目標とする。

１　スマート農
林水産業の加
速化

3
ほ場整備などを行った地区の完了面
積

ha
278

（R5年度実績値）
551

（R6年度）
農地の大区画化や汎用化など行うほ場整備事業な
どを実施している地区の完了面積

生産基盤の強化に向けて、工事計画等を踏まえて
R6年度の目標値を設定する。

２　生産体制の
強化・充実

4
園芸用ハウスの新規導入・施設改修
の支援面積

ha
5.0

(R5年度実績）
※R6.1末時点

10.6
（R6年度）

補助事業を活用して新規導入及び改修を行った園
芸用ハウスの面積の累計

「農業産出額」の目標達成に向け、R7年までに累計
42haの園芸用ハウスの新規導入及び改修支援を
目指しており、年当たり10.6haの支援を目標とす
る。

２　生産体制の
強化・充実

5
省力化に新たに取組んだ
酪農家戸数

戸
89

(R4年度実績)
130

（R6年度）

他の農業に比べ労働時間の長い酪農経営におい
て、省力化機械やＩＣＴ技術を導入し、労働時間の
削減、労働生産性の向上に取り組んだ戸数

Ｒ2年時点522戸のうち後継者がいる経営体を対象
として目標数値を設定する。

２　生産体制の
強化・充実

6
大型漁船に対応する岸壁に必要にな
る防波堤の施工延長

ｍ
40

（R5年実績値）
108

（R6年度）

大型漁船が使用できる岸壁が不足しており、整備
が求められている。整備にあたり、岸壁を安全に利
用するため、波除けの防波堤を延長する必要があ
る。

漁港整備計画および全体整備延長が設定されてお
り、整備計画に基づく工事発注計画において年度
ごとの整備延長を設定している。

２　生産体制の
強化・充実

指標名 指標の解説

農業産出額 農業者が生産した総額

県内漁港水揚金額 県内漁港に陸揚げ（水揚げ）された海面漁業、海面養殖業及び運搬船搬入の金額
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【施策】 Ⅱ－２－②　農林水産業の成長力の強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

24 円
3,852億
（R2年）

4,370億
（R6年）

25 円
476億

（R元年）
567億

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：3 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

農業産出額 農業者が生産した総額

県内漁港水揚金額 県内漁港に陸揚げ（水揚げ）された海面漁業、海面養殖業及び運搬船搬入の金額

7
長寿命化対策等を行った県営造成基
幹水利施設数

施設
40

(R5年度実績値)
70

（R6年度）

長寿命化対策等※に新たに取り組む施設数
※長寿命化対策を行うための計画策定や、工事に
よる改修、補修、統廃合を行うこと

生産基盤の強化に向けて、工事計画等を踏まえて
R6年度の目標値を設定する。

２　生産体制の
強化・充実

8
老朽化が進行し緊急度の高い構造物
の補修が完了する漁港

港
5

（R5年実績値）
5（継続）

（R6年度）

整備済みの漁港を今後も安全かつ経済的に利用
するために、緊急度等優先順位を考慮した漁港の
補修計画に則り、計画的に補修工事を実施する必
要がある。

機能保全計画（維持補修計画）に基づき補修工事
の発注を設定している。発注は緊急度の高い施設
を優先と考え、予算の平準化を併せ年度の発注工
事を設定している。

２　生産体制の
強化・充実

9
担い手への農地の集積面積が耕地
面積に占める割合

%
29.2

（R4年度末時点）
43

（R6年度）

県内の耕地面積に占める担い手（認定農業者・認
定新規就農者・集落営農組織・市町村基本構想水
準到達者）が耕作する面積の割合

千葉県では担い手への農地集積率を令和7年度に
5割にする目標を設定しているため。

３　農地利用の
最適化

10
農用地区域内における遊休農地の解
消等面積

ha
194

（R5年度実績（R4年度調査結
果））

300
（R6年度（R5年度調査結果））

「遊休農地に関する措置の状況に関する調査（国
調査）」における本県の遊休農地の解消等面積

H28年からR2年における農用地域内の1号遊休農
地の平均面積は約3,000haであり、それらをR4年か
ら13年までの10年間で解消するため、300ha/年を
目標とする。（調査結果判明時期が遅いため、各年
の評価は前年調査結果で行う。例：本票の「R4年実
績値」は、国の「R3年調査で公表された値」を記載
する）

３　農地利用の
最適化

11 ○ 有害鳥獣による農作物被害金額 百万円
270

（R4年度実績値）
減少を目指します

（R6年度）
毎年度実施する野生鳥獣による農作物の被害状
況調査に基づく被害金額

イノシシ等の生息地域が拡大しており、野生鳥獣に
よる農作物被害金額は高止まり傾向にあるため、
被害金額の減少を目標とする。

本籍
３　農地利用の
最適化

12
鳥獣被害対策実施隊設置市町村数
（累計）

市町村
21

（R5年度実績）
22

（R6年度）

鳥獣特措法に基づき市町村が設置できる、地域の
鳥獣被害対策の総合的な担い手である「鳥獣被害
対策実施隊」の設置市町村数

鳥獣被害の低減には地域ぐるみの対策が有効で
あるため、地域の鳥獣対策を担う鳥獣被害対策実
施隊の設置市町村数の年１市町村増加を目標とす
る。

本籍
３　農地利用の
最適化
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【施策】 Ⅱ－２－②　農林水産業の成長力の強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

24 円
3,852億
（R2年）

4,370億
（R6年）

25 円
476億

（R元年）
567億

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：3 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

農業産出額 農業者が生産した総額

県内漁港水揚金額 県内漁港に陸揚げ（水揚げ）された海面漁業、海面養殖業及び運搬船搬入の金額

13 県が行う資源評価対象魚種数 種
23

（R5年実績値）
24

（R6年度）
本県で水揚げされる主要な水産資源の資源評価の
実施数

県内漁港水揚金額を増加させるため、適正な資源
評価に基づく資源管理を推進する必要があり、R6
年度は資源評価の対象魚種の追加を目指す。

４　水産資源の
管理と維持・増
大

14
藻場の保全・回復に係る取組を行う地
区数

地区
23

（R5年実績値）
24

（R6年度）
県の支援により、藻場の保全・回復に取り組んでい
る地区数

県内漁港水揚金額を増加させるため、アワビ等の
好漁場である藻場の保全・回復の取組を拡大して
いく必要があり、R6年度は県が支援する地区数の
増加を目指す。

４　水産資源の
管理と維持・増
大

15 違反食品件数 件

規格基準違反 0件
不適正表示 70件

（※品質事項を除く）
（R4年度実績値）

減少を目指します
(R6年度）

食品等営業施設への監視及び食品等の検査など
によって判明した違反食品の件数

食の安全・安心の確保のため、食品等営業施設へ
の監視指導やHACCPに沿った衛生管理の適切な
実施について指導・助言を行うこと により、県内で
製造、生産又は流通する食品の規格基準違反や
不適正表示等の違反食品を減少させる。

再掲

５　農林水産物
の安全確保と
消費者の信頼
確保

16
食品表示法に基づく玄米・精米の適
正表示率

％
61

（R5年12月実績）
100

(R6年度）
食品表示法に基づく玄米・精米の表示の適正割合 法遵守の観点から、１００％を目標数値とする。 再掲

５　農林水産物
の安全確保と
消費者の信頼
確保

17
市場における衛生管理マニュアルの
整備数

件
5

（R5年度実績値）
7

（R6年度）
産地卸売市場開設者である漁協が整備した、市場
の衛生管理マニュアルの整備数

漁港施設の整備を行い、併せて衛生管理強化を図
ることとしている7か所について、R7年度までのマ
ニュアル整備を目指している。進捗が順調なことか
ら目標を前倒しし、R6年度に新たに2市場を追加し
て7か所での整備を目指す。（整備済：銚子第1、東
安房、天羽、勝浦、船形の5市場、追加予定：銚子
第3、大原）

本籍

５　農林水産物
の安全確保と
消費者の信頼
確保

18 ○ 「環境にやさしい農業」の取組面積 ha
5,215

（R4年度実績値）
増加を目指す

（R6年度）

有機農業（非有機JAS認証＋有機JAS認証（前年
度））、ちばエコ農業、エコファーマーの取組面積の
合計延べ面積

環境にやさしい農業の取組面積は、近年減少傾向
であるのが現状であり、目標値の設定は困難であ
る、しかしながら、取組推進は必要であるため、増
加を目指す。

６　環境に配慮
した農林水産
業の推進
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【施策】 Ⅱ－２－②　農林水産業の成長力の強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

24 円
3,852億
（R2年）

4,370億
（R6年）

25 円
476億

（R元年）
567億

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：3 行政活動目標：21

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

農業産出額 農業者が生産した総額

県内漁港水揚金額 県内漁港に陸揚げ（水揚げ）された海面漁業、海面養殖業及び運搬船搬入の金額

19
環境保全型農業直接支援対策を活用
した有機農業の取組面積

ha
307

（R4年度実績値）
327

（R6年度）
環境保全型農業直接支援対策事業のうち有機農
業の取組面積

支援対策事業を活用し、取組面積の年約10haの増
加を目指す。
（現状307ha+20ha≒327ha）
（現状が一年遅れているため）

６　環境に配慮
した農林水産
業の推進

20
畜産堆肥利用促進
ネットワークシステム登録件数

件
370

(R5年度実績)
402

（R6年度）

県が分析した堆肥の成分や堆肥購入のための連
絡先、価格等を県ホームページに掲載登録した件
数

堆肥の流通及び耕種農家とのマッチングを促進す
るため、新規登録件数について年間10件以上の増
加を目指す。

６　環境に配慮
した農林水産
業の推進

21 ○ 森林整備による木材の生産量 ㎥/年
14,333

（R4年度実績値）
18,041

（R6年度）
間伐等の森林整備に伴って搬出、利用される木材
の量

木材需要に適確に応えるため、森林整備により生
産される木材の利用を積極的に進めることとし、現
状の年間生産量の約25％の増を目指す。

６　環境に配慮
した農林水産
業の推進

22 間伐実施面積 ha/年
143

（R2～R4年度実績値の
平均値）

233
（R6年度）

森林整備事業（林業事業体等への補助事業）や県
営林事業等による間伐面積

健全な森林づくりを進めるために重要な間伐の実
施面積を指標とするが、台風被害等の影響により
年により実績値に偏りがあるため、現状値を過去3
か年の平均値としたうえで、実施面積の約63％の
増を目指す。

本籍
６　環境に配慮
した農林水産
業の推進

23 新品種・新系統育成選抜数（累計） 件
72

（R6年1月末時点）
73

（R6年度）

農林畜水産物の新たな品種開発や系統育成選抜
した件数
【H元年度以降の累計数：R5年1月末現在、68件
（種苗法58（権利消滅品種を含む）、種苗法外ｸﾛﾏﾂ
5、豚5】

品種・系統選抜には長い時間がかかり、出願から
登録までもある程度の年月を要するため、 年1件増
を目標とする。

本籍
７　試験研究の
強化

24 試験研究成果普及情報数（累計） 件
760

（R5年5月末時点）
881

（R6年度）

生産者の生産性向上・経営発展につながる試験研
究成果の公表・普及した件数
【過去10年（H23年以降）の累計件数】

単年度当たりの研究成果の公表・普及する件数を
過去10年累計数の平均年62.9件ずつ増加させる。

本籍
７　試験研究の
強化
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【施策】 Ⅱ－２－③　市場動向を捉えた販売力強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

26 円
750億

（R元年度）
817億

（R6年度）

27 円
138億

（R2年）
208億

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：5

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 ○
東京都中央卸売市場に占める野菜の
強化品目のシェア

%

ねぎ　19.6
かんしょ　50.4
にんじん　39.7

トマト　7.3
（R5年実績値）

シェアの維持を目指す
（R6年）

　東京都中央卸売市場における本県産野菜のシェ
アは、ここ数年は横ばいから減少傾向にある。
　首都圏における本県産野菜の確固たる地位を確
保するためには、シェアの維持が重要であり、特に
ねぎ、かんしょ、にんじん、トマトの４つの強化品目
について、シェアの維持を目指す。

　強化４品目の本県作付面積の減少などの影響や
他産地の台頭などにより、具体的数値目標を立て
ることが難しいことから、「現状を維持しつつ増加を
目指す」こととした。

本籍
１　需要を捉え
た販売の促進

2
県が参加する魅力発信のイベント出
展日数

日／年
15

（R6年1月末時点予定）
20

（R6年度）
イベントへの県ブース出展等により魅力発信を行う
日数

重点プロモーション事業や黒アヒージョ等のプロ
モーションする取組について、県が主催するものの
他、関係団体等が主催するイベントへの県ブース
出展等により魅力発信を強化することとし、R5年度
の実績から約5日の増加を目標とする。

本籍
１　需要を捉え
た販売の促進

3 商談会等におけるマッチング件数 件／年
61

（R6年1月末時点）
480

（R6年度）
マッチング件数は、商談会での出展者とバイヤーの
接触件数

民間が主催する商談会への出展者のマッチング数
の増加を目指すこととし、R4年度の実績（430件）か
ら約50件の増加を目標とする。

本籍
１　需要を捉え
た販売の促進

4 水産バリューチェーンの取組計画数 件
5

（R5年度実績値）
8

（R6年度）
生産から加工・流通、販売までの関係者の連携に
より、付加価値向上に取り組む計画の策定数。

R7年度までに10計画の策定を目指しており、R3年
度から毎年2計画を策定する。

１　需要を捉え
た販売の促進

5
農山漁村発イノベーションセンター（６
次産業化サポートセンター）による専
門家派遣回数（累計）

回
96

（R4年度実績値）
150

（R6年度）
６次産業化等に取り組む事業者の経営改善を図る
ために専門家を派遣した回数

・６次産業化等に取り組む事業者の経営改善を図
るため、R2年度より、支援対象者に専門家を派遣
・継続的な専門家の派遣の実施を目指す。
・年間30回の専門家の派遣を目指す。

本籍
２　地域資源を
活用した需要
の創出・拡大

6
輸出に取り組む生産者団体・事業者
数

団体等
92

（R4年実績値）
104

（R6年）
県と連携しながら輸出に取り組む生産者団体・事業
者の数

現状の輸出に取り組む生産者団体・事業者の増加
数（4団体／年：2016～2020年における暦年比較の
増加平均）を基に設定。

本籍
３　新たな販路
開拓に向けた
輸出促進

指標名 指標の解説

農業・漁業生産関連事業の年間販売金額 農産物及び水産物の加工・直売所、観光農園、農家民宿、農家レストラン等の年間販売金額の合計

県産農林水産物の輸出額
県と連携しながら県産農林水産物の輸出に取り組む事業者を対象にしたアンケートにより把握した輸出
額
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【施策】 Ⅱ－３－①　半島性を克服する交通ネットワークの強化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

28 ％
76

（R2年度）
79

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：6

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
県補助によりバリアフリー設備が設置
された駅数

駅
4

（R5年度実績値）
3

（R6年度）
県が補助を行い、ホームドア、エレベーター、内方
線付き点状ブロックが設置された駅数

「千葉経済圏の確立と社会資本の整備」を実現する
ため、県内鉄道駅のバリアフリー化を推進してお
り、R6年度は2駅6線のホームドア及び1駅2線の内
方線付き点状ブロックの整備について、補助を行
う。

再掲

１　公共交通
ネットワークの
充実・維持・確
保

2
東京湾アクアラインの通行料金の引
下げ

- アクアライン通行料金引下げ アクアライン通行料金引下げ

高速道路ネットワークの有効活用や首都圏におけ
る交流・連携の強化等の地域経済の活性化を図る
ことを目的に、東京湾アクアラインの通行料金の引
下げを実施。（※令和４年度から令和６年度まで継
続）
対象車両：ＥＴＣ及びＥＴＣ２.０を搭載した全車種
対象道路：東京湾アクアライン 浮島ＩＣ～木更津金
田ＩＣ

アクアラインの通行料金引下げによって、観光振興
や企業立地の促進など、本県はもとより首都圏全
体に大きな効果をもたらしており、今後も継続して
いくことが必要であるため。

本籍

２　交流を支え
る道路ネット
ワークの整備・
有効活用

3
高規格道路・直轄国道の供用(改良)
延長

km
整備促進

（R6年2月末時点）
整備促進
（R6年度）

高規格道路（県事業除く）及び直轄国道のバイパス
整備や現道拡幅などが完成し、供用した道路の延
長

幹線道路ネットワークの整備は、半島性を克服し、
県内を広く活性化するうえで大変重要であるため、
整備促進を図る。

本籍

２　交流を支え
る道路ネット
ワークの整備・
有効活用

4 国道・県道の供用(改良)延長 km
27.3

（R6年2月末時点）
8.1

（R6年度）
県管理の国道・県道のバイパス整備や現道拡幅な
どが完成し、供用した道路の延長

幹線道路から県内各地域へアクセスする道路の整
備は、半島性を克服し、県内を広く活性化するうえ
で大変重要であるため、整備推進を図る。

本籍

２　交流を支え
る道路ネット
ワークの整備・
有効活用

5
洋上風力発電事業のメンテナンス等
の拠点として活用される名洗港整備

箇所
整備中

（R5年度実績値）
整備推進
（R6年度）

銚子市沖洋上風力発電事業のメンテナンス等の拠
点として活用される名洗港を整備

R10年度までの名洗港整備完了を目指し、事業を
推進する。

３　港湾の整
備・振興

6 館山港多目的桟橋の機能強化 箇所
整備中

（R5年度実績値）
1

（R6年度）
旅客の安全性を確保するための、館山港多目的桟
橋の桟橋先端部拡幅による機能強化

R6年度中の桟橋先端部拡幅工事完成を目指す。
３　港湾の整
備・振興

指標名 指標の解説

県都1時間構想
県の総面積に対する県内の主要都市から県都千葉市まで道路を利用して概ね1時間で到達できる市町
村面積の割合
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【施策】 Ⅱ－３－②　社会資本の適正な維持管理

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

29 ％
59.3

（R元年度）
60.6

（R6年度）

30 橋
60

（R2年度）
296

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
県立都市公園における
大規模改修を実施した施設数
（累計）

施設
0

（R5年度実績値）
7

（R6年度）
長寿命化計画（R5）に基づく大規模改修を実施した
公園施設数（累計）

「令和4年度千葉県公園施設長寿命化とりまとめ業
務」成果に基づき、平準化を行った大規模改修公
園施設数の累計を目標値として設定。

１　既存施設の
適切な維持管
理と長寿命化

2
改築を実施した流域下水道施設数
（累計）

施設
27

（R４年度実績）
50

（R6年度）

千葉県流域下水道ストックマネジメント計画に基づ
き改築を実施した施設数（ポンプ設備、水処理設備
等）

千葉県流域下水道ストックマネジメント計画に基づ
きR6年度までに77施設の改築工事完了を目指して
いるが、一部施設の改築に遅延が生じたことに伴
いR６年度は50施設の改築工事完了を目指す。
なお、進捗の遅れ等により、更新ができなかった施
設については、次期ストマネ計画等により引き続き
更新工事を進めていきます。

１　既存施設の
適切な維持管
理と長寿命化

3
県営住宅の長寿命化を図るため、改
善工事を行う団地数

団地
7

（R5年度実績値）
（R6年2月15日時点）

13
(R6年度）

県営住宅の長寿命化を図るため、長寿命化計画に
基づき、適正な維持管理を目的とした改善工事を
行う団地の数

長寿命化計画及びこれまでの実績等を踏まえ、事
業の進捗を考慮し設定する。

本籍
１　既存施設の
適切な維持管
理と長寿命化

4
基幹管路の耐震化計画の策定事業
体数

事業体
39

（R5年3月時点）
39

(R6年度）
基幹管路の耐震化を進める計画を策定した事業体
数

基幹管路の耐震適合率を向上させるために、耐震
化計画を策定し、計画的に耐震化を進めていく必
要があるため。

２　安全で良質
な水の安定供
給

5
非常用発電設備の整備に係る補助制
度活用による支援施設数

施設
国庫補助　3件
県費補助　2件
（R6年2月時点）

国庫補助　7件
県費補助　0件

（R6年度）

非常用発電設備の整備に係る国及び県の補助制
度の活用により支援を行った施設数

災害発生時において病院や避難所等の重要給水
施設への給水を確保し、水道水の安定供給を図る
ために、水道施設への非常用発電設備の整備が
必要であるため。

本籍
２　安全で良質
な水の安定供
給

指標名 指標の解説

基幹管路の耐震適合率
県の総面積に対する県内の主要都市から県都千葉市まで道路を利用して概ね1時間で到達できる市町
村面積の割合

維持修繕が完了した橋りょう数 長寿命化計画に基づく計画的な維持修繕が完了した道路橋の数
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【施策】 Ⅱ－３－②　社会資本の適正な維持管理

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

29 ％
59.3

（R元年度）
60.6

（R6年度）

30 橋
60

（R2年度）
296

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

基幹管路の耐震適合率
県の総面積に対する県内の主要都市から県都千葉市まで道路を利用して概ね1時間で到達できる市町
村面積の割合

維持修繕が完了した橋りょう数 長寿命化計画に基づく計画的な維持修繕が完了した道路橋の数

6
浄・給水場等の非常用自家発電設
備、燃料用タンクの整備（累計）

施設
3

(R5年度実績値)
20

(R6年度)
県営水道の対象施設(20施設)のうち、非常用自家
発電設備、燃料用タンクの整備を実施した施設数。

千葉県営水道中期経営計画における浄・給水場等
の非常用自家発電設備、燃料用タンクの整備の目
標値を基に設定する。

本籍
２　安全で良質
な水の安定供
給

7 管路の耐震化率 ％
26.9

（R4年度実績値）
29.0

（R6年度）
管路総延長のうち、耐震適合管の延長の割合を示
すもの

千葉県営水道中期経営計画に掲げる目標値を設
定

本籍
２　安全で良質
な水の安定供
給
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【施策】 Ⅱ－３－③　人と環境にやさしい住まい・まちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

31 ％
89.5

（R2年度）
93.3

（R6年度）

32 市町村
8

（R2年度）
18

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：18

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
市町村のまちづくりに対する支援のた
めの講演会、研修会等の開催回数

回
9

（R5年度実績値）
9

（R6年度）
県が実施する市町村を対象とした講演会、研修会
等の開催回数

時代の変化に対応したまちづくりの推進を達成する
ために、市町村を対象にしたまちづくり関係の情報
発信を通年で実施しており、市町村が希望する講
演会、研修会等の内容や実施頻度から妥当と思わ
れる回数を設定した。

１　時代の変化
に対応したまち
づくりの推進

2
年度毎に都市計画変更を実施した都
市計画区域数

区域
11

（R5年度実績値）
10

（R6年度）
都市計画の見直しを行った都市計画区域数

時代の変化に対応したまちづくりの推進を達成する
ために、必要となる都市計画の見直しの区域数を
設定した。

１　時代の変化
に対応したまち
づくりの推進

3 地籍調査の着手又は再開市町村数 市町村
2

(R5年度実績値）
2

(R6年度）
国土調査法に基づき、市町村等が実施主体となっ
て行う地籍調査を、着手又は再開する市町村数

地籍調査の進捗を図るためには、地籍調査を実施
する市町村数を増やすことが有効であることから、
地籍調査の未着手又は休止中の市町村について、
R5年度と同数の2市町村の着手又は再開を目指
す。

再掲
２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

4
つくばエクスプレス沿線土地区画整理
事業の整備面積

ｈａ
318.8

（R5実績値）
338.0

（R6年度）
つくばエクスプレス沿線の県施行土地区画整理事
業の整備面積

R6年度の宅地及び道路等公共施設の整備予定面
積が19.2haであることから、これを目標値として設
定した。

２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

5
金田西特定土地区画整理事業の整
備面積

ha
96.6

（R5年実績値）
107.1

（R6年度）
県施行金田西地区土地区画整理事業の整備面積

R6年度の宅地及び道路等公共施設の整備予定面
積が10.5haであることから、これを目標値として設
定した。

２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

6
市町村及び組合施行等の土地区画
整理事業の整備面積

ha
1,453

（R5年度実績値）
1,484

（R6年度）
市町村及び組合施行等の土地区画整理事業の整
備面積

R6年度の宅地及び道路等公共施設の整備予定面
積が31haであることから、これを目標値として設定
した。

本籍
２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

指標名 指標の解説

汚水処理人口普及率 県の総人口に対する汚水処理施設（下水道、農業集落排水、合併浄化槽等）を利用できる人口の割合

立地適正化計画策定市町村数
人口減少・高齢化に対応したコンパクトなまちづくりに向けた取組を推進する「立地適正化計画」を策定
し、公表した市町村の数
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【施策】 Ⅱ－３－③　人と環境にやさしい住まい・まちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

31 ％
89.5

（R2年度）
93.3

（R6年度）

32 市町村
8

（R2年度）
18

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：18

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

汚水処理人口普及率 県の総人口に対する汚水処理施設（下水道、農業集落排水、合併浄化槽等）を利用できる人口の割合

立地適正化計画策定市町村数
人口減少・高齢化に対応したコンパクトなまちづくりに向けた取組を推進する「立地適正化計画」を策定
し、公表した市町村の数

7
市町村及び組合施行等の市街地再
開発事業の地区数

地区
3

（R5年度実績値）
4

（R6年度）
市町村及び組合施行等の市街地再開発事業の地
区数

R6年度の認可予定が1地区あることから、これを目
標値として設定した。

本籍
２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

8
県立都市公園の供用開始面積（累
計）

ha
477.3

(R5年度実績値）
478.5

（R6年度）

県民の安全で快適な生活のため、良好な都市環境
の保全、スポーツ・レクリエーション、防災など多様
な機能を有する県立都市公園について、整備を実
施

県民の安全で快適な生活のため、良好な都市環境
の保全、スポーツ・レクリエーション、防災など多様
な機能を有する県立都市公園について、整備を実
施していくこととして設定

本籍
２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

9 ○ 下水道処理人口普及率 ％

77.1
（R4年度実績値）

（R5年実績値はR6年9月に判
明予定）

79.4
（R6年度）

県内の公共下水道実施市町村（31市3町1村）の行
政人口に対する下水道を利用できる人口の割合

昨年度まで、下水道処理人口普及率のR6年度目
標値は80.2%であったが、R6年2月に千葉県全県域
汚水適正処理構想の見直しを行い、R6年度目標値
を79.4%に見直した。

２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

10 優れた建築物の表彰件数（累計） 件
250

（R5年度実績値）
259

（R6年度）
千葉県建築文化賞表彰制度において、優れた建築
物の表彰件数。

千葉県の建築文化の向上と、より良いまちづくりの
推進のために、千葉の魅力を高めていくこととして
設定。

２　安全・安心
で魅力あふれ
るまちづくり

11
県補助によりバリアフリー設備が設置
された駅数

駅
4

（R5年度実績値）
3

（R6年度）
県が補助を行い、ホームドア、エレベーター、内方
線付き点状ブロックが設置された駅数

「千葉経済圏の確立と社会資本の整備」を実現する
ため、県内鉄道駅のバリアフリー化を推進してお
り、R6年度は2駅6線のホームドア及び1駅2線の内
方線付き点状ブロックの整備について、補助を行
う。

本籍
３　バリアフリー
化の推進

12 透水性舗装の整備延長（累計） ｋｍ
-

（R6年6月に集計予定)
-

(R6年6月に現状より策定)
県が整備する歩道や自転車歩行者道における透
水性舗装の整備延長

環境にやさしい道づくりを進めるため、R4年度整備
予定延長を加えて目標値として設定

４　環境・景観
に配慮した整
備・保全
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【施策】 Ⅱ－３－③　人と環境にやさしい住まい・まちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

31 ％
89.5

（R2年度）
93.3

（R6年度）

32 市町村
8

（R2年度）
18

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：18

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

汚水処理人口普及率 県の総人口に対する汚水処理施設（下水道、農業集落排水、合併浄化槽等）を利用できる人口の割合

立地適正化計画策定市町村数
人口減少・高齢化に対応したコンパクトなまちづくりに向けた取組を推進する「立地適正化計画」を策定
し、公表した市町村の数

13 ○ 景観行政団体市町村数 団体
39

（R5年実績値）
増加を目指します

（R6年度）
景観計画の策定、景観法に基づく景観行政を担う
主体となる市町村数

対象市町村の意向によるところが大きく、定量的な
目標値を示すことが困難なため、増加を目指すこと
として設定

４　環境・景観
に配慮した整
備・保全

14
都市計画区域内人口一人当たりの都
市公園面積 ㎡/人

7.21
（R5年実績値）

増加を目指します
（R6年度）

都市計画区域内の人口一人当たりにおける都市公
園の面積

都市公園現況調査によると、全国値（R３年度）が
10.8㎡/人となっており、現況からの向上を目指す
ため、設定

本籍
４　環境・景観
に配慮した整
備・保全

15 ○
市町村住生活基本計画策定市町村
数

市町村
14

（R5年度実績値）
（R6年2月時点）

増加を目指します
（R6年度）

市町村住生活基本計画を策定した市町村の数
市町村に対して住生活基本計画の策定を促し、増
加を目指す。

５　豊かな住生
活の実現

16
千葉県すまいづくり協議会の開催回
数

回
1

（R5年度実績値）
（R6年2月時点）

2
（R6年度）

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施
策について協議することにより、県及び市町村の住
生活基本計画等の総合的かつ計画的な推進を図
ることを目的とした千葉県すまいづくり協議会を開
催した回数

豊かな住生活を実現するために、県及び市町村の
住生活基本計画等の総合的かつ計画的な推進を
目指しており、年度はじめに推進の方向性の共有
を、年度末に当該年度の成果を確認する必要があ
ることから2回と設定している。

５　豊かな住生
活の実現

17 ○ 空家等対策計画を策定した市町村数 市町村
43

（R5年度実績値）
（R6年2月時点）

増加を目指します
（R6年度）

空家等対策計画を策定した市町村の数
市町村に対して空家等対策計画の策定を促し、増
加を目指す。

５　豊かな住生
活の実現

18
千葉県すまいづくり協議会空家等対
策検討部会の開催回数

回
2

（R5年度実績値）
2

（R6年度）

空家等状況及び空家等対策に関する情報を収集
し、空家等対策の実施などについて検討を行う千
葉県すまいづくり協議会空き家等対策検討部会を
開催した回数

豊かな住生活を実現するために、県及び市町村の
住生活基本計画等の総合的かつ計画的な推進を
目指しており、年度はじめに検討部会において検
討する内容の決定を、年度末に検討結果を確認す
る必要があることから2回と設定している。

５　豊かな住生
活の実現
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【施策】 Ⅱ－３－③　人と環境にやさしい住まい・まちづくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

31 ％
89.5

（R2年度）
93.3

（R6年度）

32 市町村
8

（R2年度）
18

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：5 行政活動目標：18

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

汚水処理人口普及率 県の総人口に対する汚水処理施設（下水道、農業集落排水、合併浄化槽等）を利用できる人口の割合

立地適正化計画策定市町村数
人口減少・高齢化に対応したコンパクトなまちづくりに向けた取組を推進する「立地適正化計画」を策定
し、公表した市町村の数

19 ○
住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住
宅（住宅確保要配慮者の入居を拒ま
ない賃貸住宅）の登録戸数

戸
42,351

（R5年度実績値）
（R6年2月時点）

増加を目指します
（R6年度）

高齢者、低額所得者、子育て世帯、大規模災害被
災者など住宅の確保に特に配慮を要する者につい
て、入居を拒まない賃貸住宅の登録戸数

賃貸住宅業者に対して住宅セーフティネット制度の
周知を行い、増加を目指す。

５　豊かな住生
活の実現

20
千葉県すまいづくり協議会居住支援
部会の開催回数

回
2

（R5年度実績値）
2

（R6年度）

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入
居の促進に関し必要な措置について協議する千葉
県すまいづくり協議会居住支援部会を開催した回
数

豊かな住生活を実現するために、県及び市町村の
住生活基本計画等の総合的かつ計画的な推進を
目指しており、年度はじめに検討部会において検
討する内容の決定を、年度末に検討結果を確認す
る必要があることから2回と設定している。

５　豊かな住生
活の実現

21
リフォーム講習会及び相談会の開催
場所数

箇所
5

（R5年度実績値）
5

（R6年度）
リフォームに関する基礎知識の習得を目的とした講
習会及び相談会を開催した場所の数

県民が安心してリフォームを行うことができる環境
を整備するため、リフォームに関する基礎知識の習
得を目的とした講習会及び相談会を実施する。

５　豊かな住生
活の実現

22
市町村が開催する空家等に関する講
習会・相談会への講師派遣回数

回
5

（R5年度実績値）
7

（R6年度）
市町村が開催する空家等に関する講習会・相談会
へ講師を派遣した回数

空家等対策を推進するため、市町村が開催する空
家等に関する講習会・相談会へ講師を派遣する。

５　豊かな住生
活の実現

23
県営住宅の長寿命化を図るため、改
善工事を行う団地数

団地
7

（R5年度実績値）
（R6年2月15日時点）

13
(R6年度)

県営住宅の長寿命化を図るため、長寿命化計画に
基づき、適正な維持管理を目的とした改善工事を
行う団地の数

長寿命化計画及びこれまでの実績等を踏まえ、事
業の進捗を考慮し設定する。

再掲
５　豊かな住生
活の実現
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【施策】 Ⅲ－１－①　医療提供体制の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

33 ％
67.5

（R2年度）
70.0

（R6年度）

34 ％
52.3

（R2年度）
80.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：15

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
かかりつけ医、かかりつけ歯科医、か
かりつけ薬剤師・薬局を持っている県
民の割合

％

かかりつけ医：63.9
かかりつけ歯科医：70.9

かかりつけ薬剤師・薬局：49.6
（R5年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

県政に関する世論調査において、「あなたは、「か
かりつけ医」等をお持ちですか。」との質問に対し、
「持っている」と回答した県民の割合

かかりつけ医等の周知、定着促進に取り組むことと
し、引き続き増加を目指す。

１　医療機関の
役割分担と連
携の促進

2
医療機関毎の具体的対応方針実施
率

%
76.5

（R5年度)
88.3

(R6年度）

各医療機関が定める２０２５年を見据えた「構想区
域において担うべき役割」や２０２５年に持つべき
「医療機能ごとの病床数」等についての方針である
「具体的対応方針」と一致した機能別病床数となっ
ている医療機関の割合。

・令和５年３月３１日付け医政地発0331第１号厚生
労働省医政局地域医療計画課長通知に基づき設
定。
・「都道府県が毎年度設定する構想区域毎の地域
医療構想の推進に係る目標については（中略）対
応方針の策定率が100%に達している場合（中略）、
合意した対応方針の実施率とする」とされ、実施率
を向上させるよう求められている。

１　医療機関の
役割分担と連
携の促進

3
医療情報ネットのアクセス件数
（本県のトップ画面） 件

―
（令和5年度実績）

適切に周知します
（R6年度）

厚生労働省が管理する医療情報ネット（令和6年度
から運用開始）の本県のトップ画面のアクセス数

医療及び薬局機能に関する情報の提供について
は、これまで各都道府県のシステム（本県では「ち
ば医療なび」）により提供されてきたが、令和６年度
から厚生労働省が管理する全国統一システム（公
表用サイトは「医療情報ネット」）に移行して運用さ
れる。

※参考：ちば医療なびの実績値
136,800件（R5年9月末時点実績値）

１　医療機関の
役割分担と連
携の促進

4 在宅療養支援診療所・病院数 か所
464

（R5年度）
増加を目指します

（R6年度）

地域における在宅医療体制の中核となる、在宅患
者を24時間体制で支援する機能を持った、在宅療
養支援診療所及び病院の施設基準届出数。

在宅医療推進のための事業を実施することで、在
宅医療に取り組む診療所・病院の増加を目指す。

本籍
２　在宅医療の
充実

5 訪問看護基礎研修会参加人数 人
51

（令和6年1月末時点）
増加を目指します

(R6年度)
訪問看護基礎研修会に参加した看護職員数

在宅医療の充実のため、訪問看護に関する基礎知
識を持つ看護職員数を増加させる必要があるた
め。

２　在宅医療の
充実

指標名 指標の解説

地域の医療体制に安心を感じている県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制に
あると思いますか」との質問に対し、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した県民の割合

臨床研修修了者の県内定着率 医師国家試験合格後、2年間の臨床研修を修了した者のうち、県内医療機関に勤務した者の割合。
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【施策】 Ⅲ－１－①　医療提供体制の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

33 ％
67.5

（R2年度）
70.0

（R6年度）

34 ％
52.3

（R2年度）
80.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：15

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

地域の医療体制に安心を感じている県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制に
あると思いますか」との質問に対し、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した県民の割合

臨床研修修了者の県内定着率 医師国家試験合格後、2年間の臨床研修を修了した者のうち、県内医療機関に勤務した者の割合。

6
「地域リハビリテーション研修プログラ
ム 修了者」が在籍する「ちば地域リ
ハ・パートナー」登録機関数

機関
―

（R5年度実績値）
42

（R6年度）

県が実施する「地域リハビリテーション研修プログラ
ム」（令和6年度に構築予定）を 修了した者が在籍
する「ちば地域リハ・パートナー」登録機関の数

千葉県保健医療計画において、障害のある人（子
どもを含む）や高齢者を含め地域に暮らす全ての
県民がいつまでも生き生きとした生活を送ることで
きる社会を実現するために、各圏域に1箇所指定し
ている広域支援センターの支援機能を充実させる
役割を担うものとして令和11年度までに250機関の
登録を目指す必要があるため

本籍
２　在宅医療の
充実

7
在宅患者訪問薬剤管理指導料届出
薬局数

箇所
2,299

（R6年1月時点）
増加を目指します

（R6年度）

在宅での療養を行っている患者であって通院が困
難な方に対し在宅患者訪問薬剤管理指導を行う旨
を関東信越厚生局に届け出た薬局数。

在宅医療提供体制の充実を図るために、医師の指
示に基づき、薬学的管理指導計画を策定し、患者
宅を訪問して服薬指導や残薬の確認等の薬学的
管理指導を行う薬局の増加を目指す。

２　在宅医療の
充実

8 ○ 医師数 人
13,097

(R4年実績値)

増加を
目指します

(R6年)
県内医療施設に従事する医師数

県内各地域の医師不足の解消を図るため、医師数
の増加を目指す。
重要な数字であるが、数字の判明に時間を要する
ことから、単年の目標数字としての設定は困難なた
め増加とする。

３　医師・看護
職員確保・定着
対策と地域医
療格差解消に
向けた取組の
推進

9 医師修学資金新規貸付者数 人
57

（R5年度実績値）
60

(R6年度)
医師修学資金貸付制度に係る新規貸付者数

本県の医師確保を図るため、医師修学資金貸付制
度における貸付者数と同程度（過去３年の平均貸
付者数）以上を目指す必要があるため。

３　医師・看護
職員確保・定着
対策と地域医
療格差解消に
向けた取組の
推進

10 看護職員の離職率 ％
13.6

（R4年度実績値）
11.1

(R6年度)
看護職員の年度の平均常勤職員数に占める当該
年度の退職者数の割合

直近5年間(H29年度～R3年度)の全国平均値並み
とするため

３　医師・看護
職員確保・定着
対策と地域医
療格差解消に
向けた取組の
推進

11
県ホームページで公表しているＡＥＤ
設置施設数

箇所
6,892

(R5年4月時点)
7,864

(R6年度)
AEDの設置場所を検索できるシステム（AED設置情
報提供システム）で公表しているAEDの設置施設数

AEDを検索できるシステムの登録情報の正確な把
握に努めるとともに周知を図る（AED等普及促進計
画活動目標）。

４　救急医療体
制の整備
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【施策】 Ⅲ－１－①　医療提供体制の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

33 ％
67.5

（R2年度）
70.0

（R6年度）

34 ％
52.3

（R2年度）
80.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：15

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

地域の医療体制に安心を感じている県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制に
あると思いますか」との質問に対し、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した県民の割合

臨床研修修了者の県内定着率 医師国家試験合格後、2年間の臨床研修を修了した者のうち、県内医療機関に勤務した者の割合。

12 救急安心電話相談件数 件
26,743

（R5年12月末時点）
39,000

（R6年度）

夜間・休日に病院を受診するか救急車を呼ぶか
迷った際に、看護師や医師が、適切な助言を与え
る救急安心電話相談件数

年々相談件数は増加しているが、今後も救急安心
電話相談事業の周知を続けていくことで相談件数
の更なる増加を図っていく。

４　救急医療体
制の整備

13 小児救急電話相談件数 件
55,077

（R5年度実績見込）
61,724

（R6年度）

夜間に小児患者の保護者等からの電話相談に対
し、看護師や小児科が、適切な助言を与える小児
救急電話相談件数

年々相談件数は増加しているが、今後も小児救急
電話相談事業の周知を続けていくことで相談件数
の更なる増加を図っていく。

５　周産期・小
児救急医療体
制の整備

14 自治体病院医師数 人
1,034人

（R5年度実績値）

増加を
目指します
(R6年度)

県内自治体病院（県立病院を除く）の常勤換算医師
数

地域の医療提供体制確保において、中核的役割を
果たしている自治体病院における医師数を増加さ
せる必要がある。

６　自治体病院へ
の支援

15 県立病院新入院患者数 人
19,641

（R4年度実績）
24,144

(R6年度）
県立病院に新たに入院した患者数

令和3年度から令和6年度を計画期間とする千葉県
立病院改革プランにおける目標

７　県立病院の充
実強化

16 県立病院新外来患者数 人
32,131

（R4年度実績）
34,791

（R6年度）
県立病院において新たに外来受診した患者数

令和3年度から令和6年度を計画期間とする千葉県
立病院改革プランにおける目標

７　県立病院の充
実強化

54 ページ



【施策】 Ⅲ－１－②　生涯を通じた健康づくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

35
68.2

（R2年）
65.7

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：8

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
県民の主体的な健康づくり事業を実
施する市町村数

市町村
41

（R6.1月末現在）
44

健康ポイント事業*を行う市町村の数

＊県民が食事・運動・喫煙等の生活習慣改善へ取
り組んだり、健康診断・健康教室へ参加する等、市
町村の実施する健康ポイント事業に参加しポイント
を貯めると、市町村から景品を受け取ったり、県が
発行する優待カードがもらえ、県が提携する協賛店
で割引等のサービスが受けられる仕組み。

県民主体の健康づくりのために、「元気ちば！健康
チャレンジ事業」は令和2年12月から開始した事業
で、この事業の開始前は健康づくりポイント事業実
施市町村は２７団体であったが、R6年度末までに
県内約80％の４４団体の実施を目指す。

１　県民主体の
健康づくりの推
進

2
県口腔保健支援センター主催の研修
会に参加する市町村数

市町村
36

(R5年度)
増加を目指します（R6年度）

県口腔保健支援センターが主催する研修会に参加
する市町村数

生涯を通じた歯・口腔の健康づくりを推進するた
め、より効果的な歯・口腔保健サービスに取り組む
市町村数を増やすことで、むし歯や歯周病の予防
と共にや口腔機能の維持・向上を目指す。

１　県民主体の
健康づくりの推
進

3
定期予防接種ワクチンの再接種費用
の助成をする市町村数

市町村
24

（R5年9月調査時点）
増加を目指します

（R6年度）
定期予防接種ワクチンの再接種費用の助成をする
市町村数

定期予防接種ワクチンの再接種費用の助成をする
市町村数の増加を目指す。

１　県民主体の
健康づくりの推
進

4
糖尿病性腎症・慢性腎臓病（ＣＫＤ）重
症化予防対策に取り組む市町村数

市町村
32

（R5年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

糖尿病性腎症重症化予防プログラム取組状況調
査により把握する、糖尿病性腎症・慢性腎臓病
（CKD）重症化予防対策に取り組む市町村数

県民の健康寿命の延伸と医療費の適正化を図るた
め、糖尿病性腎症・慢性腎臓病（CKD）対策に取り
組む市町村数を増やすことで、糖尿病性腎症・慢性
腎臓病（CKD）重症化予防の推進を目指す。

２　生活習慣病
の発症予防と
重症化防止対
策の推進

5
千葉県のがん情報サイト「ちばがんな
び」の訪問者数

人
215,706

（令和5年度1月末までの実
績）

266,693
（R6年度）

県内のがんに関する情報を掲載した県が運用管理
するインターネットサイト「ちばがんなび」の訪問者
数

令和5年度のサイト訪問者実績予想の1.5％増を目
指す。

３　総合的なが
ん対策の推進

6
ひきこもりサポーター養成・フォロー
アップ研修修了者

人

52
(R4年度実績)

※R5は、R6.3に研修開催予
定

31
（令和6年度）

県が実施するひきこもりサポーター養成・フォロー
アップ研修の修了者数

ひきこもりについての身近な相談窓口である市町
村がひきこもり本人や家族を支援できるように、県
でひきこもりサポーターの養成研修を実施する。目
標数値については、これまでの過去5年の累計修
了者数（157 人）の１年当たりの平均値である31名
とした。

４　こころの健
康づくり・ひきこ
もり対策の推進

指標名 指標の解説

がんによる75歳未満年齢調整死亡率
（人口10万対）

人口構成が基準人口（昭和60年モデル人口）と同じと仮定した場合における75歳未満の人口10万人当
たりのがんによる死亡率
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【施策】 Ⅲ－１－②　生涯を通じた健康づくりの推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

35
68.2

（R2年）
65.7

（R6年）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：8

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

がんによる75歳未満年齢調整死亡率
（人口10万対）

人口構成が基準人口（昭和60年モデル人口）と同じと仮定した場合における75歳未満の人口10万人当
たりのがんによる死亡率

7 ○ 自殺死亡率［人口10万人対］ 人
16.7

（R4年実績値）
減少を目指します（R6年度 ）

厚生労働省「人口動態統計」における人口１０万人
当たりの自殺死亡率

第２次千葉県自殺対策推進計画の計画目標とし
て、自殺死亡率をH26～28年の3年移動平均値18.6
から30%減少させ、R6-8年の移動平均値を13.0とす
ることを設定。（計画期間：H30～R9年度）

５　総合的な自
殺対策の推進

8
検索連動型広告による自殺相談窓口
一覧の閲覧回数

回
32,406

（R5.1月末時点）
増加を目指します

（R6年度 ）
検索連動型広告の仕組みを利用して県ホームペー
ジの相談窓口一覧のページを閲覧した回数

インターネットで自殺に関連するキーワードを検索
した県民を対象に、検索連動型広告を活用して検
索結果として県HPの相談窓口一覧のページを表示
させることで、当該ページを閲覧してもらい、相談窓
口で悩みを解決したり必要な支援に繋げる。

５　総合的な自
殺対策の推進

9 自殺対策計画を策定する市町村数 市町村
51

（R4年度実績値）
54

(R6年度)
自殺対策計画を策定する市町村

第２次千葉県自殺対策推進計画（計画期間：H30-
R9年度）の評価指標の一つ

５　総合的な自
殺対策の推進
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【施策】 Ⅲ－２－①　高齢者福祉の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

36 ％
26.7

（R2年度）
35.0

（R6年度）

37 市町村
32

（R2年度）
54

（R6年度）

38 ％
男性70.7
女性64.3

（R元年度）

80.0
（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：17

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
介護予防事業従事者研修の参加者
数

人
151

（R5年度実績値）
200

（R6年度）

介護予防関連事業の効果的実施を支援するため、
市町村介護予防事業担当者に対する介護予防事
業の展開並びに評価に関する研修会に参加した人
数

研修 はを年2回実施し、1回につき各市町村から2名
ずつに加え、地域包括支援センターやリハビリテー
ション専門職を対象に含め、年間２００人の研修参
加者数を目指す。

１　生涯現役社
会の実現に向
けた環境整備と
高齢者の健康
づくりの促進

2 生涯大学校の入学者の定員充足率 ％
76.4

（R4年度実績値）
※R5年度入学者

86.0
（R6年度実績値）
※R7年度入学者

地域活動の担い手となる人材の育成を進め、高齢
者自らの健康維持や社会参加による生きがいの高
揚を図るために設置した生涯大学校の入学者の定
員充足率

R5年度までの健康・生活学部の定員充足率の目標
を80％として、造形学部も含めた全体の定員充足
率を86％に設定。

※R6年度入学生から、造形学部も含めた「健康・生
活学部」の一学部編成となる。

本籍

１　生涯現役社
会の実現に向
けた環境整備と
高齢者の健康
づくりの促進

3
女性・中高年齢者の就労支援施設に
おいて、新規登録した求職者に対す
る就職者の割合

％
22.3

(R6年1月時点)
28.2

(R6年度)

千葉県ジョブサポートセンターに新規登録した求職
者に対する、就職が決定した者の割合

R2年度～R4年度の千葉県ジョブサポートセンター
において、新規登録した求職者に対する就職者の
割合の年度平均から増加を目指す。

再掲

１　生涯現役社
会の実現に向
けた環境整備と
高齢者の健康
づくりの促進

4
地域包括支援センター職員研修受講
者数

人
346

（R5年度実績値）
320

（R6年度）

地域包括支援センターの職員の技能を向上し、セ
ンターの適切な運営を確保することを目的として実
施する、地域包括支援センター職員を対象とした研
修の受講者数。

研修の募集定員を初任者向160名、現任者向け
160人の計320人に設定。

２　地域包括ケ
アシステムの推
進体制構築へ
の支援

5 在宅療養支援診療所・病院数 か所
464

（R5年度）
増加を目指します

（R6年度）

地域における在宅医療体制の中核となる、在宅患
者を24時間体制で支援する機能を持った、在宅療
養支援診療所及び病院の施設基準届出数。

在宅医療推進のための事業を実施することで、在
宅医療に取り組む診療所・病院の増加を目指す。

再掲

３　医療・介護
連携の推進と
地域生活を支
える介護・生活
支援サービス
の充実

就業又は何らかの地域活動をしている高齢者（60歳
以上）の割合

生活習慣に関するアンケート調査において、60歳以上の県民のうち「あなたは、この1週間に仕事をしま
したか」という質問に対し「はい」と回答、又は「あなたは、この1年間に、趣味・スポーツ・地域の行事等、
何らかの地域活動に参加しましたか」との質問に対し「参加した」と回答した県民の割合

指標名 指標の解説

高齢者施策について満足している県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、お年寄りが安心して暮らせる高齢者施策についてどうお
感じですか」との質問に対し、「大変満足している」「まあ満足している」と回答した県民の割合

介護予防・日常生活支援総合事業における「多様な
サービス」（訪問型及び通所型）に取り組む市町村数

介護保険法第115条の45第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業のうち、全国一律の基準
で実施されている訪問・通所型サービス以外に、要支援者等のニーズに応じたサービス提供の取組を
実施している市町村の数
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【施策】 Ⅲ－２－①　高齢者福祉の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

36 ％
26.7

（R2年度）
35.0

（R6年度）

37 市町村
32

（R2年度）
54

（R6年度）

38 ％
男性70.7
女性64.3

（R元年度）

80.0
（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：17

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

就業又は何らかの地域活動をしている高齢者（60歳
以上）の割合

生活習慣に関するアンケート調査において、60歳以上の県民のうち「あなたは、この1週間に仕事をしま
したか」という質問に対し「はい」と回答、又は「あなたは、この1年間に、趣味・スポーツ・地域の行事等、
何らかの地域活動に参加しましたか」との質問に対し「参加した」と回答した県民の割合

指標名 指標の解説

高齢者施策について満足している県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、お年寄りが安心して暮らせる高齢者施策についてどうお
感じですか」との質問に対し、「大変満足している」「まあ満足している」と回答した県民の割合

介護予防・日常生活支援総合事業における「多様な
サービス」（訪問型及び通所型）に取り組む市町村数

介護保険法第115条の45第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業のうち、全国一律の基準
で実施されている訪問・通所型サービス以外に、要支援者等のニーズに応じたサービス提供の取組を
実施している市町村の数

6
「地域リハビリテーション研修プログラ
ム 修了者」が在籍する「ちば地域リ
ハ・パートナー」登録機関数

機関
―

（R5年度実績値）
42

（R6年度）

県が実施する「地域リハビリテーション研修プログラ
ム」（令和6年度に構築予定）を 修了した者が在籍
する「ちば地域リハ・パートナー」登録機関の数

千葉県保健医療計画において、障害のある人（子
どもを含む）や高齢者を含め地域に暮らす全ての
県民がいつまでも生き生きとした生活を送ることで
きる社会を実現するために、各圏域に1箇所指定し
ている広域支援センターの支援機能を充実させる
役割を担うものとして令和11年度までに250機関の
登録を目指す必要があるため

再掲

３　医療・介護
連携の推進と
地域生活を支
える介護・生活
支援サービス
の充実

7
県補助によりバリアフリー設備が設置
された駅数

駅
4

（R5年度実績値）
3

（R6年度）
県が補助を行い、ホームドア、エレベーター、内方
線付き点状ブロックが設置された駅数

「千葉経済圏の確立と社会資本の整備」を実現する
ため、県内鉄道駅のバリアフリー化を推進してお
り、R6年度は2駅6線のホームドア及び1駅2線の内
方線付き点状ブロックの整備について、補助を行
う。

再掲

４　高齢者が暮
らしやすい住ま
い・まちづくりの
推進

8
広域型特別養護老人ホーム整備数
（累計）

床
29,398

（R5年度実績値見込）
30,145

（R6年度）

定員が30人以上の特別養護老人ホームで、設置
市町村以外の方も入所が可能な広域型特別養護
老人ホームの整備定員数

高齢者保健福祉計画における目標値（広域型と地
域密着型合計でR6年度末に32,257床）を基に設定

４　高齢者が暮
らしやすい住ま
い・まちづくりの
推進

9
地域密着型特別養護老人ホーム整備
数（累計）

床
2,106

（R5年度実績値見込）
2,112

（R6年度）

定員が29人以下の特別養護老人ホームで、設置
市町村の方のみ入所が可能な地域密着型特別養
護老人ホームの整備定員数

高齢者保健福祉計画における目標値（広域型と地
域密着型合計でR6年度末に32,257床）を基に設定

４　高齢者が暮
らしやすい住ま
い・まちづくりの
推進

10
介護の未来案内人事業の受講者数
（学校派遣＋ワークショップ）

人
537

（R4年度実績値）
767

（R6年度）
県が実施する介護の未来案内人事業の受講者数
（学校派遣＋ワークショップ）

若年層に介護職の魅力を発信し、介護分野への新
規就業促進を図る必要があるため。

５　福祉・介護
人材確保・定着
対策の推進

58 ページ



【施策】 Ⅲ－２－①　高齢者福祉の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

36 ％
26.7

（R2年度）
35.0

（R6年度）

37 市町村
32

（R2年度）
54

（R6年度）

38 ％
男性70.7
女性64.3

（R元年度）

80.0
（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：17

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

就業又は何らかの地域活動をしている高齢者（60歳
以上）の割合

生活習慣に関するアンケート調査において、60歳以上の県民のうち「あなたは、この1週間に仕事をしま
したか」という質問に対し「はい」と回答、又は「あなたは、この1年間に、趣味・スポーツ・地域の行事等、
何らかの地域活動に参加しましたか」との質問に対し「参加した」と回答した県民の割合

指標名 指標の解説

高齢者施策について満足している県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、お年寄りが安心して暮らせる高齢者施策についてどうお
感じですか」との質問に対し、「大変満足している」「まあ満足している」と回答した県民の割合

介護予防・日常生活支援総合事業における「多様な
サービス」（訪問型及び通所型）に取り組む市町村数

介護保険法第115条の45第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業のうち、全国一律の基準
で実施されている訪問・通所型サービス以外に、要支援者等のニーズに応じたサービス提供の取組を
実施している市町村の数

11 キャリアアップ研修受講者数 人
1,805

（R4年度実績値）
1,852

（R6年度）
県が支援するキャリアアップ研修の受講者数

多様化するニーズに適切に対応していくために、介
護職員の資質向上を図る必要があるため。

５　福祉・介護
人材確保・定着
対策の推進

12
外国人介護人材支援センターでの制
度説明会・研修の受講者数

人
137

（R4年度実績値）
118

（R6年度）
県が委託する外国人介護人材支援センターでの制
度説明会・研修の受講者数

外国人介護人材の受入に関する理解を広め、介護
施設等での受入を促進する必要があるため。

５　福祉・介護
人材確保・定着
対策の推進

13
「ちばSSKプロジェクト」協定締結企業
数（累計）

社
13

（R5年度実績値）
増加を目指します

（R6年度）

「ちばSSKＫプロジェクト」の趣旨に賛同される地域
で活動を行う事業所で、高齢者の見守りと合わせ
事業所の特性を生かした取組を行う事業所数

高齢者保健福祉計画における目標値（R5年度末に
16社締結）を基に設定したが、令和4年度実績から
目標を達成することが困難な状況である。

６　高齢者の尊
厳を守りながら
地域で支え合う
仕組みづくりの
推進

14
高齢者の虐待防止対策研修受講者
数

人
818

（R5年度実績値）
850

（R6年度）

市町村や地域包括支援センター職員及び介護サー
ビス事業所職員等に広く虐待防止の理解を深める
とともに、高齢者虐待対応技術の向上を図るため
実施する高齢者虐待防止対策研修の受講者数

研修の募集定員を初任者向け200名、現任者向け
200名、専門職向け200名、事業所向け（通所介護
訪問事業所）に250名の計850名に設定。

６　高齢者の尊
厳を守りながら
地域で支え合う
仕組みづくりの
推進

15
高齢者権利擁護・身体拘束廃止研修
受講者

人
375

（R5年度実績値）
360

(R6年度)

介護保険施設等の職員を対象とし、高齢者の権利
擁護と身体拘束廃止に関する基礎、専門的な知識
並びに技術を習得するための研修の受講者数

令和6年度実施計画値に設定

６　高齢者の尊
厳を守りながら
地域で支え合う
仕組みづくりの
推進
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【施策】 Ⅲ－２－①　高齢者福祉の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

36 ％
26.7

（R2年度）
35.0

（R6年度）

37 市町村
32

（R2年度）
54

（R6年度）

38 ％
男性70.7
女性64.3

（R元年度）

80.0
（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：17

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

就業又は何らかの地域活動をしている高齢者（60歳
以上）の割合

生活習慣に関するアンケート調査において、60歳以上の県民のうち「あなたは、この1週間に仕事をしま
したか」という質問に対し「はい」と回答、又は「あなたは、この1年間に、趣味・スポーツ・地域の行事等、
何らかの地域活動に参加しましたか」との質問に対し「参加した」と回答した県民の割合

指標名 指標の解説

高齢者施策について満足している県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、お年寄りが安心して暮らせる高齢者施策についてどうお
感じですか」との質問に対し、「大変満足している」「まあ満足している」と回答した県民の割合

介護予防・日常生活支援総合事業における「多様な
サービス」（訪問型及び通所型）に取り組む市町村数

介護保険法第115条の45第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業のうち、全国一律の基準
で実施されている訪問・通所型サービス以外に、要支援者等のニーズに応じたサービス提供の取組を
実施している市町村の数

16 認知症サポート医の養成人数（累計） 人
629

（Ｒ6年3月時点）
660

（R6年度）
認知症についてかかりつけ医に助言し、地域の連
携役となる「認知症サポート医」の養成人数

過去の養成実績を基にR6年度は30人の養成を目
標としており、R6年度末までに660人の養成を目指
す。
（高齢者保健福祉計画）

７　認知症の方
や家族の方な
どに対する総
合的な支援の
推進

17 認知症サポーター数（累計） 人
633,145

（R5年12月時点）
673,000

（R6年度）

認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を
温かく見守り、応援する「認知症サポーター」の養
成人数

近年の養成実績を基に毎年40,000人の養成を目標
とし、R６年度末までに673,000人の養成を目指す。
（高齢者保健福祉計画）

７　認知症の方
や家族の方な
どに対する総
合的な支援の
推進
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【施策】 Ⅲ－２－②　障害者福祉の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

39 ％
42.0

（R2年度）
50.0

（R6年度）

40 人
871

（R2年度）
1,400

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 グルーホーム等の定員 人
10,410

（R4年度末時点）
増加を目指します

（R6年度）
グループホーム、生活ホーム、ふれあいホームに
おける定員数

第八次千葉県障害者計画に基づき、障害者のある
人が、身近な地域において日常生活及び社会生活
を営めるようにするため、地域移行の一層の推進を
図る

１　入所施設等
から地域生活
への移行の推
進

2
地域移行・地域定着協力病院の指定
数

箇所
24

（R4年度実績値）
25

（R6年度）

精神科病院における長期入院者の地域移行に積
極的に取り組む「地域移行・地域定着協力病院」に
認定された病院の箇所数

第八次千葉県障害者計画の目標値（R8年度までに
27箇所）を基に設定

２　精神障害の
ある人の地域
生活の推進

3 手話通訳・要約筆記者の養成数 人
42

(R4年度実績値)
80

(R6年度)
手話通訳者・要約筆記者の養成を行う講座の修了
者

第八次千葉県障害者計画の目標値（毎年度80人）
を基に設定

３　障害のある
人への理解を
広げ権利を擁
護する取組の
推進

4 盲ろう者向け通訳・介助員の養成数 人
14

(R4年度実績値)
20

(R6年度)
盲ろう者向け通訳・介助員の養成を行う講座の修
了者

第八次千葉県障害者計画の目標値（毎年度20人）
を基に設定

３　障害のある
人への理解を
広げ権利を擁
護する取組の
推進

5 点訳・朗読奉仕員の養成数 人
44

(R4年度実績値)
50

(R6年度)
点字図書及び録音図書を作成するボランティアの
養成を行う講座の修了者数

第八次千葉県障害者計画の目標値（毎年度50人）
を基に設定

３　障害のある
人への理解を
広げ権利を擁
護する取組の
推進

6
障害のある人もない人も共に暮らしや
すい千葉県づくり条例に関する周知
啓発活動の回数

回
3,979

（R4年度実績値）
2,000

（R6年度）
障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県
づくり条例について周知啓発活動を行った回数

第八次千葉県障害者計画の目標値（毎年度2,000
回）を基に設定

３　障害のある
人への理解を
広げ権利を擁
護する取組の
推進

指標名 指標の解説

「共生社会」という考え方を知っている県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、障害のある・なしにかかわらず、誰もが社会の一員として
お互いを尊重し、支え合って暮らす『共生社会』という考え方を知っていますか」との質問に対し「知って
いる」と答えた県民の割合

福祉施設利用者の一般就労への移行実績 福祉施設を利用している障害のある人のうち、一般就労に移行した人の数
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【施策】 Ⅲ－２－②　障害者福祉の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

39 ％
42.0

（R2年度）
50.0

（R6年度）

40 人
871

（R2年度）
1,400

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

「共生社会」という考え方を知っている県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、障害のある・なしにかかわらず、誰もが社会の一員として
お互いを尊重し、支え合って暮らす『共生社会』という考え方を知っていますか」との質問に対し「知って
いる」と答えた県民の割合

福祉施設利用者の一般就労への移行実績 福祉施設を利用している障害のある人のうち、一般就労に移行した人の数

7
児童発達支援センター設置市町村数
※共同設置を含む

市町村
36

（R5年10月時点）
増加を目指します

（R6年度）
児童発達支援センターを設置している市町村数（圏
域で共同設置している場合を含む）

第八次千葉県障害者計画の目標値（R8年度までに
54市町村）を基に設定

４　障害のある
子どもの療育
支援体制の充
実

8
医療的ケア児等支援者研修の実施回
数

回
6

（R6年2月時点）
5

（R6年度）

医療的ケア児等支援センター等において実施す
る、医療的ケア児等の支援人材の育成のための研
修回数

医療的ケア児等を支援する人材を増やすため、医
療的ケア児等支援センター等において研修を年５
回実施する。

４　障害のある
子どもの療育
支援体制の充
実

9
医療的ケア看護職員専門性の維持・
向上に向けた実技研修参加可能人数

人
70

（R5年度実績値）
80

（R6年度）
特別支援学校に勤務する医療的ケア看護職員が、
医療機関で実施する実技研修に参加可能な人数

第3次千葉県特別支援教育推進基本計画（令和4
年3月策定）で示している指標であり、中間目標を
令和8年度の目標値として、特別支援学校に勤務
する医療的ケア看護職員を対象に、医療機関での
実地研修の参加人数枠を90人分確保すること目指
すとしている。

４　障害のある
子どもの療育
支援体制の充
実

10 主任相談支援専門員研修の実施数 回
1

（R5年度実績値）
1

（R6年度）
県が実施する主任相談支援専門員研修の実施回
数

基幹相談支援センター等において、地域の相談支
援に関する指導的な役割を担うことができる人材と
して、主任相談支援専門員を養成するため年1回の
研修を実施する。

５　障害のある
人の相談支援
体制の充実

11 相談支援専門員の養成数 人
395

（R5年度実績値）
600

（R6年度）
県が実施する相談支援従事者初任者研修の修了
者数

第八次千葉県障害者計画の目標値を基に設定
５　障害のある
人の相談支援
体制の充実

12
福祉施設から公共職業安定所へ誘導
する福祉施設利用者数

人
2,017

（R4年度末時点）
2,263

（R6年度）
福祉施設を利用している障害のある人のうち、公共
職業安定所に誘導した人の数

第八次千葉県障害者計画の目標値を基に設定

６　障害のある
人の一般就労
の促進と福祉
的就労の充実
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【施策】 Ⅲ－２－②　障害者福祉の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

39 ％
42.0

（R2年度）
50.0

（R6年度）

40 人
871

（R2年度）
1,400

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

「共生社会」という考え方を知っている県民の割合
県政に関する世論調査において、「あなたは、障害のある・なしにかかわらず、誰もが社会の一員として
お互いを尊重し、支え合って暮らす『共生社会』という考え方を知っていますか」との質問に対し「知って
いる」と答えた県民の割合

福祉施設利用者の一般就労への移行実績 福祉施設を利用している障害のある人のうち、一般就労に移行した人の数

13 障害者雇用率達成企業の割合 ％
52.6

(R5年度実績値)
増加を目指します

(R6年度)
障害者の法定雇用率を達成している県内企業の割
合

令和6年4月から段階的に法定雇用率が引き上げら
れる。法定雇用率は5年毎に設定されるため、今後
も引上げが想定されることから増加を目指す。

本籍

６　障害のある
人の一般就労
の促進と福祉
的就労の充実

14
発達障害者支援センター及び発達障
害者地域支援マネジャーの関係機関
への助言数

件
878

（R4年度末時点）
900

（R6年度）

発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援
マネジャー（県及び千葉市）の関係機関への助言
件数

第八次千葉県障害者計画の目標値を基に設定

７　障害のある
人一人ひとりに
着目した支援
の充実
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【施策】 Ⅳ－１－①　妊娠・出産・子育て環境の整備

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

41 市町村
37

（R2年度）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：6

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
「チーパス・スマイル」の登録者数（累
計）

人
158,956

（R6年1月時点）
194,000

（R6年度）

結婚から妊娠・出産、子育てまで各ステージで必要
な情報を発信するため、県が開発した専用ウェブサ
イトの登録者数

令和5年度の登録者数について、月平均で3,000人
の登録があり、同等若しくはそれ以上の登録者を
見込んでいるため。

１　結婚や妊
娠・出産の希望
をかなえるため
の支援

2
「若者と一緒に考える地域活性化セミ
ナー」の開催数

回
7

（R5年度実績値）
7

（R6年度）
県が実施する「若者と一緒に考える地域活性化セミ
ナー」の開催数。

これからの社会を担う若い世代が、自らの希望が
かなうライフデザインを考えるよう意識の醸成を図
るため、年8回セミナー開催する。

１　結婚や妊
娠・出産の希望
をかなえるため
の支援

3 母子保健研修等開催実績 市町村数
54市町村

（R5年度実績）
54市町村
（R6年度）

児童家庭課及び各健康福祉センターにおいて実施
した母子保健関係者の資質向上を図るための研修
会に参加した市町村数

国や県及び各保健所及び市町村では、それぞれの
立場で母子保健関係の研修会を実施しており、「安
心して妊娠・出産・子育てができる環境づくり」を目
指している。このため、県においても研修の機会を
確保し、母子保健指導者の資質の向上を図ってい
るため。

２　健康で安心
な子育て環境
づくりと経済的
負担の軽減

4
アドバイザーを活用して働き方改革の
推進に取り組んだ企業数（累計）

社
216

（R6年1月末時点）
261

（R6年度）
アドバイザー派遣事業を活用して働き方改革の推
進やテレワークの導入に取り組んだ企業総数

前年度の企業からの応募状況及びR6年度の事業
予定等を勘案して目標値を設定

再掲
３　働きながら
生み育てやす
い環境づくり

5
“社員いきいき！元気な会社”宣言企
業登録事業所数（累計）

社
995

（R6年1月末時点）
1020

（R6年度）

仕事と生活の両立支援や誰もが働きやすい職場環
境づくりに取り組み、本制度に登録した事業所の総
数

過去の実績（増加数）等を踏まえて目標値を設定 再掲
３　働きながら
生み育てやす
い環境づくり

6
男女共同参画推進事業所表彰件数
（累計）

件
57

（R5年度実績値）
62

(R6年度）
男女が共同して参画できる職場づくりに向け積極的
な取組を行っている事業所の累計表彰件数

仕事と家庭の両立支援や女性の登用・職域拡大等
に積極的に取り組む企業が持続的に増えること
で、男女が共に意欲と能力を生かして働きやすい
社会づくりにつながる。R6年度の目標値は、過去3
年間の表彰件数の実績を踏まえて設定した。

再掲
４　男女が協力
して子育てでき
る環境づくり

指標名 指標の解説

産後ケア事業を実施している市町村数
産後の心身の不調などで支援を必要とする母子に対し、心身のケアや育児のサポートを行っている市
町村の数
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【施策】 Ⅳ－１－②　地域による子育て支援の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

42 箇所
340

（R2年度）
362

（R6年度）

43 人
428

(R3年4月1日現在）
解消を目指します

（R7年4月1日現在）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 認定こども園の施設数 箇所
254

（R5年4月1日現在）

増加を
目指します
(R6年度）

認定こども園の施設数
保育の受け皿整備を図り、待機児童を解消するた
め、前年度比で増加を目指します

１　待機児童の
解消に向けた
保育所整備等
の促進

2 ○ 保育所等定員数 人
136,123

（R5年4月1日現在）

増加を
目指します
(R6年度）

保育所、認定こども園及び地域型保育事業の利用
定員数

市町村の実施計画を踏まえた利用定員数を目標値
として設定

１　待機児童の
解消に向けた
保育所整備等
の促進

3
保育士修学資金等の貸付を受けた人
数

人
792

（R4年度実績）

貸付けが必要な者すべてに
貸付けを目指します

（R6年度)

保育士修学資金、保育料、就職準備金の貸付を受
けた人数

保育士確保のため、前年度比で増加を目指します
２　保育人材の
確保と資質の
向上

4
ちば保育士・保育所支援センターにお
けるマッチング数

人
149

（R4年度実績）

増加を
目指します
(R6年度）

センターにおいて、マッチングにより就職・内定に結
びついた者の数

保育士確保のため、前年度比で増加を目指します
２　保育人材の
確保と資質の
向上

5
現任保育士等を対象とした研修受講
者延べ人数

人
10,129

（R4年度実績）

研修が必要な者すべての受
講を目指します

(R6年度）

現任保育士等を対象とした研修（保育所保育士等
研修、保育士等キャリアアップ研修等）を受講した
者の人数

保育人材の質の確保のため、前年度比で増加を目
指します

２　保育人材の
確保と資質の
向上

6
認可外保育施設に勤務している保育
従事者を対象とした研修受講者延べ
人数

人
311

（R5年度実績）

増加を
目指します
(R6年度）

認可外保育施設質の確保・向上のための研修受講
者数

認可外保育施設質の確保・向上のため、前年度比
で増加を目指します

２　保育人材の
確保と資質の
向上

指標名 指標の解説

地域子育て支援拠点の数
地域の身近なところで、気軽に、子育て中の親子の交流や子育て相談ができる地域子育て支援拠点の
数

保育所等の待機児童数 政令市・中核市を含む保育所等の利用待機児童数
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【施策】 Ⅳ－１－②　地域による子育て支援の充実

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

42 箇所
340

（R2年度）
362

（R6年度）

43 人
428

(R3年4月1日現在）
解消を目指します

（R7年4月1日現在）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

地域子育て支援拠点の数
地域の身近なところで、気軽に、子育て中の親子の交流や子育て相談ができる地域子育て支援拠点の
数

保育所等の待機児童数 政令市・中核市を含む保育所等の利用待機児童数

7 認可外保育施設の巡回支援施設数 箇所
80

（R5年度実績）
80

（R6年度）
認可外保育施設質の確保・向上のための巡回支援
指導施設数

認可外保育施設質の確保・向上のため、支援が必
要な施設に対する巡回支援指導を実施する

２　保育人材の
確保と資質の
向上

8
放課後児童健全育成事業の補助対
象支援単位数

箇所
1,626

（R4年度実績）

増加を
目指します
(R6年度）

当該補助事業が適用される放課後児童クラブ支援
単位数

市町村の実施計画を踏まえた施設数を目標値とし
て設定

３　多様な子育
て支援サービス
の充実

9
地域子ども・子育て支援事業の補助
が適用される地域子育て支援拠点事
業数

箇所
359

（R4年度実績）

増加を
目指します
(R6年度）

当該補助事業が適用される地域子育て支援拠点
事業数

市町村の実施計画を踏まえた施設数を目標値とし
て設定

３　多様な子育
て支援サービス
の充実

10
「子育て応援！チーパス事業」協賛店
舗数

店
8,097

（R5年12月末現在）

増加を
目指します
(R6年度）

子育て優待カード「チーパス」を提示するとサービス
が受けられる店舗数

現在の店舗数からの増加を目指します
４　企業参画に
よる子育て支援
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【施策】 Ⅳ－１－③　子どもの健やかな成長と自立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

44 ％
30.6

（R2年度）
34.8

（R6年）

％
81.4

(R2年度）
100

(R6年度）

％
82.7

(R2年度）
100

(R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：8

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 母子保健研修等開催実績 市町村
54

（R5年度実績）
54

（R6年度）

児童家庭課及び各健康福祉センターにおいて実施
した母子保健関係者の資質向上を図るための研修
会に参加した市町村数

国や県及び各保健所及び市町村では、それぞれの
立場で母子保健関係の研修会を実施しており、「安
心して妊娠・出産・子育てができる環境づくり」を目
指している。このため、県においても研修の機会を
確保し、母子保健指導者の資質の向上を図ってい
るため。

再掲

１　子どもの成
長の支援と家
庭教育力の向
上

2
新生児聴覚検査の精密検査結果につ
いて把握している市町村数

市町村
44

（R4年度実績）
増加を目指します

(R6年度)

市町村が公費補助をする新生児聴覚検査を受け、
要精密検査となった児について検査結果を把握し
ている市町村数

聴覚障害のある児については、早期に発見され適
切な支援が行われた場合、音声言語発達等への
影響を最小限に抑えられることから、新生児聴覚検
査の情報を得られる市町村が要精密検査となった
児の検査結果について把握し、必要な対策を講ず
ることが重要と考えられるため。

１　子どもの成
長の支援と家
庭教育力の向
上

3
家庭教育の推進に係る協力企業等の
数

箇所
835

（R6年1月末時点）
860

（R6年度）

（教育分野での社会貢献活動に取り組む企業を紹
介する「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制
度」への登録事業所数）＋（子どもが保護者の職場
を訪問する活動を推進する「子ども参観日」実施事
業所数）－（両方に重複している事業所数）

基本目標を達成するために、過去５年間における
「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制度」等の
新規登録事業所数の平均値を現状の実績値に足
して目標値を設定し、増加を目指す。
※1企業で10事業所を超える場合には、｢10｣として
計算することとする。

再掲

１　子どもの成
長の支援と家
庭教育力の向
上

4

若年者の就労支援施設（ジョブカフェ
ちば）において、新規登録した求職者
に対する正規雇用として就職した者の
割合

％
29.6

（R5年12月時点）
57.8

(R6年度)
ジョブカフェちばに新規登録した求職者に対する、
正規雇用として就職が決定した者の割合

R2年度～R4年度のジョブカフェちばにおいて、新規
登録した求職者に対する正規雇用として就職した
者の割合の年度平均から増加を目指す。

再掲
２　若者の経済
的自立と就労
支援

5
スクールカウンセラー年間配置時間
総数

時間
144,323

(R4年度実績値)

増加を
目指します
(R6年度)

スクールカウンセラーの年間配置時間の総数
教育相談体制をさらに充実させ、社会目標を達成
するため、スクールカウンセラーが対応できる時間
数の増加を目指す

再掲

３　児童虐待防
止と社会的養
護が必要な子
どもへの支援
の充実

3歳児健康診査の未受診児の状況把握率

45 1歳6か月児健診及び3歳児健診未受診児の状況を市町村が把握している割合

指標名 指標の解説

里親等委託率 社会的養護が必要な児童のうち、里親及びファミリーホームに委託されている児童の割合を指す指標

1歳6か月児健康診査の未受診児の状況把握率
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【施策】 Ⅳ－１－③　子どもの健やかな成長と自立

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

44 ％
30.6

（R2年度）
34.8

（R6年）

％
81.4

(R2年度）
100

(R6年度）

％
82.7

(R2年度）
100

(R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：8

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

3歳児健康診査の未受診児の状況把握率

45 1歳6か月児健診及び3歳児健診未受診児の状況を市町村が把握している割合

指標名 指標の解説

里親等委託率 社会的養護が必要な児童のうち、里親及びファミリーホームに委託されている児童の割合を指す指標

1歳6か月児健康診査の未受診児の状況把握率

6
スクールソーシャルワーカー年間配置
時間総数

時間
30,092

(R4年度実績値)

増加を
目指します
(R6年度)

スクールソーシャルワーカーの年間配置時間の総
数

教育相談体制をさらに充実させ、社会目標を達成
するため、スクールソーシャルワーカーが対応でき
る時間数の増加を目指す

再掲

３　児童虐待防
止と社会的養
護が必要な子
どもへの支援
の充実

7 ○
養育里親・養子縁組里親への登録組
数（累計）

組
730

(令和6年2月現在）
増加を目指します。(R6年度） 養育里親・養子縁組里親への登録組数

令和6年度の里親等委託率３４．８％を達成するた
めに、令和6年度までに620組の里親登録を目指し
ているため。

３　児童虐待防
止と社会的養
護が必要な子
どもへの支援
の充実

8
里親大会・里親制度説明会の参加者
数

人
里親大会　98

制度説明会　171
(R4年度実績値）

増加を目指します。(R6年度）
県が実施する里親大会、里親制度説明会への参
加者数

令和6年度の里親等委託率３４．８％を達成するた
めに、令和6年度までに620組の里親登録を目指し
ているため。

３　児童虐待防
止と社会的養
護が必要な子
どもへの支援
の充実

9 子どもの学習・生活支援事業実施数 市町村
41

(R5年4月時点)
増加を目指します

(R6年度）

生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮世帯の
子どもに対し、学習支援や進学への助言や生活習
慣の形成支援等を行う「子どもの学習・生活支援事
業」の実施市町村数

子どもの学習・生活支援事業の実施数を増やすこ
とにより、多くの生活困窮世帯等の子どもが無料で
学習支援教室や生活支援を利用することにつなが
り、高等学校等の進学率の向上などが図られ、結
果として子どもの貧困対策の推進に寄与するた
め。
なお、生活困窮者自立支援法において事業実施が
任意とされていることなどから事業実施する市町村
数の増加が困難な状況にある。

４　子どもの貧
困対策の推進
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【施策】 Ⅳ－２－①　未来を切り拓く人材の育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

46 ％
小学校77.8
中学校79.6
(R3年度)

全国平均以上かつ増加を目
指します
(R6年度)

47 ％

小学校国語65
小学校算数70
中学校国語65
中学校数学56

(R3年度)

全科目において、
全国平均正答率以上を目指

します
(R6年度)

48 ％
小学校81.3
中学校67.8
(R3年度)

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

49 点
48.9

(R元年度)
50.0

(R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：7 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
小学校専科非常勤講師等の配置校
数

校
136

（R5年度実績値）
160

(R6年度)

児童の学力及び学習意欲の向上を目指し、専門的
な教科指導の充実や質の高い授業づくりを行うた
め、県が独自に非常勤講師等を配置する小学校の
数

基本目標と社会目標を達成するために、段階的に
増員することを目指すものとする。

再掲

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立

2 ○
話し合う活動を通じて、自分の考えを
深めたり、広げたりすることができて
いる児童生徒の割合

％

小学校81.1
中学校78.6

(R5年度実績値)
*R5年全国平均

小学校81.8
中学校79.7

全国平均以上かつ増加を目
指します
（R6年度）

全国学力・学習状況調査における児童生徒質問紙
調査の質問「学級の友達（生徒）との間で話し合う
活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりす
ることができていまか」に対する回答のうち、肯定的
回答の児童生徒割合

社会目標を達成するために、授業での話し合い活
動を充実させる必要があるため。

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立

3 ○
平日の１日当たりの学校の授業時間
以外の勉強時間が、１時間より少ない
児童生徒の割合

％

小学校45.5
中学校32.4

(R5年度実績値)
*R5年度全国平均

小学校42.9
中学校33.9

全国平均以下かつ減少を目
指します
（R6年度）

全国学力・学習状況調査における児童生徒質問紙
調査の質問「学校の授業時間以外に、普段、１日
当たりどれくらいの時間、勉強をしますか」に対する
回答のうち、１時間未満の児童生徒割合

社会目標を達成するために、家庭での勉強時間が
少ない児童生徒の割合を全国平均より減少させる
必要があるため。

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立

4
全小中学校数に対して、教育事務所
が授業等の指導・支援をするために、
学校訪問を実施した回数

回
2.06

(R5年度実績値)
2.5

(R6年度)

全小中学校数に対して、各教育事務所が実施する
年間計画に基づく訪問及び、学校からの要請に応
じて訪問し、授業等の指導・支援を実施した回数
（延べ回数／全小中学校数）

社会目標を達成するために、R7年までに2.5回(各
学校少なくとも2回もしくは3回程度)の実施を目指
し、各学校における授業改善を推進する必要があ
るため。

再掲

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的な回
答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：80.3％
　中学校：68.6％

小学校における新体力テストの平均点 千葉県体力・運動能力調査における「握力」「50m走」「反復横跳び」など8種目80点満点の平均点

指標名 指標の解説

授業で、課題の解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んだ児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいましたか」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：78.2％
　中学校：81.0％

全国学力・学習状況調査の平均正答率

全国学力・学習状況調査における平均正答率
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：64.7％
　小学校算数：70.2％
　中学校国語：64.6％
　中学校数学：57.2％
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【施策】 Ⅳ－２－①　未来を切り拓く人材の育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

46 ％
小学校77.8
中学校79.6
(R3年度)

全国平均以上かつ増加を目
指します
(R6年度)

47 ％

小学校国語65
小学校算数70
中学校国語65
中学校数学56

(R3年度)

全科目において、
全国平均正答率以上を目指

します
(R6年度)

48 ％
小学校81.3
中学校67.8
(R3年度)

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

49 点
48.9

(R元年度)
50.0

(R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：7 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的な回
答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：80.3％
　中学校：68.6％

小学校における新体力テストの平均点 千葉県体力・運動能力調査における「握力」「50m走」「反復横跳び」など8種目80点満点の平均点

指標名 指標の解説

授業で、課題の解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んだ児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいましたか」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：78.2％
　中学校：81.0％

全国学力・学習状況調査の平均正答率

全国学力・学習状況調査における平均正答率
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：64.7％
　小学校算数：70.2％
　中学校国語：64.6％
　中学校数学：57.2％

5
主体的に授業改善に取り組んだ学校
の割合

％

小学校94.4
中学校88.0

(R5年度実績値)
*R5年度全国平均

小学校96.0
中学校93.0

全国平均以上かつ増加を目
指します
（R6年度）

全国学力・学習状況調査における学校質問紙調査
の質問「前年度の全国学力・学習状況調査の自校
の分析結果について、調査対象学年・教科だけで
はなく、学校全体で教育活動を改善するために活
用しましたか」に対する回答のうち、肯定的回答の
学校割合

社会目標を達成するために、授業改善を行う学校
が増加する必要があるため。第3期教育振興基本
計画振興基本計画においても同様の指標を設定し
ている。

再掲

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立

6
図書館ネットワークによる資料貸出冊
数

千冊
196

（R5年度見込み値）
219

（R6年度）

県立図書館が構築しているネットワークにより、県
立図書館から市町村立図書館等や県立学校等学
校図書館に貸し出された資料と、市町村の図書館
同士で貸借された資料の合計冊数

基本目標を設定するために、県立図書館から貸し
出された資料冊数（自然災害や新型コロナウイル
ス感染症の影響前のH30年度と同程度を設定）と、
市町村の図書館同士での貸出冊数（市町村立図書
館の事情による要素が多いため、前年度実績値を
設定）を足した数を設定する。

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立

7 ○
一日に10分間以上読書をする児童・
生徒の割合

％
小学校62.3
中学校54.3

（R5年度実績値）

増加を目指します
（Ｒ6年度）

全国学力・学習状況調査において「一日に10分間
以上読書をする」と答えた児童生徒の割合

社会目標を達成するために、読書をする児童生徒
を増加させることが必要であると考えられるため。

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立

8 ○

中学校卒業段階で英語力がCEFRの
A1レベル相当以上、高等学校卒業段
階でCEFRのA2レベル相当以上の生
徒の割合

％

中　54.0
高　45.3

(R5年度実績値）
※確定値はR6年6月

中　59
高　59

（R6年度）

中学校卒業段階で英語力が英検3級相当以上、高
等学校卒業段階で英語力が英検準２級相当以上を
達成した生徒の割合

第３期教育振興基本計画及び千葉県外国語教育
推進計画で同様の指標を設定しており、基本目標
を達成するため、千葉県外国語教育推進計画で
中・高ともに令和6年度の目標としている59%を目標
値とする。

１　人生を主体
的に切り拓くた
めの学びの確
立
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【施策】 Ⅳ－２－①　未来を切り拓く人材の育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

46 ％
小学校77.8
中学校79.6
(R3年度)

全国平均以上かつ増加を目
指します
(R6年度)

47 ％

小学校国語65
小学校算数70
中学校国語65
中学校数学56

(R3年度)

全科目において、
全国平均正答率以上を目指

します
(R6年度)

48 ％
小学校81.3
中学校67.8
(R3年度)

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

49 点
48.9

(R元年度)
50.0

(R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：7 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的な回
答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：80.3％
　中学校：68.6％

小学校における新体力テストの平均点 千葉県体力・運動能力調査における「握力」「50m走」「反復横跳び」など8種目80点満点の平均点

指標名 指標の解説

授業で、課題の解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んだ児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいましたか」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：78.2％
　中学校：81.0％

全国学力・学習状況調査の平均正答率

全国学力・学習状況調査における平均正答率
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：64.7％
　小学校算数：70.2％
　中学校国語：64.6％
　中学校数学：57.2％

9
地域・保護者等に道徳の授業公開を
行った学校の割合

％
小　76
中　61

（Ｒ4年度）

増加を目指します
（Ｒ6年度）

道徳の授業公開等により自校の道徳教育に関する
取組を公開した県内の公立小・中学校（千葉市を除
く）の割合

社会目標及び基本目標を達成するため、自らの生
き方についての考えを深める学習としての道徳教
育の充実を図る必要があり、教員の授業力を高め
るため、授業公開及びそれに伴う地域や保護者の
視点も踏まえた研究協議等の機会を増やす必要が
あるため。

２　豊かな心を
育む教育の推
進

10 ○
「道徳の授業で学んだことは必要のあ
ることだと思う」と考える児童生徒の割
合

％

令和５年度は年度末に集計
予定

小　95
中　92
高  92

(R4年度実績)

増加を目指します（R6年度）
「道徳の授業で学んだことは、必要のあることだと
思う」と肯定的に捉えた児童生徒の割合

社会目標及び基本目標を達成するため児童生徒
が自ら課題に取り組み、自己と他者、社会などとの
関係を深く見つめ、生きる希望や勇気を見出してい
くことができるような道徳の授業を推進していく必要
があるため。第３期教育振興基本計画においても
同様の指標を設定しており、令和６年度の目標を８
５％としているが、すでに目標値を上回っているた
め、さらなる増加を目指す。

２　豊かな心を
育む教育の推
進

11
いきいきちばっ子コンテスト
「遊・友スポーツランキングちば」の参
加校率

％
15.7

（R5年度2月時点）
18

（R6年度）

児童生徒が遊び感覚で取り組める運動種目（遊・
友スポーツランキングちば）を紹介し、実施した記録
を申請した県内の公立小・中学校、高等学校、特別
支援学校の参加率。（１回でも申請すれば参加とす
る。）

児童生徒の体力向上を図り社会目標を達成するた
めに、積極的な外遊びや運動することを奨励し、
遊・友スポーツランキングちばへの参加校の増加を
目指す。令和5年度は200校の参加だったが、令和
6年度については、230校程度、全体の約18%の参
加を目指す。

３　生涯をたくま
しく生きるため
の健康・体力づ
くりの推進
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【施策】 Ⅳ－２－①　未来を切り拓く人材の育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

46 ％
小学校77.8
中学校79.6
(R3年度)

全国平均以上かつ増加を目
指します
(R6年度)

47 ％

小学校国語65
小学校算数70
中学校国語65
中学校数学56

(R3年度)

全科目において、
全国平均正答率以上を目指

します
(R6年度)

48 ％
小学校81.3
中学校67.8
(R3年度)

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

49 点
48.9

(R元年度)
50.0

(R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：7 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的な回
答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：80.3％
　中学校：68.6％

小学校における新体力テストの平均点 千葉県体力・運動能力調査における「握力」「50m走」「反復横跳び」など8種目80点満点の平均点

指標名 指標の解説

授業で、課題の解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んだ児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいましたか」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：78.2％
　中学校：81.0％

全国学力・学習状況調査の平均正答率

全国学力・学習状況調査における平均正答率
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：64.7％
　小学校算数：70.2％
　中学校国語：64.6％
　中学校数学：57.2％

12
学校の授業時間以外の運動時間が１
日平均１時間以上である児童生徒の
割合

％

小学校男子 48.9
小学校女子 25.7
中学校男子 79.6
中学校女子 59.8
（R5年度実績値）
小学校男子 50.0
小学校女子 27.3
中学校男子 76.2
中学校女子 55.9

（参考：R5年度全国平均）

全国平均以上かつ増加を目
指します
（R6年度）

全国体力・運動能力、運動習慣等調査における児
童生徒質問紙の質問「学校の保健体育の授業以
外で運動(体を動かす遊びを含む）やスポーツを合
計で１日およそどのくらいしていますか」（曜日別に
回答）に対する回答の全曜日の時間を足したもの
が420分以上（１日平均１時間以上）の児童生徒の
割合

基本目標及び社会目標を達成するために、１日平
均１時間以上の運動をする児童生徒の割合を増加
させる必要があるため。

３　生涯をたくま
しく生きるため
の健康・体力づ
くりの推進

13 ○
学校歯科健診における齲歯（むし歯）
の未処置者数の割合

％
14.2

（R4年度実績値）
14

（R6年度）
学校歯科健診を受検した児童生徒数のうち、齲歯
の未処置者数の割合

学齢期からの歯の健康を維持することによる、県民
の健康な体づくりを実現するために、学校における
歯科健診及び歯科指導を通して「虫歯０」を目指し
ており、未処置者の割合がR2年度15.5％、R3年度
14.9％、R4年度14.2％と減少傾向にあり基本目標
を達成するために、更なる減少を目指す必要があ
るため。

３　生涯をたくま
しく生きるため
の健康・体力づ
くりの推進

14

幼・小・中・高等学校において作成し
た「個別の教育支援計画」や「個別の
指導計画」を学年間、他校種への引
継ぎ資料として活用した割合

％

個別の教育支援計画
75.1

個別の指導計画
75.8

(R5年度実績値)

個別の教育支援計画
82.5

個別の指導計画
83.7

(R6年度)

幼・小・中・高等学校において作成した「個別の教
育支援計画」や「個別の指導計画」を、学年間、他
校種への引継ぎで、個々に計画を活用して説明を
行い、計画を渡した割合 。

第３次千葉県特別支援教育推進基本計画（令和４
年３月策定）で同様の指標を設定しており、基本目
標を達成するため、令和８年度までに個別の教育
支援計画、個別の指導計画とも活用率90.0%を目標
としているため、年次進行で、令和6年の目標値を
算出した。

４　共生社会の
形成に向けた
特別支援教育
の推進
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【施策】 Ⅳ－２－①　未来を切り拓く人材の育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

46 ％
小学校77.8
中学校79.6
(R3年度)

全国平均以上かつ増加を目
指します
(R6年度)

47 ％

小学校国語65
小学校算数70
中学校国語65
中学校数学56

(R3年度)

全科目において、
全国平均正答率以上を目指

します
(R6年度)

48 ％
小学校81.3
中学校67.8
(R3年度)

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

49 点
48.9

(R元年度)
50.0

(R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：7 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的な回
答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：80.3％
　中学校：68.6％

小学校における新体力テストの平均点 千葉県体力・運動能力調査における「握力」「50m走」「反復横跳び」など8種目80点満点の平均点

指標名 指標の解説

授業で、課題の解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んだ児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいましたか」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：78.2％
　中学校：81.0％

全国学力・学習状況調査の平均正答率

全国学力・学習状況調査における平均正答率
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：64.7％
　小学校算数：70.2％
　中学校国語：64.6％
　中学校数学：57.2％

15
特別支援学校と交流及び共同学習を
している学校数

校
348

(R4年度実績値)

増加を
目指します
(R6年度)

特別支援学校と交流及び共同学習をしている学校
数。なお、直接学校を訪問して行う場合に加え、ＩＣ
Ｔの活用等による、間接的な交流も含める。

感染症などに大きく影響を受ける数値であり、経年
の数値の上昇を目標とすることが困難なため増加
を目指すとした。

４　共生社会の
形成に向けた
特別支援教育
の推進

16 ○
特別支援学校高等部卒業後に、希望
した進路を実現できた生徒の割合

％
94.7

(R4年度実績値）
95

（R6年度 ）
高等部３年生進路希望調査で選択した進路希望の
とおり、進路実現をすることができた生徒の割合。

H28年度から令和3年度までの就職希望者の内、就
職できた割合が97.9%である。これを参考とし、就職
のみならず全ての進路希望を含めた実現率の95%
以上を目指す。（なお、令和6年度まで毎年維持す
ることを目指すものである。）

４　共生社会の
形成に向けた
特別支援教育
の推進

17

職場見学や職場体験、職業人講話等
の職業にかかわる教育活動（オンライ
ン形式を含む）を通したキャリア教育
の実施状況（小・中学校）

%
98.8

（R4年度実績値）
100

（R6年度）

県が実施する「キャリア教育に関するアンケート」の
質問「いずれかの学年で『職業にかかわる教育活
動』を実施しましたか」に対する肯定的回答の割合

職場見学や職場体験活動は、いまだに感染症対策
による影響を受けやすいが、その中でオンライン形
式等も含めて実施方法を工夫して実施している学
校も増えているため、キャリア教育の実施状況の増
加を目指し、R6年度については、100%という目標を
設定する。

５　学びを将来
へとつなぐ系統
的なキャリア教
育の推進

18
インターンシップの実施状況（高等学
校）

％
58.9

（R4年度実績値）
95

（R6年度）
県内の公立高等学校（全日制）において、インター
ンシップを実施した学校の割合

学校と企業や地域の連携体制の構築を推進すると
ともに、学校におけるキャリア教育を支援し、イン
ターンシップを実施する全日制高校の割合を増加さ
せる。コロナ禍により低迷した実施率を、コロナ前
の89.6%（R1年度実績）以上に復活させることを目指
す。

５　学びを将来
へとつなぐ系統
的なキャリア教
育の推進
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【施策】 Ⅳ－２－①　未来を切り拓く人材の育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

46 ％
小学校77.8
中学校79.6
(R3年度)

全国平均以上かつ増加を目
指します
(R6年度)

47 ％

小学校国語65
小学校算数70
中学校国語65
中学校数学56

(R3年度)

全科目において、
全国平均正答率以上を目指

します
(R6年度)

48 ％
小学校81.3
中学校67.8
(R3年度)

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

49 点
48.9

(R元年度)
50.0

(R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：7 行政活動目標：14

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的な回
答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：80.3％
　中学校：68.6％

小学校における新体力テストの平均点 千葉県体力・運動能力調査における「握力」「50m走」「反復横跳び」など8種目80点満点の平均点

指標名 指標の解説

授業で、課題の解決に向けて、自分で考え、自分か
ら取り組んだ児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自
分から取り組んでいましたか」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校：78.2％
　中学校：81.0％

全国学力・学習状況調査の平均正答率

全国学力・学習状況調査における平均正答率
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：64.7％
　小学校算数：70.2％
　中学校国語：64.6％
　中学校数学：57.2％

19
域内の幼稚園・保育所と諸学校の間
で、接続を見通した教育課程の編成・
実施が行われている市町村数

市町村
26

（R5年度実績値）
35

（R6年度）

国、または県が実施する調査における、接続を見
通した教育課程の編成・実施が行われている市町
村数

幼保小の円滑な接続のため、千葉市を除く53市町
村全てにおいて、接続を見通した教育課程の編成・
実施を目指しており、R6年度は35市町村での編成・
実施を目標値とする。

６　人格形成の
基礎を培う幼児
教育の充実

20
国際交流(対面交流、オンライン交
流、手紙交換など）を実施している県
立学校の割合

％

24.6
（R5実績値）

※R6 2月時点、3月末までに
実施予定を含む

30
(R6年度)

県教育委員会の「国際教育の取組等に係る調査」
において、当該年度に国際交流を実施した、又は
年度末までに実施予定と回答した県立学校の数が
全校数に占める割合（高等学校については、課程
ごとに１校とする）

県教育委員会では、第3期県教育振興基本計画の
基本理念の１つである「『世界とつながる人材』を育
てる！」に基づき、グローバル化に対応できる人材
の育成に取り組んできていることから、基本目標を
達成するために、引き続き各学校に取組の推進を
促していく。令和5年度の実績は24.6%であり、令和3
年度から6.5ポイント(2年間の平均は約3.3ポイント)
の伸びを記録していること、国際教育の面でもコロ
ナ感染症流行の影響が相当程度小さくなっている
ことなどを勘案し、令和5年度実績から約5ポイント
増を目指すことが適切であると判断した。

本籍

７　郷土と国を
愛する心と世界
を舞台に活躍
する能力の育
成

21
学校・社会教育施設等におけえる出
土文化財の活用件数

回
100

（R5年度末見込数）
120

（R6年度）
出土文化財を活用した体験型の出前授業（土器ッ
と古代“宅配便”）の実施件数

過年度の実績等を参考に現行体制で可能な最大
回数を想定した。

本籍

７　郷土と国を
愛する心と世界
を舞台に活躍
する能力の育
成

74 ページ



【施策】 Ⅳ－２－②　子どもたちの自信を育む教育の土台づくり

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

50 %

小学校国語83.5
小学校算数82.2
中学校国語76.5
中学校数学74.8

(R3年度)

全国平均以上かつ
増加を目指します

（R6年度)

51 %
36.6

(R2年度)

全国平均以下かつ
減少を目指します

（R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：2 行政活動目標：8

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
小学校専科非常勤講師等の配置校
数

校
136

（R5年度実績値）
160

(R6年度)

児童の学力及び学習意欲の向上を目指し、専門
的な教科指導の充実や質の高い授業づくりを行う
ため、県が独自に非常勤講師等を配置する小学
校の数

基本目標と社会目標を達成するために、段階的に
増員することを目指すものとする。

本籍
１　人間形成の
場としての活力
ある学校づくり

2
保護者や地域と連携し、避難訓練を
実施している学校の割合

％
56

（R5年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

学校安全に関する取組調査の結果から、保護者
や地域と連携し、避難訓練を実施すると回答して
いる学校（千葉市を除いた県内公立小・中・高・特
別支援学校）の割合

基本目標を達成するために、千葉県教育委員会
が実施している「学校防災教育強化月間」におい
て、保護者や地域と連携した防災訓練を依頼して
いるが、実施している学校は依然として全体の半
数程度であることから、その割合を増やしていくた
め。

１　人間形成の
場としての活力
ある学校づくり

3 ○
県立学校の魅力ある学校づくり等に
ついての新聞掲載案件数

件
162

（令和6年1月31日）

増加を
目指します
（R6年度）

県立学校の取組（特色ある教育活動、小中・地域・
企業連携、社会奉仕等）が新聞記事となった案件
数（複数紙に同一案件が掲載された場合は1件と
する）

基本目標を達成するために、豊かな学びを実現す
る教育活動が可能となるよう、地域に開かれた魅
力ある学校づくりを推進する必要があるため。

１　人間形成の
場としての活力
ある学校づくり

4
全小中学校数に対して、教育事務所
が授業等の指導・支援をするため
に、学校訪問を実施した回数

回
2.06

(R5年度実績値)
2.5

(R6年度)

全小中学校数に対して、各教育事務所が実施する
年間計画に基づく訪問及び、学校からの要請に応
じて訪問し、授業等の指導・支援を実施した回数
（延べ回数／全小中学校数）

社会目標を達成するために、R7年までに2.5回(各
学校少なくとも2回もしくは3回程度)の実施を目指
し、各学校における授業改善を推進する必要があ
るため。

本籍

２　教育現場の
重視と教職員
の質・教育力の
向上

5
主体的に授業改善に取り組んだ学校
の割合

％

小学校94.4
中学校88.0

(R5年度実績値)
*R5年度全国平均

小学校96.0
中学校93.0

全国平均以上かつ
増加を目指します

（R6年度）

全国学力・学習状況調査における学校質問紙調
査の質問「前年度の全国学力・学習状況調査の自
校の分析結果について、調査対象学年・教科だけ
ではなく、学校全体で教育活動を改善するために
活用しましたか」に対する回答のうち、肯定的回答
の学校割合

社会目標を達成するために、授業改善を行う学校
が増加する必要があるため。第3期教育振興基本
計画振興基本計画においても同様の指標を設定し
ている。

本籍

２　教育現場の
重視と教職員
の質・教育力の
向上

指標名 指標の解説

国語・算数（数学）の授業の内容がよく分かると考え
ている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「国語・算数（数学）の授業の内容はよく分かります
か」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：84.2％
　小学校算数：84.6％
　中学校国語：80.1％
　中学校数学：74.6％

学校内外の機関等で相談・指導等を受けていない不
登校児童生徒の割合

不登校を理由として年間30日以上欠席した児童生徒のうち、校内のスクールカウンセラーや、校外の
教育支援センター（適応指導教室）等で、相談・指導等を受けていない児童生徒の割合
※全国平均（R2年度）
　35.1％

75 ページ



【施策】 Ⅳ－２－②　子どもたちの自信を育む教育の土台づくり

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

50 %

小学校国語83.5
小学校算数82.2
中学校国語76.5
中学校数学74.8

(R3年度)

全国平均以上かつ
増加を目指します

（R6年度)

51 %
36.6

(R2年度)

全国平均以下かつ
減少を目指します

（R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：2 行政活動目標：8

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

国語・算数（数学）の授業の内容がよく分かると考え
ている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「国語・算数（数学）の授業の内容はよく分かります
か」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：84.2％
　小学校算数：84.6％
　中学校国語：80.1％
　中学校数学：74.6％

学校内外の機関等で相談・指導等を受けていない不
登校児童生徒の割合

不登校を理由として年間30日以上欠席した児童生徒のうち、校内のスクールカウンセラーや、校外の
教育支援センター（適応指導教室）等で、相談・指導等を受けていない児童生徒の割合
※全国平均（R2年度）
　35.1％

6
県教育委員会が実施する調査等の
件数

件
204

(R5年度実績値)
減少を目指す

(R6年度)
県教育庁の各課において実施する学校対象の調
査の数

「教職員の働き方改革に係る意識等調査」の結果
で、特に副校長や教頭が負担感を感じる業務とし
て、国や県等が求める調査・報告への対応が挙げ
られ、この減少を目指すことが、基本目標を達成す
るための業務削減の重要な手立てである。第３期
教育振興基本計画においても同様の指標を設定し
ている。

２　教育現場の
重視と教職員
の質・教育力の
向上

7 ○
子供と向き合う時間を確保できている
教職員の割合

％
61

(R5年度実績値)
100

(R6年度)

県が実施する「教職員の働き方改革に係る意識等
調査」の結果から、子供と向き合う時間を確保でき
ている教職員の割合

学校における働き方改革は、教職員の業務量を減
らすという業務改善と、勤務時間を意識し、限られ
た時間の中で、計画的・効率的に業務を行おうとす
る意識を持つという、教職員の意識改革との両輪
で進めていくことが必要不可欠であるため、基本目
標を達成するために、県教育委員会策定の「学校
における働き方改革推進プラン」において、目標値
を設定しており、段階的引き上げを目指している。

２　教育現場の
重視と教職員
の質・教育力の
向上

8 千葉県奨学資金貸付人数 人
753

（R6年2月時点）
適切に実施します

（R6年度）

高等学校等の在学者で経済的理由により修学が
困難であるため、学資の貸付けを希望した者のう
ち、実際に学資の貸付けを受けた人数

基本目標を達成するため、奨学資金貸付制度の
広報を積極的に行い、貸付けを希望する者のう
ち、基準に合致する者全員に対して貸付けを実施
する。

３　多様なニー
ズに対応した教
育の推進

9
スクールカウンセラー年間配置時間
総数

時間
144,323

(R4年度実績値)

増加を
目指します
(R6年度)

スクールカウンセラーの年間配置時間の総数
教育相談体制をさらに充実させ、社会目標を達成
するため、スクールカウンセラーが対応できる時間
数の増加を目指す

本籍
３　多様なニー
ズに対応した教
育の推進
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【施策】 Ⅳ－２－②　子どもたちの自信を育む教育の土台づくり

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

50 %

小学校国語83.5
小学校算数82.2
中学校国語76.5
中学校数学74.8

(R3年度)

全国平均以上かつ
増加を目指します

（R6年度)

51 %
36.6

(R2年度)

全国平均以下かつ
減少を目指します

（R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：2 行政活動目標：8

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

国語・算数（数学）の授業の内容がよく分かると考え
ている児童生徒の割合

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）の設問「国語・算数（数学）の授業の内容はよく分かります
か」に肯定的な回答をした児童生徒の割合
※全国平均（R3年度）
　小学校国語：84.2％
　小学校算数：84.6％
　中学校国語：80.1％
　中学校数学：74.6％

学校内外の機関等で相談・指導等を受けていない不
登校児童生徒の割合

不登校を理由として年間30日以上欠席した児童生徒のうち、校内のスクールカウンセラーや、校外の
教育支援センター（適応指導教室）等で、相談・指導等を受けていない児童生徒の割合
※全国平均（R2年度）
　35.1％

10
スクールソーシャルワーカー年間配
置時間総数

時間
30,092

(R4年度実績値)

増加を
目指します
(R6年度)

スクールソーシャルワーカーの年間配置時間の総
数

教育相談体制をさらに充実させ、社会目標を達成
するため、スクールソーシャルワーカーが対応でき
る時間数の増加を目指す

本籍
３　多様なニー
ズに対応した教
育の推進
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【施策】 Ⅳ－２－③　地域全体で子どもを育てる体制づくり

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

52 %
60.0

（R3年度）

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

53 %
9.7

(R3年度)

全国平均以上を
目指します
(R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：5

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
家庭教育の推進に係る協力企業等の
数

箇所
835

（R6年1月末時点）
860

（R6年度）

（教育分野での社会貢献活動に取り組む企業を紹
介する「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制
度」への登録事業所数）＋（子どもが保護者の職場
を訪問する活動を推進する「子ども参観日」実施事
業所数）－（両方に重複している事業所数）

基本目標を達成するために、過去５年間における
「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制度」等の
新規登録事業所数の平均値を現状の実績値に足
して目標値を設定し、増加を目指す。
※1企業で10事業所を超える場合には、｢10｣として
計算することとする。

本籍

１　全ての教育
の出発点である
家庭教育への
支援

2

教育と福祉の連携会議が設置され、
かつ「アウトリーチ型家庭教育支援」
を実施する体制が整備された市町村
数

市町村
29

（R6年1月末時点）
33

（R6年度）

教育委員会と福祉部局とが連携した会議が設置さ
れ、かつ保護者の居場所等に支援者が出向いて相
談対応や情報提供を行う「アウトリーチ型家庭教育
支援」を行う体制が整備された市町村数

基本目標を達成するために、教育と福祉の連携会
議が設置され、かつ「アウトリーチ型家庭教育支
援」を実施する体制が整備された市町村数のR4～
R5の増加数を現状の実績値に足して目標値を設定
し、増加を目指す。

１　全ての教育
の出発点である
家庭教育への
支援

3 放課後子供教室の対象小学校数 校
388

（R4年度実績値）
420

（R6年度）

学校の余裕教室等を利用して、地域住民等の協力
を得て多様な活動プログラムを提供する放課後子
供教室の対象小学校数（政令市を除く）

基本目標を達成するために、過去５年間における
放課後子供教室の対象小学校の増加数の平均値
を現状の実績値に足して目標値を設定し、増加を
目指す。

２　家庭・地域と
学校との協働に
より地域全体で
子どもを育てる
体制の構築

4
地域学校協働活動推進員（地域コー
ディネーター）研修講座参加者数（累
計）

人
371

（R5年度実績値）
410

（R6年度）

学校と地域をつなぐ役割を担う地域コーディネー
ター等を対象とする同研修講座（年間３期１0回程
度）の延べ参加人数

社会目標を達成するために、前年度の参加者数の
10％増を目指す。

２　家庭・地域と
学校との協働に
より地域全体で
子どもを育てる
体制の構築

5
「コミュニティ・スクール研修会」参加
者数（累計）

人
206

(R5年度実績値)
230

（R6年度）

県立学校及び市町村担当者、教職員、学校運営協
議会委員、地域コーディネーター等を対象とする「コ
ミュニティ・スクール研修会」（年1回）の延べ参加人
数

社会目標を達成するために、前年度の参加者数の
10％増を目指す。

２　家庭・地域と
学校との協働に
より地域全体で
子どもを育てる
体制の構築

指標名 指標の解説

地域学校協働本部が整備された小中学校の割合
地域学校協働活動を推進するための組織が整備された小中学校の割合
※全国平均（R3年度）
　65.1％

コミュニティ・スクールを導入した学校の割合

保護者や地域住民などが、一定の権限と責任をもって学校運営に参画する学校運営協議会制度を導入
した学校の割合
※全国平均（R3年度）
　33.3％
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【施策】 Ⅳ－２－④　青少年の健全育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

52 市町村
19

（R3年度）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
千葉県子ども・若者総合相談センター
（ライトハウスちば）の「若者を対象とし
た支援プログラム」の延べ利用者数

人
382

(R6年1月時点)

増加を
目指します
（R6年度）

適切な支援機関が直ちに見つからす家にこもりが
ちになっている若者が生活リズムを見直し、復学や
適切な支援機関の利用など、自立に向けて動き出
すためのプログラムにおける、延べ利用者数

生活リズムの改善を希望する相談者が増えること
は望ましいことであるが、支援プログラムの利用は
相談者の状況に応じて実施するものなので、「増加
を目指す」とした。

１　困難を有す
る子ども・若者
やその家族の
支援

2
千葉県子ども・若者支援協議会が主
催する会議・研修会における参加市
町村

市町村
14

(R5年度実績値)
12

(R6年度)

千葉県子ども・若者支援協議会にて開催される会
議及び研修会へ職員（行政、教員等）が参加した市
町村数

過去3ヵ年の平均値を上回る目標値を設定。

１　困難を有す
る子ども・若者
やその家族の
支援

3
県下一斉合同パトロールの実施市町
村数

市町村
29

(R5年度実績値)
30

(R6年度)
関係団体や地域住民と連携し、合同パトロールを
実施した市町村数

新型コロナウイルス感染症拡大前の水準（令和元
年度　３０市町村）を目指す。

２　非行・犯罪
防止と立ち直り
支援

4 非行・被害防止チラシ配付率 %

小学5年生及びその保護者
100

中学1年生及びその保護者
100

高校1年生
100

(R5年度実績値)

小学5年生及びその保護者
100

中学1年生及びその保護者
100

高校1年生
100

(R6年度)

小学5年生及びその保護者、中学1年生及びその
保護者、高校1年生に配付するチラシの配布率

対象者全員に配布することを目指して目標値を設
定。

２　非行・犯罪
防止と立ち直り
支援

5
青少年非行防止等啓発動画広告の
再生回数

回
309,822

（R4年度実績）
300,000
(R6年度)

県内13～17歳の青少年が動画を表示した回数
県内の13～17歳の青少年約270,000人を網羅でき
る目標値を設定している。

２　非行・犯罪
防止と立ち直り
支援

6
千葉県青少年インターネット適正利用
啓発講演実施回数

回
69

(R6年1月時点)
55

(R6年度)
千葉県青少年インターネット適正利用啓発講演実
施回数

新型コロナウイルス感染症拡大の影響のあるR1,2
年度を除く、平成29年度からの平均値（約55回）の
維持を目指して目標値を設定。

３　情報化社会
への対応と子
ども・若者を守
る環境整備

指標名 指標の解説

小中学生の保護者向けにインターネット適正利用啓
発講演を実施している市町村数

インターネットに起因するトラブルから子どもたちを守るため、小中学生の保護者に対するインターネット
適正利用啓発講演を実施している市町村の数
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【施策】 Ⅳ－２－④　青少年の健全育成

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

52 市町村
19

（R3年度）
54

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

小中学生の保護者向けにインターネット適正利用啓
発講演を実施している市町村数

インターネットに起因するトラブルから子どもたちを守るため、小中学生の保護者に対するインターネット
適正利用啓発講演を実施している市町村の数

7 保護者向け啓発資料の作成 回
11

(R6年2月時点)
12

(R6年度)
県が実施するネット被害防止対策事業において作
成する保護者向け啓発資料の作成回数

子どもたちの安心・安全なネット利用に関心を向け
る端緒とするため、毎月の作成を目指す。

３　情報化社会
への対応と子
ども・若者を守
る環境整備

8 ○
ネット被害防止対策事業市町村担当
者説明会参加市町村数

市町村
36

(R5年度実績値)
54

(R6年度)
県が実施するネット被害防止対策事業市町村担当
者説明会に参加する市町村数

R7年度に全市町村が保護者向けにインターネット
適正利用啓発講演を実施することを目指すため、
R6年度までに全市町村が説明会に参加するよう目
標値を設定。

３　情報化社会
への対応と子
ども・若者を守
る環境整備

9 情報モラル教育研修の開催回数 回
88

(R5年度実績値)
100

(R6年度)
情報モラル教育研修を開催した回数 前回の計画回数を維持するため、目標値を設定。

３　情報化社会
への対応と子
ども・若者を守
る環境整備

10
青少年相談員が地域において実施す
る取組への青少年の参加者数

人
84,111

(R4年度実績値)

増加を
目指します
（R6年度）

青少年相談員事業への青少年の参加者数

青少年相談員の実施する取組の中にはオンライン
によるものもあり、参加人数が把握できないものも
あるため、具体的な数値を定めず年々増加を目指
す。

４　多様な主体
による取組と関
係機関の機能
強化

11
市町村等が地域において実施する青
少年育成研修会等への講師派遣数

件
16

(R6年1月時点)
25

(R6年度)
青少年指導者育成事業による地域研修会等への
講師派遣の実施件数

青少年指導者の育成を図るため、県内各地で開催
される研修会に対し、年25回以上の講師派遣を目
指す。

４　多様な主体
による取組と関
係機関の機能
強化
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【施策】 Ⅴ－１－①　多様な個性が力を発揮できる社会の実現

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

55 %
未調査

(R2年度)
80.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
企業向けダイバーシティセミナーの開
催回数

回 新規 2
多様性尊重条例を踏まえ、企業等による様々な取
組が広く展開されるよう、先進事例等を紹介するセ
ミナーの開催回数。

多くの事業者が参加し易いよう、異なる地域で２回
のセミナーを開催する。

１　誰もがその
人らしく生きて
いくことができ
る千葉の実現

2
人権啓発活動地方委託事業による人
権啓発事業を実施した市町村数

市町村
16

（R5年度実績値）
※R6.2月時点

増加を目指します
（R6年度）

法務省の「人権啓発活動地方委託事業」により事
業を委託された千葉県から再委託を受けて人権啓
発事業を実施した市町村数

県民が人権尊重の理念に対する理解を深めること
ができるよう、県内において一定水準の啓発活動を
確保する観点から、現状からの増加を目指す。

１　誰もがその
人らしく生きて
いくことができ
る千葉の実現

3
女性・中高年齢者の就労支援施設に
おいて、新規登録した求職者に対す
る就職者の割合

％
22.3

(R6年1月時点)
28.2

(R6年度)

千葉県ジョブサポートセンターに新規登録した求職
者に対する、就職が決定した者の割合

R2年度～R4年度の千葉県ジョブサポートセンター
において、新規登録した求職者に対する就職者の
割合の年度平均から増加を目指す。

再掲
２　多様な人材
の活躍の促進

4
男女共同参画推進事業所表彰件数
（累計）

件
57

（R5年度実績値）
62

(R6年度）
男女が共同して参画できる職場づくりに向け積極的
な取組を行っている事業所の累計表彰件数

仕事と家庭の両立支援や女性の登用・職域拡大等
に積極的に取り組む企業が持続的に増えること
で、男女が共に意欲と能力を生かして働きやすい
社会づくりにつながる。R5年度の目標値は、過去3
年間の表彰件数の実績を踏まえて設定した。

再掲
２　多様な人材
の活躍の促進

5 生涯大学校の入学者の定員充足率 ％
76.4

（R4年度実績値）
※R5年度入学者

86.0
（R6年度実績値）
※R7年度入学者

地域活動の担い手となる人材の育成を進め、高齢
者自らの健康維持や社会参加による生きがいの高
揚を図るために設置した生涯大学校の入学者の定
員充足率

R5年度までの健康・生活学部の定員充足率の目標
を80％として、造形学部も含めた全体の定員充足
率を86％に設定。

※R6年度入学生から、造形学部も含めた「健康・生
活学部」の一学部編成となる。

再掲
２　多様な人材
の活躍の促進

6
働きづらさを抱える人を対象にした就
労支援モデル事業により就労体験若
しくは就労受入につながった人数

人
40

(R5年9月末時点）
90

(R6年度)

県が実施する働きづらさを抱える人を対象にした就
労支援モデル事業によって、就労体験若しくは就労
受入につながった人数

R6年度（4月～9月の6ヶ月）の実績40名より12か月
で80名の利用が見込まれるが、様々な働きづらさ
を抱える方も含め、多様な人材の活躍を図るため、
これを上回る90名を目標とした。

本籍
２　多様な人材
の活躍の促進

指標名 指標の解説

ダイバーシティという考え方を知っている県民の割合
県政に関する世論調査において、「『ダイバーシティ』という概念を知っていましたか」との質問に対し、
「はい」と回答した県民の割合
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【施策】 Ⅴ－１－①　多様な個性が力を発揮できる社会の実現

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

55 %
未調査

(R2年度)
80.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

ダイバーシティという考え方を知っている県民の割合
県政に関する世論調査において、「『ダイバーシティ』という概念を知っていましたか」との質問に対し、
「はい」と回答した県民の割合

7
チーバくんグローバルパートナーズと
して県や関係団体の活動に参加した
回数

回
45

（R6年2月時点）
40

（R6年度）

県が任命したチーバくんグローバルパートナーズと
して、県との意見交換会や、市町村・民間団体等が
開催する活動に参加した回数

毎年度20人前後をチーバくんグローバルパート
ナーズとして任命し、県との意見交換会１～３回実
施しているが、関係団体の活動への参加は相手方
次第のため、R5年度の実績を基に目標を設定し
た。

再掲
２　多様な人材
の活躍の促進
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【施策】 Ⅴ－１－②　男女共同参画の推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

56 %
13.6

(R元年度)
30.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：6

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
男女共同参画推進連携会議全体会
参加者数

人
85

（R5年1月末時点）
200

（Ｒ6年度）

職場、学校、家庭などあらゆる場面における男女共
同参画の自主的な取組を推進することに賛同する
団体（経済・産業・医療・福祉団体や市長会、町村
会、大学など）により組織した「千葉県男女共同参
画推進連携会議」において開催する全体会の延べ
参加者数

あらゆる場面における男女共同参画の自主的な取
組を推進することに賛同する団体により組織した連
携会議を開催し、多くの団体構成員に参加してもら
うことで、男女共同参画社会の実現に向けた意識
の変革の促進につながる。R6年度の目標値は、過
去3年間の参加者数の実績を踏まえて設定。

１　男女共同参
画社会の実現
に向けた意識
の変革と情報
発信

2
千葉県女性人材リストの登録者情報
提供数

人
73

（R6年1月末時点）
84

（R6年度）

県内外の各分野で活躍している女性に関する情報
を収集した「千葉県女性人材リスト」を活用し提供し
た登録者情報の人数

県内外の各分野で活躍している女性に関する情報
を収集した「千葉県女性人材リスト」が活用され政
策・方針決定に関与する審議会等において女性の
更なる登用が図られることで、男女共同参画社会
の実現に向けた意識の変革の促進につながる。R6
年度の目標値は、過去2年間の提供した登録者情
報の人数の実績を踏まえて設定。

１　男女共同参
画社会の実現
に向けた意識
の変革と情報
発信

3
千葉県男女共同参画センターの研修
参加者数

人

対面型平均参加者数18人
若しくは

オンライン型平均視聴回数
0回

（R6年1月末時点）

対面型平均参加者数18人
若しくは

オンライン型平均視聴回数
271回

（R6年度）

男女共同参画の推進に向けた県民意識の醸成や
人材の養成を図るための各種講座等への参加者
数

男女共同参画の推進に向けた県民意識の醸成や
人材の養成を図るための各種講座を開催し、多く
の県民に参加してもらうことで、男女共同参画社会
の実現に向けた意識の変革の促進につながる。R6
年度の目標値は、過去3年間の参加者数等の実績
を踏まえて設定。

１　男女共同参
画社会の実現
に向けた意識
の変革と情報
発信

4
男女共同参画推進事業所表彰件数
（累計）

件
57

（R5年度実績値）
62

(R6年度）
男女が共同して参画できる職場づくりに向け積極的
な取組を行っている事業所の累計表彰件数

仕事と家庭の両立支援や女性の登用・職域拡大等
に積極的に取り組む企業が持続的に増えること
で、男女が共に意欲と能力を生かして働きやすい
社会づくりにつながる。R6年度の目標値は、過去3
年間の表彰件数の実績を踏まえて設定した。

本籍
２　男女が共に
活躍できる環境
づくり

5
アドバイザーを活用して働き方改革の
推進に取り組んだ企業数（累計）

社
216

（R6年1月末時点）
261

（R6年度）
アドバイザー派遣事業を活用して働き方改革の推
進やテレワークの導入に取り組んだ企業総数

前年度の企業からの応募状況及びR6年度の事業
予定等を勘案して目標値を設定

再掲
２　男女が共に
活躍できる環境
づくり

6
“社員いきいき！元気な会社”宣言企
業登録事業所数（累計）

社
995

（R6年1月末時点）
1020

（R6年度）

仕事と生活の両立支援や誰もが働きやすい職場環
境づくりに取り組み、本制度に登録した事業所の総
数

過去の実績（増加数）等を踏まえて目標値を設定 再掲
２　男女が共に
活躍できる環境
づくり

指標名 指標の解説

社会全体で男女の地位が平等となっていると思う人
の割合

県政に関する世論調査において、「社会全体で男女の地位が平等となっていると思いますか」との質問
に対し、「平等」と回答した県民の割合
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【施策】 Ⅴ－１－③　多文化共生社会づくりと国際交流の推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

57 市町村
35

（R2年度）
39

（R6年度）

58 人
8

(R2年度）
350

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：4

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
日本語学習支援ボランティアの養成
人数（累計）

人
153

（R5年度実績値）
180

（R6年度)
県が実施する日本語学習支援者研修（基礎編）の
修了者数

国籍や言語、文化、習慣等にかかわらず全ての県
民が共に安心して暮らし、活躍できる県づくりを実
現するために、文化庁に提出している事業計画に
おいて、R7年度までに地域日本語教室で学習支援
にあたるボランティアを累計200人育成することを目
指しているため。

１　言語、文
化、習慣等にか
かわらず安心し
て暮らせる社会
づくり

2
オンライン地域日本語教室の受講者
数

人
9

（R5年度実績値）
10

（R6年度)
県が実施するオンライン地域日本語教室の受講者
数

国籍や言語、文化、習慣等にかかわらず全ての県
民が共に安心して暮らし、活躍できる県づくりを実
現するために、対面での日本語教室に参加できな
い人を対象にしたオンライン教室としてR6年度は1
教室を開催、定員を10人と設定するため。

１　言語、文
化、習慣等にか
かわらず安心し
て暮らせる社会
づくり

3
姉妹・友好都市交流への参加を働き
かけた団体数

団体
12

（R6年1月時点）
10

（R6年度）
当該年度内に、県が姉妹・友好都市交流への参加
を働きかけた団体の数。

R６年度の県の姉妹・友好都市交流への参加者が
合計３５０人以上となるよう、R６年度の交流事業の
実施を、毎年度１０団体以上に働きかける。

２　国際交流の
推進

4
国際交流(対面交流、オンライン交
流、手紙交換など）を実施している県
立学校の割合

％

24.6
（R5実績値）

※R6.2月時点、3月末までに
実施予定を含む

30
(R6年度)

県教育委員会の「国際教育の取組等に係る調査」
において、当該年度に国際交流を実施した、又は
年度末までに実施予定と回答した県立学校の数が
全校数に占める割合（高等学校については、課程
ごとに１校とする）

県教育委員会では、第3期県教育振興基本計画の
基本理念の１つである「『世界とつながる人材』を育
てる！」に基づき、グローバル化に対応できる人材
の育成に取り組んできていることから、基本目標を
達成するために、引き続き各学校に取組の推進を
促していく。R5年度の実績は24.6%であり、R3年度
から6.5ポイント(2年間の平均は約3.3ポイント)の伸
びを記録していること、国際教育の面でもコロナ感
染症流行の影響が相当程度小さくなっていることな
どを勘案し、R5年度実績から約5ポイント増を目指
すことが適切であると判断した。

再掲
２　国際交流の
推進

指標名 指標の解説

地域日本語教室が開設されている市町村数 日本語学習及び地域の交流の場である日本語教室が、開設されている市町村の数

県の姉妹州・友好都市交流への参加者数
本県の姉妹州・友好都市であるウィスコンシン州、デュッセルドルフ市及び桃園市と交流を行った人数
※新型コロナウイルス感染症の影響が小さかったR元年度以前の水準を目指すもの
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【施策】 Ⅴ－２－①　多様な主体の連携・協働による社会づくり

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

59 件
0

（R3年度創設）
1,000

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 SDGsセミナーの開催数 回
2

(R5年度実績値)
2

(R6年度)
SDGsの理解促進や取組の充実等を主目的とした
セミナーの開催数

セミナーは「ちばＳＤＧｓパートナー登録制度」登録
企業の裾野拡大の他、取組の充実・発展等を目的
としたセミナーを実施している。（年2回）
・裾野拡大（R5実績：1/23 155名）
・取組の充実・発展（R5実績：2/5 57名）

１　ＳＤＧｓの考
え方の理解促
進

2
コミュニティソーシャルワーカー育成研
修受講者数

人
4,078

(R5年3月時点）
4,505

(R6年度)

県が実施するコミュニティソーシャルワーカー育成
研修の受講者数（基礎研修＋専門研修＋フォロー
アップ研修）

本研修によるコミュニティソーシャルワーカーの育
成を通じて、地域を基盤とする支援活動の増加を
図るため。

２　多様な主体
の連携・協働に
よる課題解決
の推進

3 協働のまちづくりセミナーの開催数 回
6

（R5年度実績値）
6

（R6年度）
県が実施する「協働のまちづくりセミナー」の開催数

SGDｓの「17　パートナーシップで目標を達成しよう」
の取組を推進するため、市町村と連携し、年間6回
のセミナーを継続的に実施する。

２　多様な主体
の連携・協働に
よる課題解決
の推進

4 里山活動の支援に取り組む市町村数 市町村
25

（R4年度実績値）
36

（R6年度）
市民活動団体等による里山活動の支援に取り組む
市町村数

第5次里山基本計画において、R7年度までに取組
市町村数を38市町村に増やすことを目標として掲
げており、R6年度は36市町村を目標とする。

再掲

２　多様な主体
の連携・協働に
よる課題解決
の推進

5
ボランティア受入に関する専門家によ
る支援団体数

団体
15

（R5年度実績値）
15

（R6年度）

県が実施する「地域ボランティア活動環境整備事
業」において、ボランティア受入に関し専門家が支
援を行う団体数

SGDｓの各取組を推進するため、ボランティアを活
用して地域の課題解決を目指す市民活動団体等を
15団体支援する。

３　地域社会を
豊かにする県
民活動の推進

6
千葉県内における骨髄バンクの登録
者数

人
19,756

（R5年3月末時点）
21,564

(R6年度）
当該年度末時点の千葉県内における骨髄バンクの
登録者数

平成25年度（H26.3末時点）から令和4年度（R5.3末
時点）の骨髄バンク登録者数の年平均増加率を算
出し、年平均増加率を基に令和6年度（R7.3末時
点）の骨髄バンク登録者数を推計した。ドナー支援
事業の実績を増やすためには補助制度の周知や
広報啓発により骨髄バンク登録者数の増加を目指
す必要があるため目標値として設定した。

３　地域社会を
豊かにする県
民活動の推進

指標名 指標の解説

「ちばＳＤＧｓパートナー登録制度」の登録数
R3年11月25日に創設し、R4年1月4日から募集開始した「ちばＳＤＧｓパートナー登録制度」の登録数（累
計）
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【施策】 Ⅴ－２－①　多様な主体の連携・協働による社会づくり

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

59 件
0

（R3年度創設）
1,000

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

「ちばＳＤＧｓパートナー登録制度」の登録数
R3年11月25日に創設し、R4年1月4日から募集開始した「ちばＳＤＧｓパートナー登録制度」の登録数（累
計）

7
県内公共図書館が登録・公開したレ
ファレンス事例件数（累計）

件
3,897

（R5年度1月時点）
4,125

(R6年度)

県内の公共図書館（県立図書館と市町村立図書
館）が、レファレンス協同データベース（国立国会図
書館が全国の図書館等と協同で構築しているもの）
に登録・公開したレファレンス事例（調べ方マニュア
ルを含む。）の件数の合計

基本目標を達成するために、令和元年度から令和
５年度の各年度の新規登録・公開件数の平均件数
を加算し設定する。

４　生涯学習社
会を目指した取
組の推進

8
国で実施される社会教育主事講習会
の受講者数

人
43

（R5実績値）
50

（R6年度）
国が実施する社会教育主事講習の受講者数

令和３年度から千葉会場を開設し、同講習受講者
の増加を図っているものの、定員を超える申し込み
があり、国による開催方法の改善がなければ受講
者数は頭打ちとなるため、基本目標を達成するた
め、現状値を維持する。

４　生涯学習社
会を目指した取
組の推進

9
「生涯学習情報提供システム（ちばり
すネット）」に情報登録している団体の
数

団体
7

（R6年1月時点）
125

（R6年度）

講座やイベントなどの県内の生涯学習情報を市町
村や大学等から収集し、インターネットを通じて提
供するシステムに情報掲載した市町村・社会教育
機関・企業・大学・ＮＰＯ等の数

今後多様な主体と連携し、様々な学習機会を収集・
提供する方針であるため、県内公民館、図書館、博
物館、県内大学、NPO、生涯大学校、高等技術専
門校、県民等を対象にセミナー等を実施している全
庁各課・出先機関等から、情報収集を行う。

４　生涯学習社
会を目指した取
組の推進
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【施策】 Ⅵ－１－①　半島性を活用した「千葉」のブランディングと移住・定住の促進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

60 人
16,770

（R2年度）
増加を目指します

（R6年度)

61 件
12,705

（R2年度）
13,060

（R6年度)

62 件
67,409

(R2年度)
70,000

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
千葉の海のブランド化に向けたブラン
ドデザイン使用申請件数

回
20

（R5年実績値）
20

（R6年度）

「千葉の海ブランドデザイン」の使用申請件数
・千葉県の宝である海の魅力を県内外に広くPRし、
ブランド化を図るためには統一感のあるデザインや
シンボルカラー（千葉の海ブランドデザイン）を使っ
た発信が効果的であり、県での周知活動を経て県
民等がデザインの使用申請をした件数を指標とし
て設定。

R5年度の実績値をもとに目標値を設定。
（R5年度がデザインを発表した年であるため、まず
は同程度の申請件数を目指す）

１　海の魅力の
充実・強化

2
県が参加する魅力発信のイベント出
展日数

日／年
15

（R6年1月末時点予定）
20

（R6年度）
イベントへの県ブース出展等により魅力発信を行う
日数

重点プロモーション事業や黒アヒージョ等のプロ
モーションする取組について、県が主催するものの
他、関係団体等が主催するイベントへの県ブース
出展等により魅力発信を強化することとし、令和5
年度の実績から約5日の増加を目標とする。

再掲
２　農林水産物
のブランド力の
強化

3
農山漁村発イノベーションセンター（６
次産業化サポートセンター）による専
門家派遣回数（累計）

回
96

（R4年度実績値）
150

（R6年度）
６次産業化等に取り組む事業者の経営改善を図る
ために専門家を派遣した回数

・６次産業化等に取り組む事業者の経営改善を図
るため、令和2年度より、支援対象者に専門家を派
遣
・継続的な専門家の派遣の実施を目指す。
・年間30回の専門家の派遣を目指す。

再掲
２　農林水産物
のブランド力の
強化

4 ○
文化芸術に触れ、自ら取り組むことが
できる環境が整っていると思う県民の
割合

％
22.1

（R5年度実績）
50.0

（R6年度）

県政に関する世論調査において、文化芸術に触
れ、自ら取り組むことができる環境が整っていると
思う県民の割合。

「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱５　ちばの強みを生かした文化芸術の創造・発
信」の実施状況を把握するための成果指標として
いる。

再掲
３　多様な「ちば
文化」のブラン
ド化

5 県民の日中央行事における参加者数 人
8500

（R5年度実績値）
19000

（R6年度）
県が実施する「県民の日中央行事」に参加した人
数

令和６年度は、千葉県誕生１５０周年記念事業フィ
ナーレイベントとして、九十九里浜及び勝浦市で２
日間にわたって開催予定だが、令和５年度に開催
したオープニングイベント（松戸市で単日開催）と行
事内容や開催地域、日数を比較し、設定した。

再掲
３　多様な「ちば
文化」のブラン
ド化

県の移住・定住ホームページアクセス件数 県の移住・定住ホームページ「ちばの暮らし情報サイト」へのアクセス件数

指標名 指標の解説

人口の社会増 住民基本台帳における日本人移動者の転入超過数

メディアに取り上げられた件数 千葉県の魅力を紹介する情報がテレビ・ラジオ等のメディアで取り上げられた件数
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【施策】 Ⅵ－１－①　半島性を活用した「千葉」のブランディングと移住・定住の促進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

60 人
16,770

（R2年度）
増加を目指します

（R6年度)

61 件
12,705

（R2年度）
13,060

（R6年度)

62 件
67,409

(R2年度)
70,000

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

県の移住・定住ホームページアクセス件数 県の移住・定住ホームページ「ちばの暮らし情報サイト」へのアクセス件数

指標名 指標の解説

人口の社会増 住民基本台帳における日本人移動者の転入超過数

メディアに取り上げられた件数 千葉県の魅力を紹介する情報がテレビ・ラジオ等のメディアで取り上げられた件数

6
市町村と連携した移住相談会等の開
催回数

回
4

（R5年度実績値）
4

（R6年度）
市町村と連携し県が開催した移住相談会やセミ
ナー等の開催回数

R5年度と同程度の開催回数を目指す。
４　地域の特性
を生かした移
住・定住の促進

7 移住関連イベントへの出展回数 回
2

（R5年度実績値）
2

（R6年度）
移住支援団体が開催する全国規模の移住フェアに
千葉県ブースを出展する回数

R5年度と同程度の出展回数を目指す。
４　地域の特性
を生かした移
住・定住の促進

8
人材プラットフォーム機能への求人掲
載件数

件
42

(R6年2月時点）
71

（R6年度）

県が実施する「令6年度千葉県副業人材マッチング
支援事業」において、民間人材ビジネス事業者が
運営するオンラインの副業人材マッチングサービス
上の千葉県特集ページへ掲載された地域企業等
の求人件数の累計数。

多くの人々が本県を訪れ、本県への移住・定住者
の増加につなげるために、R７年度までに累計140
件の副業人材と地域企業等とのマッチング成立を
目指しており、そのためにはR6年度には71件の求
人掲載が必要であるため。

４　地域の特性
を生かした移
住・定住の促進

9
メディアリレーション事業によるニュー
スリリース配信

回
13

（R5年実績値）
12

（R6年度）
千葉県の魅力について紹介したニュースリリースを
メディアに向けて配信した回数。

令和5年度実績と同程度の配信回数を目指す。
５　「千葉」の魅
力の戦略的な
発信

10
テレビ番組「千葉の贈り物～まごころ
配達人～」での放送回数

回
50

（R5年度実績値）
51

（R6年度）
季節に合わせた千葉県の魅力情報を番組内にて
紹介した回数。

令和5年度実績と同程度の放送回数を目指す。
５　「千葉」の魅
力の戦略的な
発信
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【施策】 Ⅵ－１－②　地域の特色を生かした農山漁村の活性化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

63 千人
256

(R2年度）
275

(R6年度）

64 ha
33,900

(R2年度）
37,400

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：6

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 農泊に取り組む地域数 地域
21

(R5年度実績値）
22

（R6年度）

地域単位で農泊に取り組む地域の数
（国の「農山漁村振興交付金（農泊推進）」に取組
む地域の数）

R3年度に6地域を候補地域とした調査を実施してお
り、うち4地域が農泊に取り組むことを目指す。1地
域／年の増加を目指す。

本籍
１　農山漁村を
支える活力の
創出

2
条件不利地域の農村で多面的機能を
確保する活動への参加者数

人
2,694

（R5年5月時点）
2700

（R6年度）

条件不利地域の農村の持つ多面的機能の維持・発
揮を図るため農業者等が取り組む活動への参加者
数

条件不利地域における農村の多面的機能を確保
する活動は、農山漁村の活力創出の上で非常に重
要であるが、農山漁村における人口減少が進む
中、活動参加者数について、概ね現状維持の2,700
人を目標とする。

１　農山漁村を
支える活力の
創出

3 里山活動の支援に取り組む市町村数 市町村
25

（R4年度実績値）
36

（R6年度）
市民活動団体等による里山活動の支援に取り組む
市町村数

第5次里山基本計画において、R7年度までに取組
市町村数を38市町村に増やすことを目標として掲
げており、R6年度は36市町村を目標とする。

本籍
１　農山漁村を
支える活力の
創出

4
農山漁村発イノベーションセンター（６
次産業化サポートセンター）による専
門家派遣回数（累計）

回
96

（R4年度実績値）
150

（R6年度）
６次産業化等に取り組む事業者の経営改善を図る
ために専門家を派遣した回数

・６次産業化等に取り組む事業者の経営改善を図
るため、R2年度より、支援対象者に専門家を派遣
・継続的な専門家の派遣の実施を目指す。
・年間30回の専門家の派遣を目指す。

再掲
２　農山漁村に
おける地域資
源の活用

5 ○ 有害鳥獣による農作物被害金額 百万円
270

（R4年度実績値）
減少を目指します

（R6年度）
毎年度実施する野生鳥獣による農作物の被害状
況調査に基づく被害金額

イノシシ等の生息地域が拡大しており、野生鳥獣に
よる農作物被害金額は高止まり傾向にあるため、
被害金額の減少を目標とする。

再掲
３　有害鳥獣被
害の対策強化

6
鳥獣被害対策実施隊設置市町村数
（累計）

市町村
21

（R5年度実績値）
22

（R6年度）

鳥獣特措法に基づき市町村が設置できる、地域の
鳥獣被害対策の総合的な担い手である「鳥獣被害
対策実施隊」の設置市町村数

鳥獣被害の低減には地域ぐるみの対策が有効で
あるため、地域の鳥獣対策を担う鳥獣被害対策実
施隊の設置市町村数の年１市町村増加を目標とす
る。

再掲
３　有害鳥獣被
害の対策強化

指標名 指標の解説

直売所１箇所当たりの年間購入者数 農村部に立地する一定規模以上の交流型の直売所を抽出して算出した年間購入者数

農村の持つ多面的機能の維持・発揮を図るため農業
者等が共同で取り組む活動面積

集落の資源を保持し、農村の多面的機能の維持・発揮のため、国・県事業を活用して農業者等が共同
で取り組む活動面積
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【施策】 Ⅵ－１－②　地域の特色を生かした農山漁村の活性化

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

63 千人
256

(R2年度）
275

(R6年度）

64 ha
33,900

(R2年度）
37,400

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：6

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

直売所１箇所当たりの年間購入者数 農村部に立地する一定規模以上の交流型の直売所を抽出して算出した年間購入者数

農村の持つ多面的機能の維持・発揮を図るため農業
者等が共同で取り組む活動面積

集落の資源を保持し、農村の多面的機能の維持・発揮のため、国・県事業を活用して農業者等が共同
で取り組む活動面積

7
漁業者等が取り組む干潟や藻場等の
水産多面的機能発揮対策事業の協
定面積

ha
5,488

（R5年度実績値）
5,543

（R6年度）

漁業者等が干潟や藻場等の保全活動を実施する
ため、水産庁長官通知（25水港第125号）に基づ
き、地元市町村との協定を締結する際に設定した
面積

本県で急激な進行が見られる磯焼け対策の一つと
して、漁業者等が取り組む食害生物の駆除等の活
動を推進するため、現状値からの増加を目指す。

４　海・漁業を生
かした海辺・水
辺の活性化
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【施策】 Ⅵ－２－①　地球温暖化対策の推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

65 千t
75,519

（平成29年度）

今後策定が予定されている千
葉県地球温暖化対策実行計
画で示す目標の達成に向け

て、減少を目指します。
（R6年度）

66 ha
461

（R2年度）
640

（R6年度）

67 万台
48.4

（R2年度）
65.8以上
（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：2 行政活動目標：12

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 ○
千葉県の太陽光発電設備（出力合計
10kW未満）の導入量

kW
627,981

(R5年9月末現在)
673,981
(R6年度)

太陽光発電設備（出力合計が10kW未満）の導入量
令和4年度の導入量の伸び約46,000kWを踏まえて
令和6年9月末時点で673,981kWを目指す。

１　再生可能エ
ネルギー等の
活用促進

2
太陽光発電設等共同購入支援事業
などによる契約件数

件
155

（R6年1月末現在）
300

（R6年度）
太陽光発電設備や蓄電池の共同購入に応募し、見
積もりを経て、設備導入の契約に至った件数

R5年度の実績を踏まえつつ、R6年度はリース等に
よる導入促進事業を実施することにより 、契約件
数増を目指す。

１　再生可能エ
ネルギー等の
活用促進

3
海洋再生可能エネルギー、水素エネ
ルギー等の関連施策等の情報提供
回数

回
8

（R6.2末現在）
10

（R6年度）

海洋再生可能エネルギー、水素エネルギー等の導
入促進に向けて、県が、市町村、関連企業、漁業
関係者等を対象に実施する、国の政策動向や技術
動向等に関する講演会、地域勉強会等の情報提供
の実施回数

令和6年度におけるニーズや市場動向を勘案して
設定。

再掲
１　再生可能エ
ネルギー等の
活用促進

4
住宅用設備等脱炭素化促進事業の
補助制度を有する市町村数

市町村
54

(R5年度実績値)
54

(R6年度)
住宅用省エネルギー設備等の導入を積極的に支
援するための補助制度を有する市町村数

市町村と連携し、住宅用省エネルギー設備等の導
入に対する補助を実施しており、引き続き県下54市
町村全てでの実施を目指す。

２　省エネル
ギーの促進

5
省エネルギーに取り組むことを宣言し
た事業所として県が登録した事業所
数（累計）

事業所
3,088

(R6年2月末現在)
3,300

(R6年度)
省エネルギーに取り組むことを宣言した事業所とし
て県が登録した事業所数

本事業への登録を、業務用設備等脱炭素化促進
事業補助金の交付要件としており、R5年度の当該
補助金の申請件数等を踏まえ、R6年度は3,300事
業所を目指す。

２　省エネル
ギーの促進

電動車保有台数
県内の電動車保有台数（軽自動車及び二輪車を除く）
※電動車…電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車

指標名 指標の解説

千葉県における二酸化炭素排出量
区域の二酸化炭素排出量等を推計するための「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュ
アル算定手法編」に基づき統計データ等を用いて算定した二酸化炭素排出量

森林整備面積 間伐・下刈り・枝打ち等により整備された森林の面積
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【施策】 Ⅵ－２－①　地球温暖化対策の推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

65 千t
75,519

（平成29年度）

今後策定が予定されている千
葉県地球温暖化対策実行計
画で示す目標の達成に向け

て、減少を目指します。
（R6年度）

66 ha
461

（R2年度）
640

（R6年度）

67 万台
48.4

（R2年度）
65.8以上
（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：2 行政活動目標：12

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

電動車保有台数
県内の電動車保有台数（軽自動車及び二輪車を除く）
※電動車…電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車

指標名 指標の解説

千葉県における二酸化炭素排出量
区域の二酸化炭素排出量等を推計するための「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュ
アル算定手法編」に基づき統計データ等を用いて算定した二酸化炭素排出量

森林整備面積 間伐・下刈り・枝打ち等により整備された森林の面積

6
次世代自動車の普及促進のための
啓発実施回数

回
6

(R5年度実績値)
6

(R6年度)
県や市町村等が実施するイベントへの出展その他
の啓発活動の実施回数

毎年開催される県や市町村等が実施するイベント
へ出展していることから、前年度と同数以上の出展
回数を目指す。

２　省エネル
ギーの促進

7 公用車への電動車導入率（年間） ％

100
 （R4年度）

※R5年度実績値はR6年
5月頃判明

100
（R6年度）

令和６年度に導入する公用車に占める電動車の割
合（ただし、電動車に代替できない自動車は割合に
含めない）

県内の電動車保有台数の社会目標達成に向け、
県民や事業者の模範となるよう、県の公用車にお
いては、率先して電動車を導入する必要があるた
め。

２　省エネル
ギーの促進

8 ○ 公共用充電設備基数 基
2127

（R6年2月時点）
2500

(R6年度）
自宅以外で使用でき、一般開放されている電気自
動車用充電設備の県内設置基数

千葉県地球温暖化対策実行計画の、県の施策の
実施目標として、2030年度に公共用充電設備を5千
基設置する目標を掲げており、達成には年間約380
基増加させる必要がある。

２　省エネル
ギーの促進

9 認定長期優良住宅の認定戸数 戸
79,009

（R5年度実績値）
（R5年10月時点）

89,004
（R6年度）

県内における「長期優良住宅建設等計画」の認定
数

第４次住生活基本計画において、長期優良住宅の
認定実績の累計戸数を令和2年度から令和12年度
の間に63,800戸から128,000戸にするとしたため。
(１年間に6,420戸増加)

２　省エネル
ギーの促進

10 間伐実施面積 ha/年
143

（R2～R4年度実績値の
平均値）

233
（R6年度）

森林整備事業（林業事業体等への補助事業）や県
営林事業等による間伐面積

健全な森林づくりを進めるために重要な間伐の実
施面積を指標とするが、台風被害等の影響により
年により実績値に偏りがあるため、現状値を過去3
か年の平均値としたうえで、実施面積の約63％の
増を目指す。

再掲

３　温暖化対策
に資する地域
環境の整備・改
善
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【施策】 Ⅵ－２－①　地球温暖化対策の推進

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

65 千t
75,519

（平成29年度）

今後策定が予定されている千
葉県地球温暖化対策実行計
画で示す目標の達成に向け

て、減少を目指します。
（R6年度）

66 ha
461

（R2年度）
640

（R6年度）

67 万台
48.4

（R2年度）
65.8以上
（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：2 行政活動目標：12

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

電動車保有台数
県内の電動車保有台数（軽自動車及び二輪車を除く）
※電動車…電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車

指標名 指標の解説

千葉県における二酸化炭素排出量
区域の二酸化炭素排出量等を推計するための「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュ
アル算定手法編」に基づき統計データ等を用いて算定した二酸化炭素排出量

森林整備面積 間伐・下刈り・枝打ち等により整備された森林の面積

11
都市計画区域内人口一人当たりの都
市公園面積

㎡/人
7.21

（R5年実績値）
増加を目指します

（R6年度）
都市計画区域内の人口一人当たりにおける都市公
園の面積

都市公園現況調査によると、全国値（R３年度）が
10.8㎡/人となっており、現況からの向上を目指す
ため、設定

再掲

３　温暖化対策
に資する地域
環境の整備・改
善

12
流域下水道施設の屋外照明をＬＥＤ
化した数（累計）

灯
331

(R5年度実績値)
503

(R6年度)
流域下水道施設（処理場、ポンプ場）の屋外照明の
ＬＥＤ化工事を発注し更新した数

令和６年度中に流域下水道施設（処理場・ポンプ
場）にある屋外照明（総本数503本）の完全ＬＥＤ化
を目指す。

３　温暖化対策
に資する地域
環境の整備・改
善

13
気候変動による影響への適応に
ついて知っている人の割合

%
36.8

（R5年度実績値）
45

(R6年度)
県政に関する世論調査において、気候変動による
影響への適応について知っている人の割合

令和６年度については、令和５年度の実績値から
約10％高い45％を目指す

４　気候変動の
影響に対する
適応の推進

14
都市計画区域内人口一人当たりの都
市公園面積

㎡/人
7.21

（R5年実績値）
増加を目指します

（R6年度）
都市計画区域内の人口一人当たりにおける都市公
園の面積

都市公園現況調査によると、全国値（R３年度）が
10.8㎡/人となっており、現況からの向上を目指す
ため、設定

再掲
４　気候変動の
影響に対する
適応の推進
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【施策】 Ⅵ－２－②　循環型社会の構築

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

68 万t
28.9

（平成27年度～R元年度平
均）

28.2以下
（R6年度）

69 g
519

（R元年度）
450以下

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：20

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 溶融スラグの有効利用率 ％
83.7

（R4年度実績値）
増加を目指す

(R6年度)
県内で生産された溶融スラグのうち、有効利用され
た割合を示す数値

溶融スラグの有効利用率は、溶融スラグ生産量
（焼却灰発生量）や公共工事の実施状況等、社会
情勢に応じて変動するものであることから、前年度
と比べ増加することを目指して設定する。

１　資源循環の
基盤となる産業
づくり

2
バイオマスの利活用に係る研修会の
実施回数

回
1

(R5年度実績値)
1

(R6年度)

バイオマス※の利活用に関する講演や取組事例を
紹介するバイオマス利活用研修会の実施回数
※バイオマス：石油などの化石資源を除いた動植
物に由来する有機物である資源。持続的に再生可
能な資源であり、地球温暖化の防止や循環型社会
の形成といった課題の解決に寄与する。

前年度と同程度の実施回数を目指す
１　資源循環の
基盤となる産業
づくり

3
廃棄物処理に係る研修会等の実施回
数

回
7

(R5年度実績)
7

(R6年度)

一般廃棄物の処理に当たって先進事例などの情報
を共有し、今後の施策の検討に反映することを目
的とした、市町村とのブロック別意見交換会、市町
村職員向け初任者対象の研修及び廃棄物処理に
関する法令等に関する研修会の実施回数

前年度と同程度の実施回数を目指す
１　資源循環の
基盤となる産業
づくり

4
リサイクルの促進に関する研修会の
参加者数

人

110
（R5年度実績）

※後日配信の動画再生数を
含まない

133
(R6年度)

県が関係団体と連携して実施する先進的なリサイ
クル技術の普及促進等を目的とした研修会の延べ
参加者数

直近3か年の参加者数の平均値と比較して増加す
ることを目指して設定

１　資源循環の
基盤となる産業
づくり

5
ちば食品ロス削減パートナー登録事
業者数

店舗
141事業者545店舗

（令和5年10月10日時点）
増加を目指します

(R6年度)
食品ロスの削減に取り組む事業者等の登録数

登録事業者数を増やし、広く紹介することにより、
食品ロスの削減に資する商品やサービス、取組等
を、県民が選択する機会が増大するため。

２　「３Ｒ」を推進
するためのライ
フスタイルづくり

6
ちばプラごみ削減パートナー登録事
業者数

店舗
21事業者510店舗

（令和5年10月10日時点）
増加を目指します

(R6年度)
プラスチックごみの削減に取り組む事業者等の登
録数

登録事業者数を増やし、広く紹介することにより、プ
ラスチックごみの削減に資する商品やサービス、取
組等を、県民が選択する機会が増大するため。

２　「３Ｒ」を推進
するためのライ
フスタイルづくり

指標名 指標の解説

産業廃棄物の最終処分量 産業廃棄物の発生抑制・再使用、再生利用に加え熱回収の取組を行った上で、最終的に処分される量

一人１日当たりの家庭系ごみの排出量 県民一人が1日当たりに家庭から排出するごみのうち、資源ごみを除いたもの
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【施策】 Ⅵ－２－②　循環型社会の構築

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

68 万t
28.9

（平成27年度～R元年度平
均）

28.2以下
（R6年度）

69 g
519

（R元年度）
450以下

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：20

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

産業廃棄物の最終処分量 産業廃棄物の発生抑制・再使用、再生利用に加え熱回収の取組を行った上で、最終的に処分される量

一人１日当たりの家庭系ごみの排出量 県民一人が1日当たりに家庭から排出するごみのうち、資源ごみを除いたもの

7
産業廃棄物の排出事業者を対象とし
たセミナーへの講師派遣等の回数

回
5

（R5年度実績値）
5

（R6年度）

産業廃棄物の排出事業者を対象とし、廃棄物の適
正処理等の啓発を目的としたセミナーへの講師の
派遣回数及び排出事業者団体の会報誌への寄稿
回数

令和5年度の実績をもとに、排出事業者向けに開催
されるセミナーの講師派遣依頼件数及び会報誌へ
の寄稿回数の合計を目標として設定した。

３　廃棄物等の
適正処理の推
進

8
産業廃棄物排出事業者への立入検
査数

件
476

(R4年度実績値）
476

（R6年度）
アスベストを排出する建設現場や多量排出事業者
等に対する立入検査の件数

令和4年度の立入検査実績を目標として設定した。
３　廃棄物等の
適正処理の推
進

9
産業廃棄物処理業者に対する立入検
査件数

件
402

（R4年度実績値）
R5実績はR6年5月頃判明

370
（R6年度）

廃棄物処理法に基づく処理業者への立入検査の
年間件数

事業者による廃棄物の適正処理の確保に向けて、
予算、人員、過去の実績を踏まえ、R6年度に実施
すべき立入検査件数として目標値を設定した。

３　廃棄物等の
適正処理の推
進

10
低濃度PCB廃棄物等保管事業者へ
の指導件数

件
241

（R6年2月15日時点）
800

（令和6年度）
低濃度PCB廃棄物等を保管している事業者への指
導件数

低濃度PCB廃棄物の処分期間である令和8年度末
までに未処理事業者数を0件とするため、令和6年
度に達成すべき指導件数を目標値として設定した。

３　廃棄物等の
適正処理の推
進

11 自動車ヤードの立入回数 回
418

（令和6年1月末時点）
500

（R6年度）
県が実施する自動車ヤードへの立入り回数

自動車ヤード条例に基づく義務履行の徹底を目指
して県警と調整した立入り計画日数を基に設定（70
日／年×7件／日）

４　ヤード等対
策の強化

12
産業廃棄物不法投棄防止に係る監視
活動の実施

―
24時間365日の監視活動の

実施
(R5年度実績)

24時間365日の監視活動の
実施

(R6年度)

産業廃棄物の不法投棄等の早期発見、早期対応
を図るため、関係機関と連携し24時間・365日の監
視活動を行う。

引き続き、24時間・365日の監視活動を行うべく目
標値を設定した。

５　産業廃棄物
の不法投棄の
根絶に向けた
監視・取締りの
強化
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【施策】 Ⅵ－２－②　循環型社会の構築

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

68 万t
28.9

（平成27年度～R元年度平
均）

28.2以下
（R6年度）

69 g
519

（R元年度）
450以下

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：20

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

産業廃棄物の最終処分量 産業廃棄物の発生抑制・再使用、再生利用に加え熱回収の取組を行った上で、最終的に処分される量

一人１日当たりの家庭系ごみの排出量 県民一人が1日当たりに家庭から排出するごみのうち、資源ごみを除いたもの

13 大規模不法投棄箇所の調査 か所
8

(R5年度見込み)
8

(R6年度)

残存する産業廃棄物不法投棄等現場のうち、県民
の生活環境への支障が懸念される大規模な8か所
について環境調査を行う。

引き続き、年8か所の調査を実施するべく目標値を
設定した。

５　産業廃棄物
の不法投棄の
根絶に向けた
監視・取締りの
強化

14 建設廃棄物全体の再資源化・縮減率 ％
98.1

(R4年度実績値）
98

（R6年度）

県工事において建設廃棄物として排出された量に
対する再資源化及び縮減された量と工事間利用さ
れた量の合計の割合

国土交通省「建設リサイクル推進計画2020」におけ
る達成基準値（関東）を目標として設定

６　再資源化に
向けた県の取
組の推進

15
県営水道の浄水発生土の再資源化
率

%
100

(R6年1月時点)
100

(R6年度)

県営水道の浄水発生土（浄水過程で発生する水の
中の濁りを薬品で固めて沈殿させたもの）の総量に
対して、再資源化した量の割合。

県営水道事業中期経営計画において、環境負荷の
低減に向けた取組として浄水発生土を再資源化す
ることとしており、前年度実績（R4年度実績）から引
き続き100％を目指す。

６　再資源化に
向けた県の取
組の推進

16
工業用水道の浄水発生土の再資源
化率

%
100

（R4年度実績値）
100

(R6年度)

工業用水道の浄水発生土（浄水過程で発生する水
の中の濁りを薬品で固めて沈殿させたもの）の総量
に対して、再資源化した量の割合。

工業用水道事業中期経営計画において、環境対策
への取組として浄水発生土の再資源化を進めるこ
ととしており、前年度実績（R4年度実績）から引き続
き100％を目指す。

６　再資源化に
向けた県の取
組の推進

17 下水汚泥の再資源化率 %
57

(R4年度実績)
（R6年2月時点）

65
(R6年度)

流域下水道施設から発生する下水汚泥をセメント
原料や軽量骨材等の再資源にする割合

令和11年度までに放射性物質の影響のなかった東
日本大震災以前の下水汚泥の再資源化率84%を目
指しており、令和6年度末までに65%を目指す。

６　再資源化に
向けた県の取
組の推進

18
環境教育指導者養成研修の参加者
数

人
41

（R5年度実績）
48

（R5年度）
学校や地域で環境教育活動を実践できる人材を育
成するための研修の参加者数

近年の実績を踏まえた上で増加を目指して設定
７　環境学習等
の推進
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【施策】 Ⅵ－２－②　循環型社会の構築

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

68 万t
28.9

（平成27年度～R元年度平
均）

28.2以下
（R6年度）

69 g
519

（R元年度）
450以下

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：0 行政活動目標：20

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

産業廃棄物の最終処分量 産業廃棄物の発生抑制・再使用、再生利用に加え熱回収の取組を行った上で、最終的に処分される量

一人１日当たりの家庭系ごみの排出量 県民一人が1日当たりに家庭から排出するごみのうち、資源ごみを除いたもの

19
体験の機会の場で実施する体験活動
の参加者数

件
17

（R4年度実績）
※R5実績はR6.6判明

増加を目指します
(R6年度)

県が認定した環境教育等促進法に基づく体験の機
会の場で実施する環境学習等に関する体験活動
の参加者数

R2年度より、新型コロナウイルスの影響により、体
験活動の機会が減少していることから、前年度と比
べて増加することを目指して設定

７　環境学習等
の推進

20
ちば環境再生基金による助成事業の
実施件数

件
97

（R5年度実績）
70

（R6年度）

ふるさと千葉の自然の保全と再生に取り組む環境
保全活動への助成金として活用されている「ちば環
境再生基金」による助成事業の実施件数

県環境基本計画では、R元年度からR10年度の10
年間で、助成事業の件数を累計700件とする目標を
掲げており、1年間に換算すると70件となるため。

７　環境学習等
の推進
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【施策】 Ⅵ－２－③　豊かな自然環境と大気・水環境の保全

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

70 日
9.5

(平成29年度～R2年度平均)
9.5以下

（R3～6年度平均）

71 ％
72.9

（R2年度）
77.6

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
自然公園及び自然環境保全地域等
の面積

ha
30，493

（R6年1月末）
維持します
（R6年度）

自然公園（国定公園・県立自然公園）及び自然環
境保全地域等に指定された区域の面積

優れた風景地、希少な野生生物の生息、生育地な
ど本県のコアとなる自然環境を将来に引き継ぐた
め、現状の保全地域等を維持する。

１　豊かな自然
環境の保全と
快適な利用促
進

2 自然公園施設等利用者数 万人
39

（R6年1月末）
維持します
（R6年度）

県が設置している自然公園施設等４施設の利用者
数の合計

施設の維持補修を適切に実施し、利用者の安全
性・快適性を向上させ、利用者数を維持する

１　豊かな自然
環境の保全と
快適な利用促
進

3
大気汚染防止法に基づく立入検査実
施施設数

件

1,582
(R4年度実績値)

※R5年度実績値は
R6年6月頃判明

1,420
(R6年度)

大気汚染防止法に基づき、県が立入検査を実施す
る施設数（ばい煙発生施設・揮発性有機化合物排
出施設）

ばい煙発生施設及び揮発性有機化合物排出施設
の届出数を踏まえ、立入検査実施施設数を設定し
た。

２　良好な大気
環境の確保

4
ディーゼル条例に基づく立入検査等
の実施台数

台

810
（R6年1月時点）

※R6年度実績値は
R5年4月頃判明

850
（R6年度）

千葉県ディーゼル条例に基づく運行規制の遵守状
況確認のための立入検査等の台数

・ディーゼル自動車の走行中の排ガスによる大気
環境への負荷の低減を図るため、立入水準を維持
する。

２　良好な大気
環境の確保

5
アイドリング・ストップの周知に係る立
入指導件数

件

195
（R6年1月時点）

※R5年度実績値は
R6年4月頃判明

190
（R6年度）

千葉県環境保全条例に基づく、アイドリング・ストッ
プの周知実施の確認のための立入指導件数

アイドリング・ストップによる大気環境への負荷の低
減を図るため、立入指導の水準を維持する。

２　良好な大気
環境の確保

6
航空機騒音の常時監視に係る県固定
測定局数

局

成田23
羽田　5
下総　2
(見込み)

維持します
（R6年度）

各空港・飛行場周辺地域に設置する県固定測定局
の数

環境基準の達成状況を把握するため、毎年度固定
測定局により航空機騒音を測定しており、今後も継
続して測定するため、維持を目標とする。

３　騒音の少な
いくらしの確保

指標名 指標の解説

光化学スモッグ注意報の年間発令日数 光化学オキシダント濃度が基準以上になった場合に発令する「光化学スモッグ注意報等」の日数

河川・湖沼・海域の水質環境基準達成率（ＢＯＤ・ＣＯ
Ｄ）

生活環境を保全する上で、維持されることが望ましい基準である水質環境基準のうち、ＢＯＤ(河川)、ＣＯ
Ｄ（湖沼・海域）の環境基準を達成している水域の割合
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【施策】 Ⅵ－２－③　豊かな自然環境と大気・水環境の保全

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

70 日
9.5

(平成29年度～R2年度平均)
9.5以下

（R3～6年度平均）

71 ％
72.9

（R2年度）
77.6

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：10

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

光化学スモッグ注意報の年間発令日数 光化学オキシダント濃度が基準以上になった場合に発令する「光化学スモッグ注意報等」の日数

河川・湖沼・海域の水質環境基準達成率（ＢＯＤ・ＣＯ
Ｄ）

生活環境を保全する上で、維持されることが望ましい基準である水質環境基準のうち、ＢＯＤ(河川)、ＣＯ
Ｄ（湖沼・海域）の環境基準を達成している水域の割合

7 ○
東京湾・印旛沼・手賀沼の発生汚濁
負荷量（ＣＯＤ）

kg/日

東京湾 27,960
（R3年度実績値）

印旛沼 7,348
手賀沼 2,757

(R4年度実績値)

減少させます
（R6年度）

各水域の流域で発生する汚濁(ＣＯＤ)の総量
各水域の流域で発生する汚濁（COD）の総量につ
いては、毎年度ほぼ削減してきたことから、更なる
減少を目標とした。

４　良好な水環
境・土壌環境・
地盤環境の保
全

8 汚水処理未普及人口 千人
592

(R4年度実績値)
減少させます

（R6年度）

県内総人口のうち、下水道、農業集落排水施設
等、合併処理浄化槽、コミュニティプラントの汚水処
理施設による汚水処理が行われていない人口

「千葉県全県域汚水適正処理構想」に基づき、R31
年度に汚水処理未普及人口０を目指しており、更な
る減少を目標とした。

４　良好な水環
境・土壌環境・
地盤環境の保
全

9 年間立入検査計画達成率 %
92.3

(R4年度実績値)
100

（R6年度）

水質汚濁防止法等に基づく事業場への立入検査
回数の年間計画に対する、実際の立入検査回数の
割合

過去立入検査が概ね適切に実施されてきたことか
ら、立入検査件数を維持する。

４　良好な水環
境・土壌環境・
地盤環境の保
全

10
大気・水環境や気候変動などの調査・
研究に関する報告書の作成

件
40

（R5年実績値）
35

（R6年度）
大気・水環境や気候変動などの調査・研究に関す
る報告書の作成

環境研究センター年報への掲載件数35件を、毎年
維持することを目指し目標値を設定

５　多様な環境
問題に関する
調査・研究及び
環境情報の提
供

11
環境情報チャンネルの登録者数（累
計）

人
1,349

(R6年1月31日時点)
1400

（R6年度）
環境情報チャンネルの登録者数（累計）

R7年度までに累計1,500人の登録を目標とし、R6年
度は累計1,400人の登録を目指し目標値を設定

５　多様な環境
問題に関する
調査・研究及び
環境情報の提
供
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【施策】 Ⅵ－２－④　野生生物の保護と適正管理

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

72 頭
約50,300
（R2年度）

約40,000
（R6年度）

73 頭
25,954

(平成28年度～R2年度平均）
30,000

(R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
生命（いのち）のにぎわい調査団によ
る報告件数（累計）

件
140,534

（R4年度実績値）
150,000

（R6年度）

身近に見られる動植物57種の確認情報について、
「生命のにぎわい調査団」の団員として登録された
県民から報告された、制度開始（H21年度）依頼の
累計報告件数

広く県民の参加を募集し、千葉県の生物や自然に
ついて理解を深めてもらうと共に、生態系の指標と
なる身近な野生生物の生息情報を収集することを
目的としたもので、R5年度末の累計報告件数に努
力目標として5千件を上乗せした件数を目標値とし
て設定。

１　生態系の保
全と希少な野
生生物の保護・
回復

2 生態系保全に関する普及啓発 人
　227

（R4年度実績値）
増加を目指します

（R6年度）

企業セミナー、連携大学研究成果発表会、市町村
研修会、生命のにぎわい現地研修会、ヒメコマツ観
察会の参加者数の合計

様々な主体との連携を図り、生態系保全に関する
普及啓発を進めるため、参加者数の増加を目指
す。

１　生態系の保
全と希少な野
生生物の保護・
回復

3 県によるイノシシの捕獲数 頭
県による捕獲数

594
（R5年度実績値）

県による捕獲
410

（R6年度）

指定管理鳥獣捕獲等事業により捕獲したイノシシ
の頭数

県内のイノシシを減少させるために必要な捕獲目
標150,000頭（５か年、市町村や狩猟者等による捕
獲を含む）のうち、県による単年度の捕獲目標数。
毎年度、地域や捕獲状況を考慮して設定している。

本籍
２　有害鳥獣対
策の強化

4 ニホンジカの捕獲数 頭
県による捕獲数

208
（R5年度実績値）

県による捕獲
153

（R6年度）

指定管理鳥獣捕獲等事業により捕獲したニホンジ
カの頭数

県内のニホンジカを減少させるために必要な捕獲
目標42,500頭（５か年、市町村や狩猟者等による捕
獲を含む）のうち、県による単年度の捕獲目標数。
毎年度、地域や捕獲状況を考慮して設定している。

本籍
２　有害鳥獣対
策の強化

5
野生獣管理指導者研修会への参加
者数

人
60

（R5年度実績値）
80

（R6年度）
野生獣管理指導者研修会への参加者数

市町村、県関係機関、農業者団体等の職員の参加
人数を目標値に設定

本籍
２　有害鳥獣対
策の強化

6 ○ 有害鳥獣による農作物被害金額 百万円
270

（R4年度実績値）
減少を目指します

（R6年度）
毎年度実施する野生鳥獣による農作物の被害状
況調査に基づく被害金額

イノシシ等の生息地域が拡大しており、野生鳥獣に
よる農作物被害金額は高止まり傾向にあるため、
被害金額の減少を目標とする。

再掲
２　有害鳥獣対
策の強化

指標名 指標の解説

キョンの生息数 特定外来生物であり、増加が著しいキョンの生息数

イノシシの捕獲数 有害鳥獣による農作物被害額の約半数を占める、イノシシの捕獲数
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【施策】 Ⅵ－２－④　野生生物の保護と適正管理

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

72 頭
約50,300
（R2年度）

約40,000
（R6年度）

73 頭
25,954

(平成28年度～R2年度平均）
30,000

(R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：1 行政活動目標：9

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

キョンの生息数 特定外来生物であり、増加が著しいキョンの生息数

イノシシの捕獲数 有害鳥獣による農作物被害額の約半数を占める、イノシシの捕獲数

7
鳥獣被害対策実施隊設置市町村数
（累計）

市町村
21

（R5年度）
22

（R6年度）

鳥獣特措法に基づき市町村が設置できる、地域の
鳥獣被害対策の総合的な担い手である「鳥獣被害
対策実施隊」の設置市町村数

鳥獣被害の低減には地域ぐるみの対策が有効で
あるため、地域の鳥獣対策を担う鳥獣被害対策実
施隊の設置市町村数の年１市町村増加を目標とす
る。

再掲
２　有害鳥獣対
策の強化

8 狩猟免許試験の受験者数 人
709

（R5年実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

県が実施する狩猟免許試験の受験者数
狩猟免許は狩猟を行いたい者が取得するものであ
り、県は受験者数の増加に向けた環境を整える立
場であるため。

２　有害鳥獣対
策の強化

9 カミツキガメの捕獲数 頭
1,502

（R6年1月時点）
1,200

（暫定値）
防除実施計画に基づく特定外来生物の県による捕
獲数

R3年に改定した新たな防除実施計画に基づき、カ
ミツキガメ減少に必要な数として前年度推定個体数
の18.2％以上の捕獲を行う。
「千葉県におけるカミツキガメ防除実施計画書」

３　特定外来生
物の防除

10
特定外来生物（アカゲザル、キョン）の
捕獲数

頭

県による捕獲数
アカゲザル：120

キョン：482
（R4年度実績、R5は集計中）

県による捕獲数
アカゲザル：600

キョン：400
（R6年度）

防除実施計画に基づく特定外来生物の県による捕
獲数

根絶に必要な捕獲数（市町村の捕獲を含む）のうち
県による捕獲目標数。毎年度、実施地域や捕獲状
況などを考慮して設定する。

本籍
３　特定外来生
物の防除
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【施策】 Ⅵ－３－①　文化芸術の振興

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

74 %
69.5

（R2年度)
75.0

（R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：6 行政活動目標：6

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1 ○

県の主催事業や、県内公立文化会館
（自主事業に限る）、美術館・博物館
において、文化芸術を鑑賞した人数
（オンラインの視聴者数を含む）

人
2,789,759

（R4年度実績）
増加を目指す

（R6年度）

県が主催する文化芸術事業、県内公立文化会館に
おける自主事業及び県内の登録博物館・博物館相
当施設において、施設又はオンラインで文化芸術を
鑑賞した人数。

「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱１　あらゆる人々が文化芸術に親しむことがで
きる環境づくり」の実施状況を把握するための成果
指標としている。

１　あらゆる
人々が文化芸
術に親しむこと
ができる環境づ
くり

2 ○

県の主催事業や、県内公立文化会館
（自主事業に限る）、美術館・博物館
において、文化芸術活動を行った人
数（発表、練習、文化芸術関連の講座
への参加等）（オンラインの活動を含
む）

人
496,153

（R4年度実績）
増加を目指す

（R6年度）

県が主催する文化芸術事業、県内公立文化会館に
おける自主事業及び県内の登録博物館・博物館相
当施設において、施設又はオンラインで文化芸術
に関する活動を行った人数。

「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱１　あらゆる人々が文化芸術に親しむことがで
きる環境づくり」の実施状況を把握するための成果
指標としている。

１　あらゆる
人々が文化芸
術に親しむこと
ができる環境づ
くり

3 「千葉・県民文化祭」参加人数 人
59,432

(R4年度実績）
増加を目指す

（R6年度）
「千葉・県民文化祭」の出演・出展・観覧者数（中央
行事及び県域文化団体行事の合計）

この1年間に文化芸術に触れた県民の割合の増加
を実現するため。

１　あらゆる
人々が文化芸
術に親しむこと
ができる環境づ
くり

4 ○

県、県立文化会館、県立美術館・博物
館が主催する文化芸術行事におけ
る、伝統文化事業の鑑賞者数（オンラ
インでの視聴を含む）

人
414,913

（R4年度実績）
増加を目指す

（R6年度）

県、県立文化会館や県立美術館・博物館が主催す
る伝統文化を取り扱う行事において、施設又はオン
ラインで鑑賞した人数。

「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱２　ちばの多様な伝統文化が輝き続ける地域
づくり」の実施状況を把握するための成果指標とし
ている。

２　ちばの多様
な伝統文化が
輝き続ける地域
づくり

5 ○

県、県立文化会館、県立美術館・博物
館が主催する文化芸術行事におけ
る、伝統文化体験事業の参加者数
（オンラインでの体験行事を含む）

人
43,045

（R4年度実績）
増加を目指す

（R6年度）

県、県立文化会館や県立美術館・博物館が主催す
る伝統文化を取り扱う行事において、施設又はオン
ラインで活動した人数。

「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱２　ちばの多様な伝統文化が輝き続ける地域
づくり」の実施状況を把握するための成果指標とし
ている。

２　ちばの多様
な伝統文化が
輝き続ける地域
づくり

6 房総の郷土芸能の参加者数 人
300

(R5年度）
400

(R6年度）
「令和６年度　房総の郷土芸能」への参加者数

「令和６年度　房総の郷土芸能」の講演を通じて伝
統文化の紹介や地域文化に触れる機会の提供を
目指して、会場の定員及び近年の実績を踏まえて
目標を設定

本籍

２　ちばの多様
な伝統文化が
輝き続ける地域
づくり

指標名 指標の解説

この１年間に文化芸術に触れた県民の割合
県政に関する世論調査において、この1年間に、文化芸術の鑑賞又は鑑賞以外の文化芸術活動のいず
れかを行った県民の割合
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【施策】 Ⅵ－３－①　文化芸術の振興

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

74 %
69.5

（R2年度)
75.0

（R6年度)

【行政活動目標等】
補助指標：6 行政活動目標：6

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

この１年間に文化芸術に触れた県民の割合
県政に関する世論調査において、この1年間に、文化芸術の鑑賞又は鑑賞以外の文化芸術活動のいず
れかを行った県民の割合

7

観光・国際交流・福祉等、文化芸術と
他分野が連携する事業に取り組んだ
市町村の割合（いずれもオンラインで
の取組を含む）

％
40.7

（R4年度実績）
70.0

(R6年度）

県内市町村で、文化芸術と観光・国際交流・福祉等
の他分野が連携する事業（※）に取り組んだ市町村
の割合。

※該当する事業は以下のとおり
○観光・地域産業等の様々な分野と連携した事業
○海外関係（現地展開・訪問、受入、イベント等）事
業
○障害者が文化芸術に触れる機会の創出

「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱３　新たな文化芸術の価値を創造できる社会
づくり」実施状況を把握するための成果指標として
いる。

３　新たな文化
芸術の価値を
創造できる社会
づくり

8 房総の郷土芸能の参加者数 人
300

(R5年度）
400

(R6年度）
「令和６年度　房総の郷土芸能」への参加者数

「令和６年度　房総の郷土芸能」の講演を通じて伝
統文化の紹介や地域文化に触れる機会の提供を
目指して、会場の定員及び近年の実績を踏まえて
目標を設定

再掲

３　新たな文化
芸術の価値を
創造できる社会
づくり

9 ○

県及び市町村における、子ども・若者
を対象とした文化芸術事業の参加者
数（子ども・若者の人数に限る）（オン
ラインでの取組を含む）

人
86,260

（R4年度実績）
増加を目指す

（R6年度）

県と市町村において、子ども・若者を対象とした施
設又はオンラインで開催される文化芸術に関する
事業に参加した、子ども・若者の人数。

「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱４　次代を担う子どもや若者がちばの文化芸
術に触れる機会づくり」実施状況を把握するための
成果指標としている。

４　次代を担う
子どもや若者が
ちばの文化芸
術に触れる機
会づくり

10
学校・社会教育施設等におけえる出
土文化財の活用件数

回
100

（R5年度末見込数）
120

（R6年度）
出土文化財を活用した体験型の出前授業（土器ッ
と古代“宅配便”）の実施件数

過年度の実績等を参考に現行体制で可能な最大
回数を想定した。

本籍

４　次代を担う
子どもや若者が
ちばの文化芸
術に触れる機
会づくり

11 ○
文化芸術に触れ、自ら取り組むことが
できる環境が整っていると思う県民の
割合

％
22.1

（R5年度実績）
50.0

（R6年度）

県政に関する世論調査において、文化芸術に触
れ、自ら取り組むことができる環境が整っていると
思う県民の割合。

他県の類似の指標を参考に設定した。
「千葉県文化芸術推進基本計画」において、「施策
の柱５　ちばの強みを生かした文化芸術の創造・発
信」実施状況を把握するための成果指標としてい
る。

本籍

５　ちばの強み
を生かした文化
芸術の創造・発
信

12 県民の日中央行事における参加者数 人
8500

（R5年度実績値）
19000

（R6年度）
県が実施する「県民の日中央行事」に参加した人
数

令和6年度は、千葉県誕生150周年記念事業フィ
ナーレイベントとして、九十九里浜及び勝浦市で2
日間にわたって開催予定だが、令和５年度に開催
したオープニングイベント（松戸市で単日開催）と行
事内容や開催地域、日数を比較し、設定した。

本籍

５　ちばの強み
を生かした文化
芸術の創造・発
信
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【施策】 Ⅵ－３－②　スポーツの振興

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

75 %
62.5

（R3年度）
70.0

（R6年度）

76 %
未調査

（R3年度）
50.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：4 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

1
「スポーツで元気いっぱい！親子体験
イベント」参加者数

人
1,201

（R5年度実績値）

増加を
目指します
(R6年度）

スポーツ推進月間（毎年１０月）に総合型地域ス
ポーツクラブが実施する「スポーツで元気いっぱ
い！親子体験イベント」（計６回）の参加者数

社会目標を達成するために、親子で運動に親しむ
イベントを開催し、子育て世代を含めた成人の運動
実施率の向上を図る。

１　人生を豊か
にするスポーツ
の推進

2 ○ 成年の世代別スポーツ実施率 ％

18～39歳　49.0
40～59歳　48.0
60歳以上　74.4

（R5年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

成年の週１回程度のスポーツ実施率。散歩や通勤
時の一駅歩き、階段昇降など、軽い運動も含む。

国の第３期スポーツ基本計画において、成年の運
動実施率について70％を目標に設定し、県体育・ス
ポーツ推進計画でも同様の指標を設定している。
新型コロナウイルス感染症流行による運動機会の
減少等の影響により、令和４年度と比較し、県内の
すべての世代においてスポーツ実施率が低下して
いる現状がある。社会目標記載の現状値（R3年度
62.5%）を下回っており、数値設定が困難であるた
め、増加を目指すこととした。

１　人生を豊か
にするスポーツ
の推進

3 パラスポーツ競技体験会の参加者数 人
1,306

（R5年度2月実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

各パラスポーツ競技団体が開催する競技体験会の
参加者数

社会目標を達成するために、競技体験会等の開催
を支援し、県民がパラスポーツに触れる機会を増加
する。

２　誰もが共に
楽しめるパラス
ポーツの推進

4
県強化指定選手のうちパラリンピック
競技日本代表に選出された選手数

人 40
増加を

目指します
（R6年度）

夏季22種目、冬季6種目の計28種目（令和6年3月
現在。2028ロサンゼルスパラリンピック競技で新た
に競技が追加された場合はその競技を追加する。）
の県強化指定選手のうちパラリンピック競技日本代
表に選出された選手数

目指す姿を実現するために、４年後に開催が予定
されているロサンゼルスパラリンピックで追加される
競技も新たに対象とするなど、増加を目指すとして
目標を設定した。県体育・スポーツ推進計画に同様
の指標を設定。

２　誰もが共に
楽しめるパラス
ポーツの推進

5 公認スポーツ指導者数 人
886

（R5年度実績）

維持・増加を
目指します
(R6年度)

「千葉県スポーツプログラマー」、「千葉県生涯ス
ポーツ公認指導員」及び「千葉県スポーツリー
ダー」の資格を得た人数の合計

社会目標を達成するために、平成２９年度～令和３
年度の資格取得者数を基準とし（約９００～９４０
人）、より多くの資格取得者を目指す。第１３次「千
葉県体育・スポーツ推進」計画に同様の指標を設
定。

３　スポーツ環
境の整備・充実

指標名 指標の解説

成年の週１回以上のスポーツ実施率 成年（高齢者を含む）が週1回以上スポーツを実施する割合

パラスポーツの体験や観戦をしたことのある成年の
割合

1年間にパラスポーツの体験や観戦をしたことのある成年の割合
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【施策】 Ⅵ－３－②　スポーツの振興

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

75 %
62.5

（R3年度）
70.0

（R6年度）

76 %
未調査

（R3年度）
50.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：4 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

成年の週１回以上のスポーツ実施率 成年（高齢者を含む）が週1回以上スポーツを実施する割合

パラスポーツの体験や観戦をしたことのある成年の
割合

1年間にパラスポーツの体験や観戦をしたことのある成年の割合

6 体育施設年間利用者数 人
768,353

(R6年1月末時点)

増加を
目指します
(R6年度）

県が所有する千葉県総合スポーツセンター（射撃
場・東総運動場含む）と国際総合水泳場の年間利
用者数の合計

社会目標を達成するために、令和元年以前の利用
者数を参考として目標値を設定。（令和元年度は台
風被害、令和２～４年度は新型コロナ及び、施設内
の改修工事に伴い利用者数が減少している。県体
育・スポーツ推進計画に同様の指標を設定。

３　スポーツ環
境の整備・充実

7 ○ 総合型地域スポーツクラブ認知度 ％
16.1

（R5年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

総合型地域スポーツクラブを知っている人の割合

生涯スポーツ振興課が実施している「県民の運動・
スポーツに関するアンケート調査」により、平成２９
年度～令和３年度の認知度を基準とし（約１５％前
後）、より多くの県民に総合型地域スポーツクラブ
や活動内容を知ってもらう。第１３次「千葉県体育・
スポーツ推進計画」に同様の指標を設定。

３　スポーツ環
境の整備・充実

8 トップ・アスリートの派遣実施数 回
26

（R5年実績値）
35

（R6年度）
トップアスリートを学校等に派遣した回数

社会目標を達成するために、令和5年度の実績を
基準として目標値を設定。トップアスリートを学校等
に派遣し、選手強化事業の成果を地域に還元す
る。県体育・スポーツ推進計画に同様の指標を設
定。

４　競技力の向
上

9 ○ 国民体育大会入賞者 人・種目
個人83種目68人

団体43種目
（R5年実績値）

個人100種目85人
団体55種目

（R6年）

国体個人種目における8位以内入賞の種目数及び
人数国体団体種目における8位以内入賞の種目数

目指す姿を実現するために、過去５年の最高入賞
数（団体48種目、個人96種目82人）を基準とし、目
標値を設定。国体における本県選手への支援を行
い、その活躍を紹介することで、成人の運動実施率
の向上を図る。

４　競技力の向
上

10 トップ・アスリートと連携した地域割合 ％
64

（R5年度実績値）

増加を
目指します
（R6年度）

県内５４市町村のうち、トップ・プロチームと連携し,
ちば夢チャレンジかなえ隊事業を行った市町村の
割合

第13次「千葉県体育スポーツ推進計画」では令和８
年度に100％を目指している。社会目標を達成する
ために、トップ・プロチームに協力を依頼し、増加を
目指す。第13次「千葉県体育・スポーツ推進計画」
に同様の指標を設定。

５　スポーツの
価値の発信
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【施策】 Ⅵ－３－②　スポーツの振興

【社会目標】

指標番号 単位 現状 目標

75 %
62.5

（R3年度）
70.0

（R6年度）

76 %
未調査

（R3年度）
50.0

（R6年度）

【行政活動目標等】
補助指標：4 行政活動目標：7

指標番号
補助
指標

指標名 単位 現状 目標 指標の解説 目標値の考え方 本籍／再掲 主な取組

指標名 指標の解説

成年の週１回以上のスポーツ実施率 成年（高齢者を含む）が週1回以上スポーツを実施する割合

パラスポーツの体験や観戦をしたことのある成年の
割合

1年間にパラスポーツの体験や観戦をしたことのある成年の割合

11 ○ スポーツ情報への関心度 万回
175

（R6年1月末時点）
増加を目指します

（R6年度）
千葉県ホームページにおけるスポーツ情報へのア
クセス数の年間合計

県体育・スポーツ推進計画に同様の指標を設定し
ている。現在ではほとんどの世代でSNSが情報収
集・情報発信の主たる手段となっており、ウェブサイ
トの利用時間を上回っている現状があることから、
情報発信の手段を多方面に検討していく必要があ
る。ホームページでの情報発信は継続するものの、
明確な数値設定が適切ではないことから、増加を
目指すとした。

５　スポーツの
価値の発信
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